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内容要旨
都市基盤整備が不十分なまま虫食い状に市街化が進行しているスプロール市街
地では、道路環境や交通環境上の問題を引き起すとともに、無秩序な市街化をこ
のまま放置しておくと、建て詰まりやオープンスペースの不足といった住環境の
悪化や防災性の低下などの問題が懸念されている。これらの原因として、地区の
骨格街路の不在が指摘されているが、こうした街路整備の基本的「しくみJすら
十分ではなく、そのことが一層無秩序な市街化の原因としてして指摘されてい
る。
このため、スプロール進行中あるいは進行の恐れのある市街地に対して、地区
の骨格的役割を果たす集散街路を先行的に計画し、各種規制 ・誘導手法によって
その整備を担保する「巾街路計阿」が提案されている。この計画は、 「中街路J
を先行的に整備もしくは計画し、地区内の小規模開発をある程度コントロールす
ることで、秩序ある市街化を図ろうとするものである。 しかしながら、巾街路の
必要性や適正?佐伯水準、終的資川の負 iH)Jll~などが明昨にされていないために 、
中街路計画を進める有効な手段が用意されていないのが現状である。
そこで木研究では、スプローノレ市街地における中街路の具休的整備手法を検討
する一広:主として、 '11街路の必要性や控{l1iI水準、その整備水準に応じた費用負担の
あり方について検討するためのrjl街路計画の評価の概念とその方法を促案すると
ともに、その;許;，門!
いる o また、それを実際のスプロール市街地における巾街路?警備計画評自liに適用
することで、中街路の適正整備水準や費川負但のあり方およびその整備制度につ
いての知見を得ることを試みた。
まず第 2章では、スプロール市街地の現状とその問題点を整理するとともに中
街路整備計画ヒの問題を考察した。そして、中街路計画を実現する上での課題を
整理することで、巾街路整備による地区内街路網の定量的な評仰の重要性を示し
第3J主では、こうしたql街路計画や市街地街路網の評価を行う場合に重要な祝
点となる街路の周辺市街地を勾-慮して、 地区街路網を道路レベル、宅地レベルで
の定量的にかつ簡便な評価のできるネットワーク ・ピクセルアレイ型の地理情報
システムを開発した。
第4章では、スプロール市街地の市街地環境を防災性に薪目して、 地区の抱え
る問題点を捉える手法を提案することで、市街化段階の違いや市街地形成、街路
形成がスプロール市街地における街路網の防災性に及ぼす影響を把握するとも
に、中街路の必要性を確認できた。
第 5章では、スプロール市街地における地区の骨格的街路すなわち中街路が市
街地に及ぼす彫響を周辺市街地及び街路網環境の視点から実証的に分析すること
で、 itr路網を定量的に評{，lIiするためのモデルを開発したn
第 6章では、とれらのモデルを川いてけ1街路整備による周辺市街地や街路網環
境への影響を定量的に促えることで、整備効果やその空間分布を肥毘し中街路計
阿を評価する方法を提案したn そして、幾つかの整1)111 ノJ(Y{(~ の rl1街路計画代将案に
ついて整備費川に刻する効果の:f'U文を比較することで適正な整1)!'I水準を明らかに
できたn
第 77~'f:では、 rl'街路枠制iによる開発利保を件七休日1)受抗により計測すること
で、 rjqlr~fr幣 úll，計阿を開発利椛に行 11 して ~f1"liする方法を提案した。 そして、 rjl
街路整備が各主休日'J受益へ及ぼす彫響や臼治体による rjl街路整備の投資効果を検
討することで、 1~1川負担のあり )Jや r ll 街路の整1JIi1;jìIJ瓜=について重要な視点を明ら
かにできた。
第8章では、木研究の成果と問題点および残された課題についてまとめた。
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スプロール市街地における中街路整備計画の評価に関する研究
審査結果の要旨
本研究は，者1)市基撚整備が不十分なまま市街化が進行しているスプロール市街地
を対象に，地区の骨格的役割を果たす集散街路を先行I'(_Jに整備する中街路の計画方法
を提案している。まず住区内街路網計画やその評価を支度する地理情報システムを開
発するとともに，住区内街路網の整備効果を定量的に把j屋する手法を開発し， 実際の
スプロール市街地に適j日することで，rl'街路計画の適正整備水準や費用負担のあり方
について知見を得たもである。
具体的には，まず，住区内街路網計画やその評刊frのための地理情報システムを開発
している。ここでは，操作性の向上が可能となった「ネットワーク・ピクセルアレイ
型」と IT予ぶ独向のシステム構成を提案し，スプロール市街地における街路網の防災性
分析に適川して， '1街路の必要性を確認している。
次に，スプロール市街地における'1街路整備が周辺市街地及び街路網環境へ与える
影響を犯慢するモデルを開発し，これらのモデルをJlJし、てrl'街路整備の効果を定量的
に捉え，計画案を評価するブJ法を開発している。そして， 実際の地[5<.で、整備水準の兵
なる'1街路計四代替案を比絞手Holiすることで，適正整備水泳を明らかにしている。
さらには，小街路整備による地価増進の予測に基づいて，開発利益を各主体別受主主
により計測することで， 自治休による，1-'街路轄備の投資効果を検討することにより，
費川負担のありブjやlド街路の格的制度についての矢"見を得ている。
以上，木研究はわが匝|の都市地域計四分野における学I]U上，実際上有J1jな結論を与
示している研究であり木諭火は|時土(工学〉の学伏皮与にイIUするものと判定する。
なお，本論文の審査には，山中英生助教授の協力を得た。
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スプロール市街地における中街路整備計画の評価に関する研究
論文要旨
都市基盤整備が不十分なまま虫食い状にr!j街化が進行しているスプロール市街地では 、
道路環境や交通環境仁の問題を引き起すとともに、無秩序なr!i街化をこのまま放訳してお
くと、建て詰まりやオープンスペースの不足といった住環境の忠化や防災性の低ドなとの
問題が懸念されている口これらの原閃として、地以の什栴街路の不在が指摘されているが、
こうした街路整備の基本的 「しくみ」すら卜分ではなく、そのことが a肘無秩序な市街化
の原因としてして指摘されている。
このため、スプロール進行『ドあるいは進行の恐れのある1街地に対して、地区の'円'格的
役割を果たす集散街路を先行的に計Ir~í し、各種規制・誘導手法によってその舎を備を判保す
る「中街路計両」が提案されている。この計l由jは、 「巾街路」を先行的に4整備もしくは計
|由iし、地区内の小規模開発をある程度コントロールすることで、秩序ある市街化を図ろう
とするものである口しかしながら、巾街路の必要性や適正4整備水準、特備校川の負担力'法
などが明確にされていないために、 rt'街路計阿を進める有効なす-段が用なされていないの
が現状である。
そこで本研究では、スプロール市街地における中街路の只体的警備手法を検討する '環
として、中街路の必要性や整備水準、その整備水準に応じた費用負:triのありノjについて検
討するための'1街路計両の評価の概念とその方法を提案するとともに、その評価を定量的、
科学的に行うための技術的手法の開発を日的としている。また、それを尖|療のスプロール
市街地における中街路整備計両評価に適用することで、中街路の適E整備水準や中街路整
備における開発利佳還元や費用負担のあり方についての知見を得ることを試みた。
まず第2rf:では、スプロール市街地の現状とその問題点を盤理するとともにri '街路整備
計岡上の問題をJZ察した。そして、中街路計画を実現する卜.での課題を笠理することで、
中街路整備による地区内街路網の定量的な評価の重要性を示した。
第3章では、こうした中街路計画や市街地街路網の評価を行う場合に重要な視点となる
街路の周辺市街地を身慮、して、地区街路網を道路レベル、宅地レベルでのkifd;的にかつ簡
便な評価のできるネットワーク ・ピクセルアレイ引の地理情報システムを開発した。
第4章では、スプロール市街地の市街地環境を防災性にJ守日して、地区の抱える問題点
を捉える手法を提案することで、市街化段階の違いや市街地形成、街路形成かスプロール
市街地における街路網の防災性に及ぽす影響を把握するともに、中街路の必要性を確認で
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きた。
第5章では、スプロール市街地における地区の骨格的街路すなわち中街路が市街地に及
ぼす影響を周辺市街地及び街路網環境の視点から完証的に分析することで、街路網を定量
的に評価するためのモデルを開発した。
第6章では、これらのモデルを用いて中街路整備による周辺市街地や街路網環境への影
特を定註的に捉えることで、整備効果やその空間分布を把慌し中街路計11可を評価するh法
を提案した。そして、幾つかの柊備水準の巾街路計阿代将家について坐備費用に対する効
果の粍皮を比較することで適正な樫備本唯を明らかにできたロ
第7.È~では、 rll街路整備による各主体別受益を計測することで、中街路計画を開発利益
に着目して評価する手法を提案した。それにより、中街路整備が各主体別受益へ及ぼす影
織や円治体により中街路を整備した場合の臼治体への開発利益還元の開度を定量的に把握
することで、開発利益選JCや費月]負担のありブjについて幾つかの知見を符ることができた。
第8章では、本研究の成果と問題点および残された課題についてまとめた。
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第 1章序論
1 -1 研究の背景と本研究の目的
我が国には、例別建築活動や開発行為に対する緩い脱制のもとで、都rlj).t幣伴怖がイ~ ，. 
分なまま虫食い状にrli街化が進行しているスプロールrb'街地が数多くイメれする。こうした
けJ秒j地では、道路段境や交通環境"，の問題を引き起している。また、無秩序な111化をこ
のまま放置しておくと、建て詰まりやオープンスペースのイミ起といった住環境の忠化や防
災性の低ドなどの問題も懸念されている。
これらの原同として、市街地形成し交通処理七重要な役割を呆たす地区の什絡街路の
イミイEが指摘されているが、こうした街路の整備についてはその基本的「しくみ」すら 卜分
ではなく、そのことがー層無秩序な市街化の原凶としてして指摘されている lLまたスプ
ロール化の問題は、地区内にまだ多くの農地が残作し、今後市街化の別待される地)jfrsrlj 
近郊の地域において特に重要な課題であると考えられる。
このため、スプロール進行中あるいは進行の恐れのある市街地に対して、地灰の'行格的
役割を果たす集散街路を先行的に計|判し、各種規制・誘導手法によってその樫備を利保す
る「中街路計画」が提案されているー)。 この計画は、 1-.地区画整理の胞工が附難な既スプ
ロール市街地やスプロール進行地区について、この 「巾街路」 を先行的に整備もし くは計
画し、これにより地区内の小規模開発をある程度コントロールすることで、秩序ある市街
化を阿ろうとするものである口しかしながら、巾街路の必要性や必要量についての卜分な
社会的合意がないこと、整備費用の負犯方法が明確でないことなどにより、その只体的樫
備を進める有効な手法が用意されていないのが現状である。すなわち、中街路JI'lfl~をよL体
的に進めていくためには、中街路の適正整備水準や整備費用の負担のあり)jを検バするこ
とが課題といえる。
整備費用の負拘については、中街路準備を建築規制や開発計二riJ等の規制的下段で守行なう
ことは難しく、 -}jで公的負担によっ て整備する方法も事業費の膨張や、他の枚備事業と
の地権者負担の公、F性の問題が生じてくる。このため、中街路計画を進める l二では:、開発
利益の還元等を用いて自治体及び地権将・開発者の各主体が得る受主主と11[1の適性イヒと
公、1-:化が重要な視点となる。このためには、中街路整備が各主体にもたらす受益 (=効果〉
の計測を基に、その受益に応じた整備費用の負担のあり方を検討することが主張になる。
方、中街路の必要性や必要量すなわちその適正な繋備水準の検討おいては、 rl1街路の地
区内街路網としての役割や市街地骨格としての役割などを考慮した中街路樫備による効果
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を定量的に把握することで・中街路計画を評価する必要があるロ
したがって、いずれの課題にしても中街路計画を実現する具体的整備方策を検討する上
では、その整備効果や整備による受益の計測に基づく中街路整備計画の定量的な評価が重
要な視点といえる。
そこで本研究では、スプロール市街地における中街路の具体的整備方策を検討する一環
として、中街路の必要性や整備水準、その整備水準に応じた費用負担のあり方などについ
て検討するための中街路計画の評価の概念とその方法の提案とともに、その評価を定量的、
科学的に行うための技術的手法の開発を目的としている。また、それを実際のスプロール
市街地における中街路整備計画の評価に適用することで、中街路の適正整備水準や中街路
整備における開発利益還元、費用負担のあり方についての知見を得ることを試みる。その
ため、本研究では以下の3点について検討する。
①住宅市街地内の街路網を周辺市街地も考慮して定量的かつ簡便に評価できるデータモ
デルを有する地理情報システムを開発する。
②このシステムを援用してスプロール市街地における中街路の影響を実証的な視点から
分析することで、中街路整備による市街地への効果を定量的に把握するためのモデルを開
発する。
③このモデルを用いることで、中街路の整備効果や受益の計測に基づき中街路整備計画
を定量的に評価する手法を開発する。
1-2 本研究の構成
図1-1に、 本論文の構成を示す。
まず第2章では、スプロール市街地の現状とその問題点を整理するとともに、こうした
スプロール市街地において提案されている中街路整備計画上の問題を考察する。そして、
中街路計画を実現する上で、の課題を整理することで、中街路整備による地区内街路網の定
量的な評価の重要性を示す。
第3章では、こう した中街路計画や市街地街路網の評価を行う場合に重要な視点となる
街路の周辺市街地を考慮して、住宅地区内の街路網を道路レベル、宅地レベルで定量的に
かつ簡便に評価することのできる地理情報システムを開発する。ここでは、街路周辺の地
理的情報を細かなピクセルの集合で捉えることで地区の地理情報をネットワークとピクセ
ルの2つの要素で表わしたネットワーク・ピクセルアレイ型データモデルを提案する。
以下の章では、 このネットワーク・ピクセルアレイ型の地理情報システムを援用して、
3 
住居系市街地における街路網評価の手法を開発し、本システムの有用性を明らかにすると
ともに、スプロール市街地における中街路の必要性や中街路計画の評価に適用する。
第4章では、スプロール市街地の市街地環境を考える上で重要な視点となる防災性に着
目して、地区の抱える問題点を捉える手法を提案する。ここでは、市街化段階の追いや市
街地形成、街路形成がスプロール市街地における街路網の防災性に及ぼす影響をその実態
分析によって抱握する。
第5章では、スプロール市街地における地区の骨格的街路すなわち中街路が市街地に及
ぼす影響を周辺市街地及び街路網環境の視点から実証的に分析することで、 街路網を定量
的に評価するためのモデルを開発する。 具体的には、都市的未利用地の市街地への変化を
予測する市街化モデル、街路網特性を要因に取り入れた地区内の街路リンクの地価を推計
する地価関数モデル、防災性及び道路安全性の視点から道路環境を評価するモデル、さ ら
に中街路整備のコスト的側面を捉えるための整備費用モデルを開発する。
以下の章では、 上述の地理情報システムを援用して開発した街路網評価モデルを用いて、
スプロール市街地における中街路計画の定量的な評価手法を提案し、これを中街路の適正
整備水準の把握や中街路整備による主体別受益への影響、開発利益還元、費用負担のあり
方について検討するのに適用する。
第6章では、街路網評価モデルを用いて中街路整備による周辺市街地や街路網環境への
影響を定量的に捉えることで、整備効果やその空間分布から中街路計画を評価する方法を
提案する。そして、幾つかの整備水準の中街路計画代替案について整備費用に対する効果
の程度を比較することで適正な整備水準について知見を得ることを試みる。
第7章では、、中街路整備計画において自治体及び土地所有者の各主体別に生じる受益
を国定資産税税収増加および地価上昇の視点からそれぞれ計測するモデルを構築する。こ
のモデルを用いて、中街路整備における開発利益に着目した中街路整備計岡を評価手法を
提案する。そして、中街路整備が各主体別受益へ及ぼす影響を把握するとともに、 自治体
の全額負担により中街路を整備した場合の開発利益還元の程度を定量的に把握することを
試みる。
最後に、第8章で本研究の成果と問題点および残された課題をまとめる。
なお、各章の分析 ・研究で用いた資料及び調査を表1-1にまとめる。
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第2章 スプロール市街地における中街路計画とその課題
2 -1 概説
本章では、スプロール市街地の現状とその問題点を整理するとともに、こうしたスプロ
ール市街地において提案されている中街路整備計画について考察することで、中街路計両
を実現する上での課題を検討する。
まず2-2では、スプロール市街地の形成過程とこれまでの対応について述べる。 2-
3では、スプロールの起因する問題点とスプロールの原因から集散街路の必要性について
述べる D そして 2-4では、スプロール市街地における中街路計画について、その対象地
域や整備水準および整備方法について検討し、 2-5でその課題に対する本研究の目的に
ついて述べる。最後に 2-6では、本研究で用いる地区や分析および調査項目についてま
とめる。
2-2 スプロール市街地の形成とその対応
スプロール市街地における問題点は、都市基盤施設の不足と建物の高密度化によって交
通安全性の低下や交通環境の悪化、住環境の悪化などが引き起されることである。
1 9 6 8年に施行された「都市計画法」は、本来はこうしたスプロール市街地の形成防
止を主な目的とし、市街化区域と市街化調整区域の区分や開発許可制度を導入することで、
市街化区域内の計画的市街地開発事業の展開とともに、個々の開発や建築を規制・誘導す
るシステムによって良好な市街地形成を図ろうとしたものであった。
しかし、このシステムにおいては市街地形成に対するコントロールは、 一定規模 (O.lha)
以上の宅地開発に一定水準の公共施設等の配置を義務づけるだけにとどまるものであった口
その一方で、 一定規模未満の開発については接道義務や排水施設等の設置など建築基準法
に基づく最低限の基準の確保のみであった口
このため、規制基準以下の小規模開発(し、わゆるミニ開発)の集積によって低水準の質
の市街地が蔓延することになった。また、市街化調整区域内の「既存宅地」の開発や都市
計画区域外の「白地」での宅地開発など、乱雑な市街化によって、都市近郊のスプロール
市街地は拡大していった。
一方、自治体は「開発指導要項」等を定めて、規制基準 (O.lha)以下の開発であっても、
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宅地開発時に4整備すべき施設の法準と財政負担 (例えば街路最小幅員を6mしたり、開発
負担金の徴収など〉を求めてきたロこれは、法的表づけを持たない 「指導」による対応に
もかかわらず多数の自治体で制定され、低水準の小規模開発の抑制に寄与している口しか
し、開発単位での指導のために、それらが集積した際に必要な公共施設、例えば集散街路
や公園などの施設への負担は、開発負担金として徴収されているがその法的裏づけや負打l
額の大きさが問題視されている。
また、 198]年に都市計|可法および建築基準法の改正により「地区計画制度」が創設
された口ここでは、 「予定道路」の指定や小規模開発の場合の道路位置指定を地区言1.阿の
内容にしたがって行わせることで、スプロール市街地の環境改善に寄与することが可能に
なった。しかし、このシステムの有効性については、 「スプロール市街地や既存の住環境
整備などに対しては、積極的実現下段の伴わない合意形成だけの都市計阿だけでは限界が
あり、特に地区施設への開発負担やその調整の部分ではこのシステムは作動しなL可。」と
指摘されている 1)。すなわち、中街路のような地区施設整備の実現を拘保することは、積
縄的手段を持たない合意形成だけの計画では傾めて難しいといえる 20
H、こうした整備制度上の問題点としては、小場瀬 3)は世田谷の非計断的市街地の街
路形成史を分析することで、昭和30年以降にも 4m未満の道路が形成されるなど建築確
認や道路位置指定行政に問題があることを指摘しているロまた、大村ら..)は高崎市を例に、
高度成長期に拡大したスプロール市街地を対象として、土地利用や敷地変化、街路網形成
を分析し、開発許可制度が集散街路の整備には寄与しないことを挙げている。
2 -3 スプロール市街地の問題点
2-3-1 スプロールに起因する問題点
( 1 )スプロール市街地とは
こうして形成されたスプロール市街地とは、一般に既成市街地周辺の民林山地が虫食い
状に開発され、それが集積することで形成されたあるいは形成されつつある市街地のこと
である 510 4 点、戦前に形成された都市インナーエリアの市街地は、現時点では木造密集
市街地ではあるが、その形成過粍はスプロールそのもので、者s市基盤を |・分持たないまま
市街化が形成されたという点で、スプロール市街地と共通の問題を抱えているといえる。
( 2 )街路網環境上の問題点
このようなスプロール市街地は、時期 ・場所 ・規模 ・形態 ・用途について一定の秩序 (街
の計画〉を持たないまま、すなわち街路や公園等の基盤施設が整備されないまま、 個別的
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建築行為や小規校開発が集積することによって形成されたといえる。このとき形成される
細街路は、建築)~準法の接近義務規定にもとづき幅H 1 m以 上は舵保されているといえる口
しかし、骨格的な街路網がないまま、無秩序に細街路が形成されたために、イミ:t?り隠な街路
パターンが多い。このため、歩行将・向転rt.:. n動市にと っての交通の'ぷ令1ftは低水準と
なる。また、 1川 tけは、スプロール市街地の街路スト ックの分析から、そのネッ トワー ク
性の欠如、地区内の t要街路として機能する地灰幹線街路の欠如、およびそれに{、ドう防災
卜.の問題を指摘している口小場瀬ら 7)は、|止田谷区の非l'l而i的市街地における住民の街路
利用や意識分析から、交通が集中し集散街路の役割を果たしている幅員4m木満の狭陥街
路 ( ~、わゆる 一て項道路 ) の存在を明らかにしている。また、小場瀬 日)は、!日:111谷 1>くの非計
両的市街地の街路網形成史を分析することで、地区集散街路というべき広幅員街路がほと
んど増加せずに市街化が集積していることを指摘している口
一方、市街地形成 kの問題点に絡めて、赤l崎 9)は、実際の地区に対して、集散街路を準
備した場合と放置した場合とを想定し、宅地開発の集積の図上シミュレーションを行って
いる。集散街路がない場合、無秩序に細街路が形成され場所によっては有地や開発不能地
もみられる。これに対し、集散街路がある場合、個々の開発医域が自然に集散街路につな
がり、集散街路が市街地形成tの骨格的役割を果たしていることを検証しているロこのこ
とから、集散街路の不足は、無秩序な市街地形成の lつの原因となっているといえる D
( 3 )住環境上の問題点
方、こうした小規模開発の集積による建て詰まりは、日照 ・防火 ・緑などの相隣環境
の忠化や不規則敷地、オープンスペースの不足、下水道整備の困難さなどの住環境、都市
地設の問題を引き起している口この問題は特に、戦前に市街地が形成され現花は木造密集
地域となっている地区で顕著になる D こうした建て詰まりも公園、避難地、学校、道路な
どの集積環境条件の不足、特に道路の不足がその第 1の原肉と考えられる口
2-3-2 スプロールの原因と集散街路の必要性
したがって、このようなスプロール市街地の問題は、その大半が脆弱な街路樹基盤に起
閃するものといえる。そして、この街路網基盤に関する問題には、 4m木h~üの狭|溢街路の
存ィイEと、地区の骨絡的街路すなわち集散街路の不在および未整備という大きく 2つの側面
がある。特に、宅地化進行中あるいは進行の恐れのある地医について街路網柴備を45・える
場合には、狭|溢街路の存在は、建築基準法の接道義務規定の実施運用上の課題であるのに
対して、 集散街路の不在は、そのものが今後の地区の住環境や市街地環境あるいは交通環
境上の問題を引き起こす可能性があるにもかかわらず、その整備のための基本的しくみす
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ら十分でないことが特に問題となっている。
2-4 スプロール市街地における中街路計画
2-4-1 中街路計画とは
そこで、こうした問題を抱えるスプロール進行中の市街地に対して、地区の骨格的役割
を果たす集散街路をあらかじめ最低限必要と思われるところに計画し、各種規制・誘導手
法等によりその整備を担保することで、秩序ある市街化を図ろうとする「中街路計画」が
提案されている 10)。ここでいう中街路とは、地区の交通基盤としての役割を持たせた道路
であり、形態・交通機能的には地区集散街路あるいはコレクター街路で幅員8.._12m程
度の歩車分離道路のことである。さらに、時間的・空間的ランダムに発生する個別小規模
開発を「つなく 」ことで、ある程度開発をコントロールする役割 (市街地形成上の骨格的
役割〉も持たせた街路であり、この点が区画整理などで整備される地区集散街路とは役割
を異にする点である。この意味で、スプロール的市街地形成が進行しているもしくは進行
の恐れのある地区において、中街路は秩序ある市街地形成に重要な役割を果たすといえるD
またこの中街路には、都市計画法に基づき整備される都市計画道路でもなく、建築基準
法の接道義務により形成される細街路でもないという、形態的にちょうどその中間の街路
という意味が込められている。また、それゆえにスプロール市街地における中街路を整備
するしくみについての検討は十分でないため、制度的にも両者の隙聞に位置する街路とい
う意味も込められている。
したがって、こうした中街路計画を実現するためには、 「どこに」、 「どれだけ」、「と
のように」、中街路を整備すればよいのかを検討することが課題といえる。このとき、「ど
こに」とは中街路整備の対象となる地区、 「どれだけ」とは中街路の適正な整備量、そし
て 「どのように」とは整備手法 〈費用負担や整備の方法など〉をそれぞれ意味するもので
ある。
以下には、これらの各視点からみた中街路計画上必要な検討項目について整理するロ
2-4-2 中街路計画の対象地域 11)
中街路の整備対象となる地域すなわち整備する必要のある市街化時期については、次の
ようにいえる。交通環境上も市街地環境上も秩序ある市街地形成を図ろうとすれば、区画
整理が最も公平で有効な手段といえる。特に、市街化率が20%以下の市街化初期段階の地
区では、土地区画整理事業の実施が比較的容易とされている。しかし、 20%を越え 50%未
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満のスプロール進行段階の地区では、ある程度市街地も集積し敷地も細分化が進み、地権
者の同意が得られにくくなる。しかしながら、空地はかなり残存しており中街路の街路空
間確保は可能である。さらに市街化が進行し市街化率が 50%を越えるような地区では、都
市計画による幹線街路の整備と細街路網の改良を中心とした修復的整備を行うかスラムク
リアランス的整備を行わざるを待ない。したがって、中街路計両は市街化初期段階からス
プロール進行段階の地区で、 上地医画整理事業が困難な地区に対して行うものといえる。
2-4-3 中街路の役割とその評価視点
このようなスプロール市街地に対する中街路の適正な整備水準の検討を行うためには、
その地区に対する中街路計画を定量的に評価する必要がある。この場合、特に住居系の市
街地における中街路の役割というものが重要な視点となる D
般に、中街路のような住区内街路には、交通基盤としての役割とともに市街地基盤と
しての役割がある。ここでの交通基盤としての機能としては、交通の集散機能とともに、
街路空間の「交通安全性」や「快適性」が重要な機能になる。また、市街地基盤としての
役割には、各宅地と市街地全体との「つながり」の機能、すなわち地区内外へのアクセシ
ビリティや防災性などの街路に接する上地の宅地としての役割を支援する機能が重視され
るロ例えば、防災性の視点からは各宅地は緊急自動車が通行可能な道路との連結性、アク
セスの時間や経路の分かりやすさ、駐車車両や災害時の代替経路などの利便性・単純性・
信頼性の強さが、市街地基盤として重要な役割を果たすといえる。
方、赤崎 12)は、実際のスプロール進行中の市街地を対象として、現時点で中街路を先
行整備した場合とそのまま放置した場合を想定して、宅地開発の集積を図上シミュレーシ
ョンした結果、中街路の存在が盲地や開発不能地を減少させることを指摘している。つま
り、スプロール進行中の市街地においては、中街路が市街地形成上の骨格的役割を果たし
ていることが縫認されているロこのことが、中街路のもう一つの重要な役割となる。
したがって、中街路の市街地基盤および交通基盤としての網機能とともに市街地形成上
の骨格機能に着目した中街路計画の定量的な評価が重要となる。
2-4-4 中街路の整備手法
( 1 )中街路整備における費用負担
a.規制誘導による整備
中街路の規制誘導による整備では、赤崎 13)は地区における規制行為の範囲について、社
会秩序保持のための内在的制約の範囲の外的規制であるか、所有者自らが納得して内発的
12 第 2 .~ スプロール市街地における巾街路計画とその課題
に行う規制であることとしている D したがって、中街路のように地区内の胞設であっても
系統的な空間を一定の規模で確保する必要のある場合、その区域内にある地権者の上地利
用行為を大幅に制限することになり、無償領域での視制行為には収まらないとしている。
b. 迫ー路事業・街路事業による坐備
-ノJ、公的負担1によって街路梓備を事業化する場合、例えば、都市社II道路の適JIilTI Dt-I 
を拡大して日--12m粍皮の道路も対象にするJ:躍が見られる l九しかし、合志形成の問題
用地取れ}や1装備に長期を愛するなど、 rtJ街化過胞の中にある地区に対する手法としては問
題があるといえる。また、巾街路を公的負判で整備する事例は幾つか見られる 15)16)。しか
し、地権有における土地区|由i樫即a 事業との負fElの公平性の問題や向治体の財政負担の限界
などの問題が挙げられるD
C. 整備賀川負1f]_と受主主計測
いづれにしても、中街路の整備費用をL、かにして、だれが負相するかが毛要な課題とな
るロすなわち、円治体および k地利m者あるいは士地所有省の各t:体が作る受益と負十日の
適正化と公、!と化が重要な視点となる。この場合、 rl1街路整備による地区内の各主体問の負
担の公平性と、各主体別の受益と負担の割合の公平性の 2つの側面から検討する必要があ
る。特に各主体別の受益と負担の割合が保たれれば¥巾街路整備を行うのか、七地区両磐
理を行うのか、いずれを選択されても問題はないといえる 17)D こうしたことから、巾街路
整備における費用負担を検討する場合、中街路整備により各主体に生じる受益の計測やそ
の空間分布を定量的に把握することで、開発利益の還元等を用いてその受益に応じた負担
を整備費用として集約することが重要な検討項目となる。このためには、街路周辺の士地
レベルでの受益計測が必要となる。
( 2) rt街路整備における開発利益の還元方法
中街路整備によって各主体に生じる受益に応じた負担を考える場合、各主体に生じた受
益を開発利益として還元するのが一般的といえる。芝原 1R)によると、 般ーに開発利益の還
元方法は、①税として吸収・還元、②受益者負担として吸収 ・還元、 2開発利益の生じる
土地の内住化の 3種類に分類できる。開発利益が広範囲に長期にわたり徐々に生じる一般
開発利益のに対しては色、特定の公共事業に作う短期的で受益者が限定できる特定開発利
益に対しては語、末開発適地の開発などでは$が望ましいとしている。
地権者の得た受益すなわち開発利益の中街路整備費用としての還元β法については、税
として吸以するのか受益省負1Ftとして吸収するのかが問題となるが、先進事例 19)が公的負
担で中街路整備を行っている理由には、固定資産の上昇や居住人口の定着によって現行税
制度の中で①の利益還元がなされるという考え方が背景にあるといえる 20)。しかしながら、
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課税評価が時価でないために実際の開発利佳との剥離が大きく、その実効性は少ないとい
える。
一点、中街路弊備による受持は限定された範聞に対則的に起こるともJ5・えてよく、この
立味では2が適するともいえる。これについては、 トソtc .i旦 'h;長などでとられている Ü1~t合
制度に煩似した中街路接道負但金徴収の提京 :1)や、開発指導盟綱ちで行っているUfflくaを
制度化し中街路柊備に連動させる:::~)などの与え々がある。しかし、受伎の科J tやそれに応
じた負判の根拠が明維でないために、その社会的合立が1~J られにくいのが現状である D
2-4-5 中街路の整備効果の波及過程と効果の受益主体
したがって、中街路計画を実現するための具体的整備五策を検討する上では、中街路整
備による効果や受伎の計測に基づく、整備計画の定日;的な評価が必要不可欠であるといえ
るロそこで、ここではスプロール巾ー街地における中街路整備によって生じる効果とその流
れおよびその受主主主体について整理するロ
中川ら 23)は、広域幹線道路を整備したときに生じる効巣とその影響を受ける主体の関係
を示し、各主体別の便益および負担を計測する方法を提案している。関 2-1は、その整
備効果の波及過粍を参与に本研究の対象とする住居系市街地において中街路4整備を行った
場合の効果の波及過程を整理したものである。ここでは住民系市街地を対象とするため
商・工 ・業務系の士地利用主体に関係する効果の波及は省いてある。さらに今同対象とす
る市街地では道路利用~のほとんどが地似内住民であることから道路利用主体も省いてあ
る。
中街路整備は、アクセス性の向上にともない所要時間の短縮、経費の節減等の街路環境
を向上させる。その一万で、騒育、日照、振動、大気汚染や防災上の安全性や他の道路の
混雑緩和などにより市街地環境を向仁させる。こうした環境の改善が、 I~地の市街地とし
てのポテンシャルを向上させる。さらにこのポテンシャルの向上とともにその上地の接道
条件の向上に伴い、 rl1街路を骨格としてその周辺に t地の都市的利用転換すなわち市街地
が形成される。したがって、この市街地ポテンシャルは、土地を市街地として利用する上
での環境条件を表わしているといえ、ポテンシャルの向上はいわば上地利用占に対して生
じる効果といえる。
こうした市街地環境の向上は、 一般に地価上昇の形で顕紅化するといわれる。この地価
上昇は、その仁地の所有者に対して資産利得を生じさせ、これが上地所有点ーへの効果とな
る。この場合、 仁地を売却したりそれを評価する場合に、それが上地所イr-lfへの受益とな
って現れるロ
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さらに、 中街路整備はその周辺の市街地形成に伴い家屋の立地や人口増加をもたらし、
一方で土地所有者への地価上昇効果によりその上地の資産価値の上昇やその空間分布に影
響を及ぼす。その結果、中街路の整備効果は国や地方自治体に対して種々の税収増加のJ~
で波及するロここでは、中街路整備によって生じる家屋の立地、人口増加および資産価値
上昇に関連して税収増加が見込まれる代表的なものについて示してある。
土地収益に対して課税される所得税および法人税などの譲渡課税は、資産価値仁昇によ
り、また取得等に対して課税される登録免許税や不動産取得税等の流通課税は、家屋の立
地により増収が見込まれる。これらの税金が、譲渡および流通時点で課税されるのに対し
て、固定資産税や都市計画税および住民税は、保有および利用に対して毎年の評価額に対
して継続的に課税される。したがって、資産価値上昇や市街地形成などの中街路整備効果
が及ぼす影響の程度は、譲渡・流通課税よりも固定資産税、都市計画税および住民税の方
が、大きいと考えられる。ただ、ここで扱うような地区に対する中街路整備は、市町村レ
ベルあるいは中街路の対象となる地区レベルでの人口増加にはそれほど大きな影響を与え
るとは考えにくいロただ、市町村内の人口配分にはいくらかの影響を及ぼすものと考えら
れる。このことから、中街路整備は住民税収にたいしてはそれほど大きな効果は現れない
といえる口したがって、中街路整備による税収への効果の大部分は、同定資産税と都市計
画税によるものと考えられる。
以上のことから、中街路整備におけるその効果は、土地利用者、土地所有者、地方自治
体にそれぞれ波及するといえる。
効果の波及過程
市街地ポテンシャル
土地に生じる効果
地主 ・自治体への効果
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都道府県民税 ・不動産取得税 II市長村民税・ 固定資産税
登録免許税 I I 都市計画税
都道府県
図2-1 中街路整備効果の波及過程
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2 -5 中街路計画の課題
2-5-1 中街路整備計画よの課題
以仁のことから、中街路計両を実現していく上での課題を整盟主すると以下のようになる。
集散街路すなわち中街路の不在は、スプロール市街地に共通した課題であるが、ここで市
安なことは今後スプロールが進行していく地区について、中街路の整備を進める有効な手
法が用意されていないことである。これは、中街路の必要性や必要itすなわち適正な笹備
水準についての卜分な社会的介怠がないこと、整備究用の負担方法が明確でないことが大
きな原因といえる。
特に整備費用の負担については、中街路整備を建築規制や開発許可等の規制的手段で行
なうことは難しく、しかしながら公的負担によって整備する方法も事業費の膨張や、他の
整備?手業との地権者負拘の公、円tの問題が生じてくる。このため、 l-:.地利m符・士地所有
者等の各 1:体が作る受益と費JI負1flの適性化と公千化を凶ることが、中街路盤備に対する
評価の電要な視点になる D すなわち、中街路整備が各巨体にもたらす受益 (=効呆=Ij自発
利益)の計測と、開発利益の還元方法の検討が、受徒に応じた整備費用の負担 (受4主将負
担の原則)のあり方を検討する上で重要な視点となる。そのためには、各主体に生じる開
発利益を定量的に把握するとともに、主体別受益に応じた費用負担ノj法を定最的に評価す
るシステムが必要となる。
また、適正な樫備水準の検討には、スプロール市街地における r~ I街路の地区内街路網と
しての役古IJや dj街地骨格としての役割の視点から整備効民の計測に Jl~づいて、 ri 1街路計Irhj
を定;1的に評価することが弔12になる c特に、 rl'街路の終備効果をIJjjらかにできることは、
中街路準備に対する社会的合意を得る仁でも重要な指針となることを毛慮するべきであろ
つ。
したがって、 rl街路計11可実現のためにその具体的樫備万策を検討する I~では、地収レベ
ルのけl街路の柊備効果や受任の計iRiJに息つqき、 rl1街路整備計画を様々な4ILl.1から定f量的に
評価することが司可愛といえる。
2-5-2 既存の研究
ここでは、獲備水準と受益計測に関する既存の研究を比てみる。
( 1 )中街路の整備水準に関する既往の研究
中街路の整備水準については、中街路の網としての機能の視点からその整備効果を定量
的に把握することで検討した研究がいくつかみられる。例えば、市街地の利便性や防災性
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に関しては、 111 川 ~4)は、スプロール市街地の都市計Ilhji丘路網との符二合性と消防活動 Lの制
約、パス利用の利便性から 500m間隔でi世医幹線街路をヰ装備する必要性があるとしている。
交通環境に関しては、補助幹線街路 (ここでの集散街路に相、'i)柊備にともなう交通流動
変化を予測し、アクセス性向 kによる交通利便性、1'1動市交通の分散とよじ行再とのうえ銘減
少に伴う交通安全性の向上をモデルをmいて評価し、通 [E~を備水準を検討した研究 お)があ
る。 ~_H、市街地環境の面からは、地区中心部から幹線街路への緊急車両 (ir~ 防 IlO の通
行が、駐車 ~11隔て与によって通過不能となる可能性を検ri-J"し、地区おける'f'.l'持街路の必要!止
を求めた研究 26)がある。
また、スプロール進行中の市街地において重要な役訓を果たす中街路の市街地)tk盤とし
ての骨格機能については、その定性的な指摘 ~7)にととまり、 rl'街路整備むとの定日的関係
を分析した研究は見られなL可。
( 2 )受盆計測に関する既存の研究
従来から都市基盤整備による効果は-定の仮定のもとで地価に帰おするというへドニッ
クアプローチの考え万ごめを基にして、受益を資産価イ1のlf'l}JOすなわち開発利佼として計測
する研究が多く兄られる。この開発利益を計測した研究としては、中街路そのものを対象
とした事例はないが、柴崎ら 29)は、道路整備から k地資産価値の変化に至るメカニズムを
慨念的に整理した上で、バイパス整備の事例について仁地資産価値の変化実態を調査し、
t地資産価値の増加額を推計することで、道路整備による開発利益の存在を明らかにして
いる口また、上地区l制整理に伴う道路空間量増加が地価に与える影響を計測した例，0)や、
rlj街地内の|円道拡幅の地価への効果~1)やバイパス建設に伴う資産価値および 1:体別受益を
計測した研究 32)などが見られる D また、肥田野ら 33)34)は、中規模都市公園および道路や新
交通システムなどの復合交通空間の整備による効果を資応価値法により計測しているほか、
都市間交通施設整備がもたらす便益についての計測川も行っている。 -}j、街路格備の税
収への効果すなわち門治体に生じる受益について、宮川 3o)は、街路事業と税以との附果関
係を柊理することで、街路整備がn治体への整備効果として同定資産税に波及することを
ぷし、実際の道路樫備事業における楼備I垣間沿道の回定資)f{i税評価額の年次変化を街路弊
備あり ・なしの場合について分析することで、道路整備が同定資産税評価額を 1-界させる
ことを実証的に明らかにしている。
中街路についてもこうした手法は適用可能と考えられるが、中街路の場介、地|天内の地
点レベルでの分析となるため、地価データの収集や例別安肉の影響なと分析技術上の問題
が考えられる。また、税収への効果については中街路のような地区施設柊備についての研
究はみられない。
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( 3 )既存の研究のまとめ
以上のことから、街路の警備水準についての研究を整理したものを表2-1に示す。ま
た、その受益計測についての研究を整理したものを表2-2に示す。整備効果の視点から
見れば、街路環境・市街地環境への効果の把握は様々な視点から研究が見られる。しかし、
市街地形成効果については、その定性的な指摘にとどまりそれを実証的に示したものはみ
られない。また、地価増進効果については、中街路のような地区施設についてもそれが生
じるのは明かであるが、そのことに着目した研究やそれを地区内の地点レベルでの実証的
計測を行った研究はみられない。また、自治体への税収効果についても同様のことがし、ぇ
る。
表2-1 街路の整備水準に関する研究と成果
論文 整備水準 評価の視点 街路 の機 音色・
交通 市街 市街 評価
基盤 地 地 のレ
基盤 骨格 ベル
山川 o) 都市幹線街路の補完 街路整合性・消防活 。C 街路
500m間隔 動・パス利用
山中ら均 補助幹線街路 地区内交通の 。。 街路
4-5kmlkm2 利便性・安全性
塚口ら 26) 中街路間隔 防災性 。。 街路
200-250m 
赤崎 9) 定性的 市街地形成 。周辺
市街
地
竹 0=考慮した機能/・=未考慮
表2-2 受益計測に関する研究
論文 評価の対象 評価の視点
地価 受益および主体
柴崎 29) 幹線街路整備 相続税路線価 沿道周辺の地価変化 ・土地 l
資産価値増加、街路沿道おi
よびその空間分布
喜安ら 30) 区画整理による街路空間 固定資産税評価額 土地評価額の上昇
量増加
渡部ら 31) 旧道拡幅 固定資産税評価額 固定資産税評価額上昇、街
路沿道建物の年次変化
中川ら 32) 広域幹線街路整備 宅地建物取引業協会データ 住民 ・自治体 ・道路利用者
各主体別便益および負担の
広域的な計測
肥田野ら 33) 中規模都市公園整備 宅地建物取引業協会データ 地価上昇、空間分布
肥田野ら 34) 複合交通空間整備 実勢取引価格事例 地価上昇、
ゾーン別空間分布
肥田里子ら 35) 都市間交通施設整備 公不地価 地価上昇、対象地域別
宮川羽 都市計画道路整備事業 固定資産税評価額 評価額の年次変化、自治体
への税収
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2 -6 結語
本軍では、スプロール市街地の現状とその問題点を整理することで、スプロール市街地
において提案されている中街路整備計画について考察したロ
1 )都市計画法による一定規模以上の開発のみにかけられた市街地形成のコントロールが、
小規模宅地開発を長延させることになり、脆弱な街路網のまま劣悪な住環境のスプロ
ール市街地が拡大した。こうした市街地では、集積環境条件の不足が大きな問題とな
っているロこうした施設整備の財源確保を目的に自治体による指導要綱は定められて
いるが、負担制度に問題を抱えている。また、地区計画制度による環境改善があげら
れているが、その実現性に関して問題が指摘されている。このように、スプロールは
それを規制する有効な手段を持たす柄、ある意味で緩慢な規制のもとでこのまま放置し
ておけば、ますます拡大することは明かである。
2 )そこで提案されているのが、都市計画道路でもなく細街路でもないその中間に位置す
る街路、中街路をスプロール進行中の市街地に対してあらかじめ最低限必要なところ
に整備もしくは計画し、それを各種規制・誘導手法等で担保することで、秩序ある市
街地形成を図ろうとする中街路計画である白
3 )しかしながら、中街路はどこに (対象とする地区)、どれだけ(整備水準)、どのよ
うに (整備方法)整備するのかその具体的整備方策が明らかになっていない。そのた
めには、中街路整備計画を様々な視点から定量的に評価することで、費用負担のあり
方や適正な整備水準の検討が必要で-ある口
4 )このとき、中街路の整備効果やその整備によってもたらされる主体別受益を実証的に
計測することは、中街路整備計画の評価上重要な視点であるとともに、中街路計両の
社会的な合意を得るためにも重要な指針となり得ると考えられる。
そこで本研究では、スプロール市街地における中街路整備計画の具体的な整備五策を検
討する一環として、中街路の適正整備水準やその整備水準に応じた費用負担のあり方につ
いて検討することを目的として、宅地レベルの整備効果や主体別受益の計測に基づき中街
路整備計画の実証的な評価方法を開発することとした。
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第3章住区内街路網評価システムの開発
3-1 概説
本章では、住宅地区内の街路網評価において重要な視点となる周辺市街地を考慮して、
住宅地区内の街路網を宅地レベル、道路レベルで評価することのできるデータモデルを有
する地理情報システムを開発するD ここでは、街路周辺の地理的情報を細かなピクセルの
集合で捉えることで地区の地理情報をネットワークとピクセルの 2つの要素で表わしたネ
ットワーク ・ピクセルアレイ型データモデルを提案する。また、このシステムは、各デー
タの入力やその編集、さらにその表示・出力といった作業を支援するソフトウェア群およ
び応用処理ソフトウェア群で構成されているロ
以下、まず3-2では、住宅地区内の街路網を評価する上で-の重要な視点について述べ
るとともに、その考え方について説明する。 3-3では、街路網評価のためのデータモデ
ルの提案とその特徴について述べる。 3-4では、本研究のデータモデルの作成方法につ
いて説明する。そして 3-5では、本システムのデータ処理の流れとソフトウェア構成に
ついて述べ、 3-6でその計算例を示す。最後に、 3-7では、本章の内容をまとめる。
3-2 住区内街路網評価の視点とその考え方
住宅地区の街路網は交通基盤としての網機能とともに市街地基盤として街路に接する宅
地を支える機能を有している。したがって、住宅地区の街路網評価では、 一般に個々の道
路レベルの交通安全性や道路環境の望ましさの評価とともに、街路沿道の宅地レベルの市
街地形成への影響や防災性など周辺市街地における住環境の評価が必要になる O
父通ネットワーク分析では、交通ゾーンと街路ネットワークによる地理的構造を基本と
する場合が多い。この場合、 一定の規模を持ったゾーンの内部属性は均一と仮定されてお
り、またゾーンとネットワークリンクの連結関係は、ゾーン中心とネットワークノードの
対応しか持たない。このため、周辺市街地における街路網性能を評価する分析に用いるこ
とは難しいといえる口
方、 一般の地理情報システム (GeographicalInfonnation System :以下、 G1 Sと呼ぶ)
では、こうした宅地レベルの効果計測を行うために土地形状をポリゴンデータとして扱っ
ている。しかし、これでは複雑な幾何計算を要するという問題が残っている。
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そこで、ノド論文では周辺市街地の地理的構造、すなわち定地形状や街区形状を細かなピ
クセルの集イ?として捉えることで、 tl:医内のネットワークを、それが形づく る市街地に及
ぽす影符を考慮、して、簡便に評価するシステムを開発する。
3 -3 ネットワークデータベースシステム
3-3-1 ネットワーク・ポリゴン型データモデルの問題
町之にJfJ~ ，られているG1 Sでは、地理情報はぷ 3-1のよ うにネットワーク、ポリゴ
ン、ポイントの 3つの形状備芯で-ぷ現されている。ネットワークは、阪数のリンクが]つ
のノードで辿結され相互のリンクに関連性を持つ構造である。ポリゴンは、閉じた多角形
の構造、ポイントは lつの独立した点の構造を持つ。
表3-1 地理情報のデータ形状
データ形状 地理情報
ネットワーク j立路網
行政Iベ、施設形状、 |二地利用境界線 (市街地.JIミ
ポリゴン lJ住地など)、地形形状 (?IlJ)1、山林など〉等
ポイン卜 施設代表点、行政rx:代ぷ点等
街路周辺の市街地の情報を使ってネットワークを分析するときに、このようなポリゴン
を用いた場介、ネットワークとポリゴンの聞の近接関係の検索やポリゴンどうしのrRなり
等の計算を行う必要がある。こうした幾何計算の)j訟は、数多く開発されている。しかし、
以下のような問題を有する。
じネットワークと周辺土地区阿との隣娃関係の検索には両者の関述付けの法本演算が必
要となるが、こうしたリンク集合のボロノイ領域作成やポリゴン間演算には、複雑で大民
の計算処理が必要になる。
'b特に時系列データを扱う場合、座標入力精度のために同一点の座僚が入jJ誤差などを
持つことが多く、ポリゴン計算ではこれらの処理に複雑な判定が必要になる。
3-3-2 ネットワーク・ピクセルアレイモデルの特徴
そこで、施設や土地利用の情報を持ったポイントやポリゴンのデータを、図 3-1のよ
うに地区を覆う細かなピクセルの属性に変換する方法を用いることにした。このピクセル
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は、その周辺のh-rl~領域を代表すると与えられる。こうすることで、地即:的械をネッ トワ
ークとピクセルの 2つの形状要素のみでみわせることになる。このデータモデルを本研究
では、ネットワーク・ピクセルアレイモデルと呼ぶ口
ホイントデータ
リンクデータ
リンクノード
ヒクセルデータとその属性
図3-1 ネットワーク・ピクセルアレイ型データへの変換
このデータモデルを用いることで、計算処理等において以下のような特徴を1Tする。
1)幾何計算が簡便である D 施設や士地利用属性を持つピクセルとネットワークを構成す
るリンクとの聞の近接関係は、ピクセル座標を使ったネットワークリンクまでのIffi離計算
で求められる。
2)ピクセルを均質なユ二けとして捉えているため、その集計の考え方が明解である。例え
ば特定な利用のなされている土地両積の算定や各ピクセルに牛.じた効果のr定などは、ピ
クセル数を集計することで算定できる。
3)時系列データを統-的に扱える D 士地利用情報の時系列変化は、各ピクセルごとにそ
の対応を取ることができるので、ピクセル属性の変化として統一的に扱えるD
一方、ポリゴン情報をピクセル情報に変換することによる問題点としては、 -般に土地
の面積や空間分布の精度がポリゴンモデルに比べて劣ることがあげられる。ただし、ピク
セル密度を大きくすることで、その精度を向上させることはできる。このようなピクセル
の密度について、ここでは以下のように想定した。すなわち、 「計画関や1?ド価結果をH1力
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する縮尺の凶面において、ピクセルの色分け図等を表示した時、それがほぼ測地的なデー
タを表示した画像、すなわち、地物の形状を明示してその図上に統計情報を表示した画像、
として見える程度の密度を持つことJと設定したロ 一般に出力図面をその画像として識別
可能な最低限度のピクセル数は縦横約 100x 100ピクセル程度であることから、例えば 100
h a程度の地区を事う住区街路網計画では、おおよそ 10m x 10 m程度がピクセルの最大サ
イズと言える。
3-4 ネットワーク・ピクセルアレイ型地理情報システム
近年、コンピュータを用いた図形処理技術の発展に伴い、都市や地域の地理情報を電子
計算機で利用する地理情報システム (G1 S)の研究開発が盛んになっている D この地理
情報システムというのは、 道路や区域 ・地域などの図形情報とそれに付帯する属性情報と
を整理することで、その効率的な管理 ・加工、またその情報の解析、あるいは情報の検索
や表示等を行うことのできるコンピュータシステムのこ とである。図形情報としては、点
や線、面を取り扱うことができ、これらにより地形情報や道路や建物といった地理的情報
を表現することができる。
こうしたS1 Sは1970年代から米国で急ピッチに開発が進められた。その契機となった
のは、 1970 年代の国家環境政策法~ IわゆるNEPAの制定をはじめとする白然環境保全政
策の高まりであるといわれてい 1)ロまた'万、この時期にはハードウェアの著しい進歩か
見られ、コンピュータの性能が急激に発展したロこれによって莫大な環境情報をコンピュ
ータで合理的に分析)、その結果を政府や地方公共団体の政策に活かす目的でG1 Sが開
発されはじめたわけである。そして、政府期間の管理する広大な国上利用情報をコンビュ
ータで処理しようとする目的でさまざまなシステムが開発されるようになった。
例えば、 行政か主体となって開発を進めてLι、国工、県、市町村レベルで地図と統計
情報を一括管理して地域計画に役立てようとする地威情報システムや、 国土的なレベルで
森林・農地・地価資源などの情報を管理する資源環境管理システム、河川|なとの流量管理
や最近普及の兆しを見せている ものに消防・警察などの緊急活動の決定などの防災情報シ
ステム、道路埋蔵物などの地図データベース作成とその管理情報の作成を極力自動化しよ
うとする施設管理システム、都市域レベルで大縮尺地図と詳細な土地利用・人口情報を用
いて、商店の出庖計画など・のマーケティングや選挙情報などを支援するシステムなとがあ
る。
このように、地理情報を利用したさまざまなシステムが開発されている。しかし、これ
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らの情報量の膨大さに、都市内の街路計画や地区整備計画など大まかな計画に利用しよう
とすると、それらの情報の収集、更新、管理に膨大な手間と時聞を要してしまう。このた
め最近では、計両目的に応じた地理情報の簡便なデータベースの開発が必要であると-4え
られるようになった。
そこで、都市交通計画や地区交通計画への応用を目的として、できだけ簡便でかっ地区
レベルでの計画支援に耐え得るシステムとして提案したのが、このネットワーク・ピクセ
ルアレイ型地理情報システムである。本システムでは、図形情報を線と矩形 (ピクセル)
の単純な構造で扱う。このため、データ量が比較的少なくてすみ、地区内の全てのデータ
を小型の計算機のみで-扱うことができるロまた、データの構造とその属性情報の関連を明
示的に持ち、またその記憶形式が簡便なため、集計 ・出力等のデータ処理のプログラムも
比較的簡単に開発できるなど、その取り扱いが単純で広い範囲での応用が可能と考えられ
る。
3-4-1 システムのデータベース
( 1 )作成方法
図3-2に、データベース構築の流れ図を示すロ
「
ベースマップ
デジタイザ
入力支援プログラム
ネットワーク化 / 
/ プログラム
ネットワーク形ェ
l[12門-fi
図3-2 ヂータベース構築の流れ図
基礎となる地図情報としては、住宅地図あるいは都市計画図を用いる。これらの地図は、
比較的容易に入手で-きる。また、その縮尺は一般に 1/1500から1/5000程度であり、これを
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デジタイザで入力する場合、現地、J-法で約 1m程度の精度で-入力が可能で・ある。
この地凶に道路中心線、施設代ぷ点、市街地・用途地域区分などの t地利用区分の境界
線、これらを記入したベースマップを作成する。関 3-3にベースマップの概念図を示す。
作宅地凶は、道路や上地の形状、上地種別 (イE宅・旧畑など〉が比較的簡単に認識できる
という特徴を持つが、道路や敷地の認識がイミ確;たであり、ベースマップ作成上ページの切
れ円が一致しないなどの問題を有する。しかし、線や点で表す道路中心線や l二地利用境界
線、施設代表点の位置を入力するとでは、住宅地図の持っているある程度の誤芝は許存さ
れるロただし、街路幅員なとの属性については別途道路台帳などから入力することで対処
できる。
道路中心線
施設代表点
土地利用ポリゴン
図3-3 ベー スマップの概念図
このベースマップをデジタイザによって線と点とで構成されたデータ形式 (総点形式と
呼ぶ〉で入力するロ線点形式の道路データは、各線分の同一ノードの判定を行って述結情
報を作り J-.げる (ノードマッチング)ことで、精々のネットワーク計算が口J能な形式 (ネ
ットワーク形式と呼ぶ〉に変換するロ施設代表点は、入力したポイン トデータとピクセル
データとのマッチングを行い、施設情報をピクセルデータの属性として変換する。上地利
用ポリゴンは、その境界線の頂点座標を入力し、それをピクセルデータに変換する口この
時、各ピクセルの属性は、ポリゴンの土地利用情報を持つか否かの0、]情報として作成
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する。
各データモデルが持つ属性をぷ3-2に示すD ネットワークデータの属性は、それを楠
成する各リンクごとに入力する。ピクセルは、施設および土地利丹jの属性を持つ。 1-.1也利
用の属性については、入力する仁地利月]ポリゴンの椅煩によって様々な属性を持つことが
できる。
表3-2 デー タの属性
データモデル 地理情報 付属属性
ネットワー ク 道 路 幅員、道路の格、路線価、用途地域区分など
ピクセノレ 施 号axF14 建物の種別や世帯数など
土地利用 市街地、用途地域など
( 2 )データの表現形式 :)
デジタイザにより人力した道路リンク ・施設ポイント ・上地利用ポリゴンの各データは、
表3-3に示すような線点形式でデータ化する。それをもとに変換したネットワーク形式
のデータは、表3-4のような形式でデータベースに格納する。ネットワークデータにつ
いては、リンク座標とは別にその属性を持つ。また、ピクセルデータについては、対象地
区を取り囲むポリゴンの内部を細かなピクセルに分割し、左下を原点とするピクセル座標
系を設定する。そのピクセル座標にしたがって、施設や仁地利用の属性を付侍している。
3-4-2 システムのハー ドウェア構成
図3-4は、データベースシステムのハードウェア構成を示している。図に示すように、
ノfー ソナルコンビュータを中心として、情報入力装置にデジタイザ、出力装置にグラフィ
ックディスプレイ・レーザープリン夕、補助記憶装置にハードディスク、以上で構成され
ている。
表3-3 線点形式データ
(a)道路リンク
リンク番号 | 始点x座標 | 始点y座標 | 終点x座標 | 終点 y座標
(b)施設ポイント
| 施設番号 |代表点x座標|代表点y座標 | 属性
I 
(c)土地利用ポリゴン(ポリ ゴンを構成する各リンクの集合により表現する〉
リンク番号 |ポリゴン番号 |始点 X座標 | 始点y座標 | 終点x座標 | 終夜y座標
[一一一一一一一一一一 一二一一一一一一一一一一一一一一一一一つl
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表3-4 データベース内の表現形式
(a)ネットワーク(道路、ポリゴン)
リンク番号 始点ノード番号|終点ノード番号
リンク番号 属性1
(b)ポイン卜 (施設)
lポイン吋 代表点x 代表点y 種別
(ι)ピクセル
|…座標xl…座叶舵|
図3-4 ハードウェア構成
3-4-3 システムのソフトウェア構成
( 1 )ソフトウェアの機能と構成
属性n
|属性n
レー ザー プリンタ
データ入)J処理では、基礎図面をデジタイザで線分、点あるいは多角形の形式での入力
を支援するソフトウェアを開発したD そして、入力した線分データ及び多角形データにつ
いては、種々の分析で使用可能にするために線点形式およびリンク悶の連結情報を持った
ネットワーク形式のデータに自動変換するソフトウェアを開発したロさらに、施設やポリ
ゴンデータに対してそれをピクセル属性として自動変換するソフトウェアも開発したD
方、データの修正や追加およびメンテナンスのために、リンクデータやポリゴンデータを
編集・加工するソフトウェアを開発した。このソフトウェアは、画面上で入力結果を表示
しながら対話的に作業を進めることができる。また、リンクの結合情報を持たない線点形
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式のデータとともに、ネットワーク形式のデータに対してもリンクの結合情報を保持しな
がら編集・加工を行うことができるため、ネットワーク化後のリンクの編集処理の子間を
大幅に削減できる。さらに、このソフトウェアで各データの属性を変更することもできる。
また、応用ソフトウェアとしては、街路リンクとピクセルとを関連付けるプログラムや種々
のネットワーク計算プログラムを開発したD
システムの有する基本ソフトウェア機能を表3-5に示すロ図 3-5は、システムのデ
ータ処理の機能から見たソフトウェア構成を示したものである。
表3-5 基本ソフトウェアの機能
基本ソフトウェア 機能
データ入力支援 デジダイザによる基礎図面からの情報の入力
データ形式変換 デジタイザ情報の線点形式データ化
線点形式情報のネットワーク化
ポイント・ポリゴンのピクセノレ化
データ編集 リンク ・ポイント・ポリゴンの追加、削除、更新
属性情報変更 リンク・ポリゴンの属性の変更
情報出力 種々の属性を付加したデータの画面表示・プリンタ出力
応用 リンクとピクセルの近接関係探索
最短経路探索
e t c 
デジタイザ :I 
l 入力支援 |
「 ソフトウエア 円
データの流れ
一一う 情報の流れ
1¥ソコン
'---一一一一一
~一一一ーー
に三三こ/
図3-5 ソフトウェア構成
( 2 )応用ソフトウェアによる計算例
ピクセルとリンクとの関連付けは、各ピクセルの座標からすべてのリンクに下ろした垂
線長さが最も短いリンクをそのピクセルの最寄りリンクとして関連付ける。これには、線
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分と点の距離計算を全てのリンク・ピクセル問について行う単純なプログラムを用いてい
る。関3-6は、各リンクの故寄りピクセルをぶしたもので、ネットワークの近似的なボ
ロノイ領域肉とdえる。
3 -5 結語
????
アクセス時間(秒)~ 100m 
E襲軍機 : 
o 30 60 120 240 
本章では、作区内街路網を簡便に評価するのためにネットワーク・ピクセルアレイ別デ
ータモデルの地恩情報システムを開発した。その機能と特徴を以ドにまとめる。
1 )本システムでは、 上地利用および施設データを地Pくを従う細かなピクセルの同性に変
換して、リンクとピクセルの隣接条件により a体的な取り扱う。このため、問辺市街
地を考慮した'七地レベル、道路レベルの街路網評価がnJ能である。
2 ) このモデルをm~)た地理情報システムでは地理情報をネットワークとピクセルの 2つ
の形状要点のみでぷわすことができるため、以ドのような特徴を有する口
ρ従来のネットワーク ・ポリゴンモデルに比べ、幾何計算が簡便である。
2;ピクセルを均質なユニ7トとして捉えているため、その集計の考え方が明解である 0
2時系列データを統‘的に扱える。
3 )地図情報は令て線と点の単純な形式で記憶するため、データなが比較的少なく小引の
計算機で取り扱うことが可能である。また、情報が日月ぷ的で・記憶形式が簡便で・あるた
め集計 .，Lfi}J等のデータ処理のプログラムも比較的簡単に開発でき、|白い操作性を有
している。このことから、本システムは広い範聞での応用が口J能と考えられる。
4 )さらに、道路はネットワーク構造を用いているため最短経路探索などのネットワーク
計算が可能である D このとき、街路周辺の宅地や市街地分布を関連させることで、交
通量推計などにも利月jできるロ
5 ) 以上のように、本システムは、住宅地区内の街路網ð\'I~価で‘要求される、よ丘路レベルお
よび周辺の宅地レベルでの評価を統合的に行えるだけでなく、さらにそれらを簡便に
評価できるという機能を兼ね備えているといえる。しかしながら、以下のような問題
点もあり、今後はこれらについて検討する必要がある。
①ピクセルデータを扱うために、市積などの計算精度がポリゴンモデルに比べ劣るこ
と:これについては、ピクセルサイズと計算精度のとの関連を分析することで、適切
なサイズを検討する必要がある。
~また、本システムは評価に重点をおいて構築したが、その他にも代答案作成やその
評価にも適用nJ能と考えられる。しかし、その場合のシステムの活用万法を明確にで
きていない。こうした街路網計画における各プロセスでの活用万法についても検討す
る必要がある。
対象リンヴ リンクの勢力圏 (近似ボロノイ領域)
図3-6 リンクとピクセルの近接関係
ネットワーク計算プログラムでは、ピクセルから特定街路や特定施設なとへの辰短経路
の探索や最短アクセス時間、アクセス距離、折れrHIがり [h]数などのアクセス特性値の計算
が可能であるロこれには、ダイクストラ法等の最短経路探索を用いている。凶3-7は、
各ピクセルから幹線街路への最短経路を進んだときのアクセス時間別のピクセルの空間分
布図を示したものである。
図3-7 幹線系街路へのアクセス時間別ピクセル空間分布
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なお、各章における分析では、表3-6に示すような対象地区の地図情報を用いるD
表3-6 各章の分析に用いた地図データ
対象地区 年次 ベースマップ データ属性 分析
街 土 施 モ 防 適 国 開
路 地 設 ア 災 正 定 発
利 ノレ -性 整 資 不IJ
用 分 評 備 産 益
析 価 7.l< 税 計
準 評 担リ
の 価 方
検 額 法
計 の
調U 検
の 討
検
言す
幅 フ 相 都 用 ス Aザ~ イ主 市 地 月ヲA唱、Z 街
員 ノ、 続 市 途 校 宅 街 価 通 路
ク 税 的 地 F¥ 。 位 化 関 量 環
路 未 域 置 モ 数 推 境
線 不リ ア モ 計 評
価 用 商 世 jレ ア モ 価
地 庖 帯 ノレ ア モ
街 数 ノレ ア」
jレ
章 5 5 5 5 4 6 7 7 
節 3 4 5 D 3.4 4，5，6 3 4 
名東 1988 住宅地図 。。。 。
1991 住宅地図 。。。。。。。。 。 。
1993 住宅地図 。。。 。
矢三 1971 都市計画地図 。。。。。 。 。
1980 都市計画地図 。。。。。 。 。。
1983 住宅地図 。。 。
1989 住宅地図 。。 。
1991 住宅地図 。。。。。。。。 。。。。。。。。
沖洲 1971 都市計画地図 。。。 。
1980 都市計画地図 。。。 。
1983 住宅地図 。。 。
]989 住宅地図 。。 。
]991 住宅地図 。。。。。。。。 。。 。
津田 1991 住宅地図 。。。 。
吉野 1991 住宅地図 。。。 。
石原大倉 1991 都市計画地図 。。 。。
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第4章 防災性の視点から見たスプロール市街地における街路網の評価
4-1 概説
本章では、ネットワーク・ピクセルアレイ型の地理情報システムを援用して、非計画的
市街地街路網の問題点を定量的に把握することを目的として、ここでは特に防災性の視点
から地区街路網の評価を試みることで、地区の骨格的街路の不在が防災上問題を引き起す
ことを実証的に捉える。
まず、 4-2ではスプロール市街地における問題点とその要因から街路網評価の視点を
示す。 4-3では、防災性の視点として緊急車両の到達信頼性を示す指標を提案し、スプ
ロールの街路網を評価する。 4-4では、さらに消防活動困難区域についてスプロール市
街地における問題点を示す。最後に、 4-5でこれらの結果をまとめる。
4-2 スプロール市街地の街路網の防災性評価の方法
4-2-1 非計画的市街地における街路網評価の視点
一般に非計画的市街地の街路網に関する共通な問題点として、狭隆道路の存在や地区の
骨格的街路(ここでは幅員 6rn以上の街路とする)の不足があげられる。こうした問題に
起因して、地区の交通環境上の問題や住環境の問題、また災害時の避難活動や緊急自動車
の進入の困難さなどの問題を引き起こしているロ特にスプロール市街地においては、これ
らの問題に対して街路網状況とともに市街地形成や街路形成といった市街地状況の変化が
大きな要因を占めていると考えられる。
そこで、本章ではこうした街路の問題点を捉える視点として、市街地環境の lつの側面
を示すと考えられる防災性に着目し、市街地状況の異なる幾つかのスプロール市街地に対
して街路網の実態分析を行う。具体的には、市街化段階の違いや市街地形成あるいは街路
形成による地区の防災性に及ぼす影響を定量的に捉えることで、街路網の評価を試みる口
ここでは、地区の防災性を捉える指標として、地区内街路の網としての機能を捉えられる
緊急車両の到達の信頼性を示す指標を提案するとともに、消防活動困難区域を用いて分析
を行った。
4-2-2 分析対象地区および分析データ
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ここでは、スプロール市街地における市街化段階の追いおよび市街地形成を考慮するた
め分析対象地区は、徳島市内からみ4-1に示すような市街化段階の異なる 4タイプの地
区を選定した。さらに、名束、矢 三 戸l'洲地区については、街路形成や市街地形成なとが
街路網評価に及ぼす影響を検討するため、 1991年の前後 2，__1 0年間隔で合計3時点を対
象とした。また、分析にはネットワーク ・ピクセルアレイ型のデータモデルを用いること
で街路周辺の市街地状況の影響に対応できる口
各地灰について、 1991年の住宅地凶を基にベースマップを作成し、図4-1にIJ"¥すよう
な街路網およびヒ地利用データを、ネットワークとポリゴンのデータ形式で-入力した。街
路網属性は、徳島市現況平面図(縮尺1/5(0)から道路幅員を図上計測して各リンクに属性と
して入力した。 一方上地利用データは、地区内の山畑、空き地など都市的利用がなされて
いない土地区画 〈未利用地と呼ぶ〉の境界線 (ポリゴン)を住宅地図上で判断し入力し、
それをピクセル属性として変換した。したがって、ここではネットワークを構成する各リ
ンクの幅員属性と各ピクセルの市街地か未利用地かの属性 (市街地属性と呼ぶ)を用いて
分析を行うことにした。
また、 1991年以外の地医データは、リンクやポリゴンデータの編集プログラムを使って、
1991年次のデータベースに街路リンクや土地利用ポリゴンを計算機 l二で追加したり、削除
したりすることで作成した白
表4-1 分析対象地区
対象地医(市街化率*) 市街化段階 (1991年次) 分析対象年次
名点 (39%) スプロール初期 1987.1991‘1993 
矢三 (57%) スプロール中期 1971.1980.1991 
仲洲 (58%) スプロール中後期 1971.1980.1991 
rl!旧(60%) 吉野(68%) 密集市街地 1991 
官)都市的よ利用地以外の道路を除く面積の地区l面積に対する割合をぷすわ
N 
未利用地r-一「 水面
街路幅n
37 
Om -2.7m 
一一一 2.7m-4.0m 
--4.0m嘩 6.0m・ 6.0m-
o 1 25 250 500 m 
図4ー 1 分析に用いた街路網および土地利用データ
4-2-3 分析対象地区の概要
図1-2に各地区の位置を示す。図4-3に各地区の街路網と未利用地の分布をぷす。
凶4-4に上地面積構成比、図4-5に街路構成比をそれぞれ示す。街路構成比について
は、幅員別街路延長の総延長に対する割合とともに、ピクセルと街路リンクとの近接'↑占報
を基に、各ピクセルを最その寄り街路の幅員別に集計することで、街路幅員別上地面積の
地区面積に対する割合を示している。さらに、土地は市街地および木利用地別にぶしてい
る口以下に、各地区の概要を説明する。
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1971年
930門1
Om -2.7m 
2.7m -4.0m 
4.0m -6.0m 
6.0m -8.0m 
8.0m -
未利用地
水面
N 
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1971年
街路幅四
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防災件目の視点から見たスプロールrh街地における街路網の肝価
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各地区の街路網と未利用地の分布 [沖洲地区]( c ) 
1991年
図4-3
191年
各地区の街路網と未利用地の分布 [矢三地区]( b) 図4-3
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o 150 300 600 m 
吉野地区 [1991年]
亡コ 未利用地
~ 水面
街路幅員
Om -2.7m 
2.7m -4.0m 
4.0m -6.0m -・ 6.0m -8.0m 
組舗幽 8.0m -
N 
津田地区 [1991年〕
図4-3(d) 各地区の街路網と未利用地の分布[吉野地区，津田地区]
名東地区
1987年
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1993年
矢三地区
1971年
1980年
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沖洲地区
1971年
1980年
1991年
津田地区
1991年
吉野地区
1991年
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土地利用面積構成比
0% 25% 50% 75% 100% 
圃宅地等 口道路 日未利用地
図4-4 土地面積構成比
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図4-5 (b)幅員別街路構成比
じ名東地区 (スプロール初期)
徳島駅より西に約5kmの所にあり、凶道192号線と鮎喰川に固まれた約 17 0 haの
地区である。昭和t10年代後半でもかなりの農地が存在しており、集落は点点している程
度であった。現イ五はIl~道 192 号線沿いに di街化が進んで-いるが、地区内部にはかなりの
民地が残されており、既存の農道に小規模開発が張り付く形で市街地が拡大しつつある。
今後スプロールの懸念される地医といえるロ
~矢二地灰 (スプロール中期)
徳島駅より西北丙約3kmの所にあり、県道1号線と凶通 192号線、鮎喰川に凶まれた
約20 0 haの地区である。地区内にはj議本駅があり、その周辺および国道 192け線沿道
は明治時代には既に市街化されていたロまた、地区内部には1[1街道が南北にえり、その周
辺では昭和初期にはすでに市街地が形成され、幹線系街路網の整備がイミ卜分なまま!日集結
を中心に市街地が拡大し、現在も市街化が進行中である。しかし、既存市街地の後背地に
図4-5 (a)幅員別街路構成比
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はまたかなりの農地が残されている。また、幅員4m未満の街路の割合も決して低くない
ことが分かる。
3沖洲地区 (スプロール中後期)
徳島駅より東南東約3kmの所にあり、新町川|の北部約24 0 haの地区である。矢三地
区と異なり昭和40年代中期の比較的早い時期に街路網整備が進み、幹線街路は計画的に
整備されている。地区内部では、沖洲川l東部に古くからの集落があり、そこを中心にスプ
ロールが進行している。また、西部には一部区画整理された地区を含む。街路は、小規模
開発に付随して形成される細街路の割合が多いが、矢三地区に比べると比較的幅員 6m以
ヒのコレクター街路や幹線街路が多いことが分かる口
ヨ〉吉野地区 (密集市街地)
徳島駅より北に約 lkmの所にあり、 11号ノ〈イパスと新町川、助任川に固まれた約 15 
o haの地区である。明治時代より既に一部の地域では市街化が始まっており、昭和40年
代に入り地区全域で市街地が密集してきている。このため、建築基準法施行以前のいわゆ
る2項道路等の狭硲街路が非常に多く存在していることが分かる。
⑤津田地区 (密集市街地)
徳島駅より南東約4kmの所にあり、国道55号と新町川、勝浦川に固まれた約 10 0 ha 
の地区である。旧漁村集落が地区北部にあり、ここでは古くから住居が建ち並んでいる。
昭和40年代中期頃よりこの地域と地区南部を中心に市街化が拡大してきた。また、吉野
地区と同様に狭降街路の割合が非常に高いことが分かる。
4-3 緊急車両到達の信頼性
4-3-1 孤立幅員指標
災害時なとにおける地区街路網の性能から、各ピクセルの安全性を示す指標として、孤
守幅員指標を考案したD 孤立幅員とは、 「あるリンクから最寄りの幹線街路へ出るすべて
の経路を探索し求めた各経路の最小幅員の最大値」のことである。すなわち、もしその幅
貝の街路が通行不能になった場合、地区外部への全ての車両通行経路が遮断されてしまう
ような幅員のことで、通行経路上のボトルネックになる街路の幅員である D 各ピクセルの
孤立幅員は、その前面街路の孤立幅員を用いる。
幅員4mの街路の場合、大型の緊急車両はそこに普通車が駐車していると通行不能にな
る。また、幅員4mでは交差点を曲がることができない。したがって、緊急車両が幹線街
路から円滑に地区内部に進入するためには、幅員は 6mクラスの中街路が必要であるとい
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え、孤立幅員が6m以ドのピクセルでは幹線街路からの緊急卓両のアクセスに対する信頼
性が低いと考えられるロ
4-3-2 市街化段階の違いが孤立幅員指標に及lます影響
そこで、まずこのようなピクセルの空間位置を示したものが図4-6である。スプロー
ル巾期段階の矢三地医の場合、孤立幅員4m以下のピクセルは内部に点在し、ピクセルの
ほとんどは孤立幅員6m.ld下の街路に面していることが分かる。
孤立幅員
矢三地区[1991年] 事;:7
N 
o 125 250 500 m 
図4-6 孤立幅員ランク別ピクセル空間分布 (矢三地区:1991年次)
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次に、 19911f -R，): .~.I，(で・スプロールrl1則の矢 ベ地以と術集段附にある津田地Pくについて、ピ
クセルの土地柿別別に孤立幅1ランク別の!:地面積構j戊比を/]'したものが凶!l-7である口
孤立幅1.1m 木i'r~dの木利用地、 6m木irl\~の木利JìJ地ともに、密集市街地である ( 1 旧地はよ
りむしろスプロール進行rl1の矢 三地rx~ のノiが多いことがわかる。このことは、今後市街化
が予想される L地 (木利用地〉が防災 1-_問題を持つことを窓味しており、地区内の中街路
の不足が伺えるロ
矢三地区
津田地区
矢三地区
津田地区
矢三地区
津田地区
0% 
土地面積構成比
25% 50% 75% 100% 
数字は(国)
孤立幅員 盟-1.8m 溜 1.8-2.7m ご2.7-3.6m
-3.6-4.0m こ4.0-6.0m コ6.0m-
図4-7 土地種別別孤立幅員ランク別土地面積構成比
4-3-3 市街地状況の変化が孤立幅員指標に及1ます影響
( 1 )市街地形成による影響
次に、スプロール初期 ・r.jl即j・rl後期の名束、 矢三、沖洲地区について、 [)(14-8は、
各年次問で;dj街化した上地だけについて、市街化の前後の前面街路孤江帽1ランク別の面
積構成比をぶしたものである。なお、未利用地から市街地への変化をここではdj街化と呼
ぶ。スプロール初期の名東では、とちらの年次間でも市街化した上地の大平は孤立幅只4
m以上で生じている。これは、幹線街路から広幅員の街路でアクセスできるところに残存
している木利用地が市街化されたためと考えられる。 一方、スプロール中則の矢三では、
市街化前に孤立帆μ1m本満であった i二地の割合がl匂く、市街化後に 4m以仁に改善され
る上地もあるが、大半は4m木満のままである。特に、 1980年から 1991年の年次問では
rlI街化後の孤立幅兵が3. 6~11. Omのところで割合が増加している。これは、おそら
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くもともと孤立幅j1l1m以 i二の街路ではそのJliJ辺がrli街化されているために、 3. 6 ~ t1 . 
Omの狭俗街路でつながる市街地の後7地でのーrtJ街化が/1:じたためとJfえられる。?lJ洲で
は、比較的街路が模倣されているためにこうした緊急rIJ.，"]アクセス 1:の問題となる卜地で・
の市街化は少ないD
したがって、スプロール進行初期・ L!lWJの地阪では、無秩序なけi街化が地[xの'，']'f為的街
路から奥まったところにある問題 l二地で‘発生していることが分かる。これは、スプロール
進行段階にあるよ也|べでは、既存の竹栴街路Jr4JilはそのほとんどがIi11化されているが、そ
の後背地は比較的木利用地が多く残イメするこのためとZ-えられるロしかしながら、それに
より地区の防災性は低下していることが分かる。
( 2 )街路形成による影響
ここでは特に矢 三地区について、1980fj:から 19911.1二にかけての街路形成と孤立IPbiはラン
クの変化との関述についてぶしたものが附11-9である口街路形成ピクセル (・)は孤立
幅共4m前後に多く、それは 1980年時点の全てのランクに凡られるD しかし、わずかなが
ら孤立幅員が減少したピクセルも見られる D ある孤立附1を持つリンクに街路が接続した
場合、その街路の~房長が接続したリンクの孤立幅員より広ければ、もとのリンクの孤立幅
員がその街路の孤立幅只になる。このことから、街路形成前に比べ狭い孤立制J1を持つ経
路上に街路が形成されたためと考えられる。さらに、ピクセル周辺に街路形成がないにも
関わらず孤立幅員が変化しているピクセルがいくらか見られる口これは、叶ぷピクセルと
は関係ないところで-の街路形成が幹線街路へのアクセス経路を変化させ、その影響で、1'J該
ピクセルの孤立阿片が変化したものとJ54えられる。
ここでの形成される街路は、そのほとんとが開発行為により形成される知|街路であると
考えられる。したがって、スプロールは防災性の悪いところに街路を形成させ、そのこと
がまた街路網の復雑化を引き起しており、スプロ ールの進行にf'1~ って地区の防災性は低下
する傾向が見られる。
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名東地区
1987 (前〉
1991 (後〉
1991 <前〉
→ 1993 <後〉
矢三地区
1971 <前〉
1980 (後〉
1980 <前〉
1991 (後〉
沖洲地区
1971 <前〉
→ 1980 <後〉
1980 <前〉
→ 1991 <後〉
4-4 消防活動困難区域
市街化土地の面積構成比
0% 75% 100% 
4-4-1 消防活動困難区域とは
消防対策として街路整備を行う場合の消防活動が困難な区域(消防活動困難区域)の選定
基準は、 「現況幅員 6m以上の道路から直距離で 140mの範囲に含まれない区域で消防活
動が困難な区域」とされている 1)0 i直距離で 140mの範囲」とは、図 4-1 0に示すよ
うに、消防車停車位置から地区内部へ 200mのホースで・街路等を通って到達できる範囲の
ことを意味している口市街化の進んでいない地域の場合、田畑・空き地なとは細街路と同
じようにホースの通路として使えることから、消防活動困難区域は「現況幅員 6m以上の
道路から 200mのホースで空き地や道路を通り到達できない区域」と解釈することができ
25% 50% 
る。
孤立幅員 隠0-1.8m [Il1.8-2.7m :J2.7-3.6m 
口3.6-4.0m 口4.0-6.0m ロ6.0m-
図4-8 市街化した土地の孤立幅員ランク別面積構成比
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図4-10 140mの意味
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5 20 
本システムでは「孤立幅員 6m以上のリンクから各ピクセルまで、未利用地ピクセルか
街路を伝って進んだときの距離(到達距離と呼ぶ)Jを各ピクセルの隣接関係を探索し求
めた口孤立幅員 6m以上の街路上のピクセル全てについて、隣接するピクセルのうち、未
利用地ピクセルもしくは細街路でつながるピクセルを探索し、これを lピクセル (10m) 
で到達可能な範囲とするロこの操作を上記ピクセル群について繰り返せば、孤立幅員 6m
以上の街路から 200m (2 0ピクセル)で到達可能な範囲を求めることができる。
そして、その距離が 200mを越えるピクセルを消防活動困難区域として算出した。孤立
幅員 6m以上とliう条件は、幹線街路から幅員 6m以上の街路だけを通って到達できる街
路に限定することになる。
4-4-2 スプロール市街地における消防活動困難区域
( 1 )空間分布
図4-1 1は、 1991年時点でスプロール中期段階の矢三地区において、この到達距離を
• 
?? ?
?
?
?
??
?
???
?
??
?
ロ 。
図4-9 孤立幅員ランクの変化と街路形成のあったピクセル数
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もとに消防活動附!tii1><域を示したものである。到迷不能ピクセルとは、ピクセル周辺のい
かなる街路からも市街地を通らなければ到達できないピクセルで-ある。このように、ピク
セルモデルを川いることで地区内の消防爪動困難区域を/J'すことができることが分かった。
矢三地区[1991年]
N 
o 125 250 
図4-1 1 消防活動困難区域(矢三地区 :1881年次)
( 2 )市街化段階の違いが及ぼす影響
到達距離
200m 以内
綴 200m以よ
.到達不能
ヒ.ク!)~
f瓜立中高u一-6m以下一 6m以上
500 m 
関4-1 2は、各年次問で市街化した t地に占める、前年次で消防活動附難区域であっ
たものの劃合を市街化段階の異なる名束、矢三、沖洲地区について示したものである口ス70
ロール初期段階にある名東の 1991作.から 93年および矢-の 1971年から RO年の年次間では、
この割合が高い。これは、初期段附では閃難区域内での1街化が増えるためとJZえられる。
沖洲では、外周街路や集散街路が比較的経備されているために困難区域内でのdf街化土地
はほとんど見られない。
4 -5 結語
名東地区
1987→ 1991 
1991→ 1993 
矢三地区
1971→ 1980 
1980-1991 
沖洲地区
1971→ 1980 
1980→ 1991 
市街化土地に占める
消防活動困難区域面積の割合
0% 10% 20% 30% 40% 50% 
図4-1 2 市街化した土地に占める消防活動困難区域の割合
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ノドtFでは、スプロール市街地に対して、ネットワーク・ピクセルアレイ明地瑚情報シス
テムを用いて防災性の悦点から街路網を評価することで、スプロール市街地の問題点を定
足的に把握することを試みた。その結果を以下にまとめる。
1 )まず4-2では、スプロール市街地における防災 l二の問題点を捉えるために、ここで
は市街化段階の逃いおよび市街地形成や街路形成といった市街地状似の変化にJ守fJし
た街路網の防災性評価を提案した。
2) 1 -3では、防災性評価指標として、街路の性能から災主時などにおける各ピクセル
の安全性をノJミす指標を考案した。これは、地区外部への刑判通行経路仁のボトルネッ
クになる街路の幅員 (孤立幅員 〉 のことで、緊急車 I，I~の到達信頼性を示すものといえ
る。これについてスプロール市街地の街路網を評価した結果を以下!こぶすo
?孤立隔fi.tfr1~~を市街化段階の異なる地区について比較することで、今後市街化が F
ftRされる土地が防災ヒ問題を持つことが分かり、地区内のrl1街路の不足がりjかとなっ
たD
P市街地形成による孤立幅員指標の変化を見ることで、1;た硲袋小路周辺で・のIri街化や
集散街路につながる狭隆街路を使った後背地未利用地の市街化が見られ、緊急市両7クセ
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スと問題のある市街地や狭隆袋小路にぶら下がる市街地が増加する傾向にあることが
明らかになった。
⑤街路形成による孤立幅員指標の変化を見ることで、スプロールが原因で防災上問題
のある所に街路を形成させるとともに、そのことが街路網の複雑化も引き起している
ことが分かった。
3)一方、ネットワーク・ピクセルアレイ型モデルを用いることで市街地内の消防活動因
難区域を把握することができた。これについて、スプロール市街地を評価した結果、
スプロール初期の住宅地区では、消防活動困難区域内でも多くの市街化が見られるこ
とが分かったD
4 )このように、ネットワーク・ピクセルアレイ型データモデルを持つシステムを利用す
ることで、スプロール市街地における街路網を防災性の視点から定量的に評価するこ
とができたといえる。またその結果、市街化段階の違い、市街地形成および街路形成
といった市街地状況の変化に着目してスプロール市街地の街路網評価を行うことで、
中街路の不足やまたそれに起因するスプロール的な開発が地区の防災性に悪影響を及
ぼしていることが明かとなった。したがって、中街路のような地区の骨格的な街路が
市街地の防災性に重要な役割を果たしていることが明かとなった。
[第4章参考文献]
1 )防災まちづくり研究会 (1988) : I防災まちづくりハンドブックJt ぎょうせい，
p84 
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第5章 中街路計画における街路網評価モデルの開発
5-1 概説
本章では、ネットワーク・ピクセルアレイ型の地理情報システムを援用して、スプロー
ル市街地における中街路整備計画を定量的に評価するためのモデルを開発する。
パ体的には、まず5-2において、中街路整備における効果計測と環境評価の重要性を
考察した上で、中街路整備による街路網評価の視点として、街路周辺の土地とともに街路
網環境の 2つの視点を提案するロ以下では、街路網の影響をこれらの視点から実証的に分
析することで街路網評価モデルを開発する D まず5-3では、徳島市内のスプロール市街
地において、地区内の集散街路が市街地分布や市街地形成に及ぼす影響を分析することで、
住宅地区における都市的未利用地の市街地への変化を予測する市街化モデ、ルを開発する D
5-4では、地価として相続税路線価を用いて街路網特性を要因に取り入れた地区内の街
路リンクの地価を推計する地価関数モデルを作成するロ 5-5では、自宅前道路の交通安
全性と防災性について住民の意識調査を行い、それを判別モデルによって分析することで、
街路網環境を評価するモデルを開発する。屍後に、 5-6では、中街路計画におけるコス
トの側面を評価する路線の整備費用算定モデルを開発する。
最後に、5-7で本章の成果と今後の課題についてまとめる。
5 -2 中街路の整備効果と評価の視点、
5-2-1 中街路の整備効果
( 1 )住区内街路の整備効果の体系
住区内街路の整備効果は、交通環境や市街地環境などに広く及ぶが、この効果を体系的
にみると、存在効果、利用者効果、供給者効果、波及効果に分けられる 1)。存在効果とは、
街路が存在することによる骨格の形成や日照・オープンスペースの形成に及ぼすものであ
る。利用者効果とは、時間や費用の節約、安全性や快適性の向上といった道路や土地の利
用に対して及ぼすものである口供給者効果は、自治体などの整備主体に還元される開発利
益などを示す。波及効果は、宅地の立地や地価上昇、防災性などの住環境向上といった間
接的に及ぶ効果で-ある。しかしながら、こうした効果はそれぞれが独立して生じることは
なく、何らかの相互関連により発生するものである。
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( 2) rj1街路の梓イjIIi効果の流れ
そこで、これらの効果の関述を比るために、スプロール市街地におけるrl街路整備の視
点からこれらの効果の波及過程を検討してみる。
a般に、 9-1街路のような地似内街路を整備する場介、その効果は通行機能の向 1-，によっ
て都市施設へのアクセス性の向上とともに、日照やオープンスペースの向上、細街路の交
通安全性や市街地の防災性の向上などとして現れる。そして、周辺 t地の市街地環境向ヒ
を通じて、その周辺の上地の市街地としての利用価i，({が晴進する D ここでは、このように
して表れる上地の巾.街地としての利用価値を市街地ポテンシャルと呼ぶ。こうした市街地
ポテンシャルの増大は、 一般に周辺土地の地価上昇すなわち資産価値増加の形で顕在化す
る。しかしながら、市街化の進行しつつあるスプロール市街地で-は、中街路整備による接
道条件の向上とともに市街地ポテンシャルの増大は、 I:-_:t也の都市的利用転換を促進すると
考えられ、これにより中街路を骨格としてその周辺に市街地が形成される。このように、
地価上昇とは別にその過穂の一部として、街路周辺の市街地分布の変化や市街地の形成と
なって現れる場合も少なくない。さらに、地価ト.昇は 1-地の資産価値を仁昇させ、 一方で
市街地形成は家屋立地や人口増加をもたらす。これにより、それによって見込まれる税収
噌加が自治体への効果として波及すると考えられる。
したがって、スプロール市街地における中街路整備は、沿道の市街地環境や街路環境の
向上に伴って、周辺の市街地ポテンシャルを増大させ、周辺土地に市街地形成や地価増進
の効果を牛じさせるとともに、自治体に対しては税収効果をもたらす。
( 3 )中街路周辺の上地に生じる効果計測の重要性
rlH1r化の過引が大きな問題となっているスプロール1-街地では、 rh1j化における巾街路
の什待機能が、秩序ある市街地j飢えを凶る kで需要な役訓を-*たすと考えられる。このた
め、中街路周辺の土地の市街地形成に及ぼす影響は、 r~ 1街路計|函iを評価する卜.で-重要なtQ
l，(となる。さらに、巾街路整備の費用負担制度を検討する卜.で、開発点負担金制度やその
地域Jh金化なとの開発利佳送)1:);策がn日されているが、市街地のビルドアップiJ与は現実
的な利益還江のタイミングとして有明であることや、同定資産税などの税収の点でも市街
化のイi無は大きな割合を占める。この点でも街路整備によるdi街地ビルドアップ効果にお
けすることは南安とJZえられる。
-)j、整備:lVtJの負十円原則について検討する場合、受任に応じた負担の)j策についての
検討が必要となるが、そのためには開発利径の存必を明らかにして、その分布を定量的に
把握し主体別の受主主を計測することが重要な視点となる。特に、中街路整備効果が街路周
辺に波及することを考慮すれば、開発利益を地医内の街路周辺上地レベルでの土地所有省
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の資応価イ|肉仁引を受凝として計測することは、 irJfj U 1rUj~i JllJの検 l寸において爪安な悦点 と
なる。
したがって、巾街路整備により街路周辺の宅地レベルで・発11 :.する市街地形成や地価卜~ ~f'. 
などの整備効果は、その受益主体である t地利用与や L地所有行および自治体に及ぼされ
る受益を計測する場合に司t~な視点であるといえる ロ また、こうした効果の，?I-測が rll街路
計画の評価上あるいは中街路に対する社会的介意を得るのにfJl~な視点となることは 2JE
でも述べた。
しかしながら、これらについての既作の研究は、この市街地形成効果に関しては、それ
を定註的に把握した研究はみられなL、。また、地価増進効果については、 rl1街路のような
地区的施設による開発利佳の存在を明らかにした研究はいくつかみられるが、地区内の i二
地レベルでそれを実証的に計測した研究は見叶たらないD
5-2-2 中街路整備における街路網評価の視点
( ] )周辺土地の市街地ポテンシャルに肴目した評価
効果の波及過程から分かるように、中街路整備はその周辺の上地のdi街地としてのポテ
ンシャル (市街地ポテンシャjレ:土地の市街地としての環境条件の目安といえる)の増加
をもたらすことで、周辺土地の市街地形成や資産価値分布に影響を及ぼすD こうした中街
路整備による周辺市街地への影響の程度は、中街路が地区街路網の改普に果たす役1;JJの程
度を表わすものといえる D この怠味で、スプロール市街地における中街路樫備を評価する
場合に、周辺上地の市街地ポテンシャルに着目することは軍要な視点となる。さらに、整
備効果や受益の計測が必要な中街路の整備水準や整備費用負刊のあり方について検討する
場合にも、整備効果や受益に結びっく市街地ポテンシャルを計測することは重要になる D
また、こうした市街地ポテンシャルは、それが顕在化した形である上地の巾-街化や地価
分布によって計測することができる。ここでは、特に市街化に着目した上地のポテンシャ
ルを市街化ポテンシャル、地価に右目した土地のポテンシャルを地価ポテンシャルと呼ぶ。
( 2 )網としての「つながり」に若-円した評価
中街路整備によるスプロール市街地の街路網を評価する場合に、考慮、しなければならな
いことは、 rl街路がスプロール進行中の市街地を対象としていることである。つまり、地
区の集散機能の役割を果たす街路のないまま農地や空地を無秩序に宅地化していくために、
幅員の狭険liEや街路の迷路性等のアクセス条件が悪い k地や、これに起肉して消防車等の
緊急自動車アクセスに関して防災上問題のある土地にも市街地が形成される恐れがあるこ
とである。このため、もともと集散機能を果たすには卜分でない幅員の細街路や狭院街路
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への交通集中や、街路の交通安全上の問題も生じる。また、こうしてできた複雑な街路網
構成は、新たな開発を疎外する要肉にもなる。
このように、スプロール的な市街地形成に伴って形成される脆弱な街路網のために様々
な問題が発生している。このため、こうしたスプロール市街地に対する中街路整備におけ
る街路網の評価を行う場合、中街路の地区全体の街路網としての 「つながり」についての
視点が重要になると考えられる。すなわち、中街路整備による街路網の評価を行う場合、
網としての「つながり」の弱さに起因する細街路への交通集中といった交通環境の向上や
防災性や安全性などの市街地環境の向上を捉えることが重要な視点となる。しかし、 「つ
ながり」すなわち疎通性の向上は、 一方で網としての通過交通増加につながり、街路の安
全性が悪化する恐れもある。
このように中街路のような地区街路には、網としての「つながり」が重要な機能となる
が、それは地区内の街路網環境に対して (+)の効果とともに (-)の効果をもたらす。
このような効果は、整備の影響を直接的に受ける街路沿道の住民に対する効果と見ること
ができるが、中街路のような生活系の道路の評価にはこういった沿道住民の視点は欠かす
ことができないといえる。しかし、中街路整備による様々な影響が顕在化あるいは総合化
された結果としての地価増進や市街地形成等の各土地に生じる効果の視点からだけでは、
こうした相反する側面を持つ街路網環境の評価は難しい。したがって、地区内の各街路に
ついて沿道住民の視点から街路網環境を評価することも、中街路整備を評価する場合には
重要な視点と考えられる。
( 3 )中街路整備計画における環境評価
したがって、中街路整備計画を評価する場合、周辺土地の市街地ポテンシャルや街路網
環境への影響を捉えることは重要な視点となる。それぞれの視点から見た効果は、その波
及過程の中で位置づけは異なり、それらが整備効果の各波及段階で土地利用者および土地
所有者に生じる効果といえる。
一般に、地区内の環境評価には、行動評価、資産価値評価、意識評価の 3つの方法があ
るといわれている九中街路計画を評価する場合、周辺土地に生じる市街化ポテンシャル
は、ちょうど上地利用者である住民による市街化行動を表わす指標、また地価ポテンシャ
ルは土地の資産価値の程度を示し、いわば土地所有者に対する指標といえる。したがって、
中街路整備における周辺土地の市街地ポテンシャルに着目した評価は、行動および資産価
値の視点からの評価にあたる。一方、街路網環境評価の視点は、沿道住民に直接的にかか
わる環境に着目したものであり、この場合住民の評価が大きな役割を果たすいえる。この
意味で、街路網環境の評価は住民意識に着目する意識評価といえる。
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したがって、中街路整備計画の評価では、地区施設整備による環境~ií.価の 3 つの悦点は、
それぞれ整備効果の波及段階の土地利用者および士地所有有別の環境評価の視点とな り、
それらが中街路計両を評価する場合に重要な視点となるD
5-2-3 中街路整備計画の評価方法
以上のように、中街路計画における地区街路網の評価では、沿道住民に対する街路網環
境、周辺土地における市街地ポテンシャルの視点からの評価が重要になる。さらに、効果
の波及過程から分かるように、これらの結果もたらされる向治体への税収増加に及ぼす影
響について評価することも必要と考えられ、この場合自治体及び上地所有者、上地利用者
の各主体別の受益に基づく評価が重要といえる。したがって、中街路計画における街路網
評価では、沿道住民、周辺土地そして各主体別のそれぞれのレベルでの評価が重要になる
と与えられるロこのような、評価のレベルとその概念を示したのが図 5-1である。
一方、適LEな整備水準や費用負担のあり万なと中街路の具体的整備方策について知見を
得るためには、様々な整備水準における効果の計測や各主体別に生じる開発利佳の計測に
基づき、整備費用に見合う効果を生む整備水準や、整備による主体別受益の織成比、利益
還元方策における主体別受益への影響などに着目して中街路計画を定量的に評価すること
が必要になる。すなわち、図 5-]に示すような各レベルでの評価が必要になると考えら
れ、この時こうした地区街路網の改善効果を示すような指標 (整備効果指標〉と整備費用
や整備水準さらには整備手法・制度なと、中街路計画そのものを表現するような指標 (物
理的指標〉、この両者の関連を分析することが重要となる。
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開発する。只体的には、相続税路線価を川Jいて街路網特性を虫凶に取り入れて1Ux:内街路
リンクの地価に及ぼす影響をモデル化する。
お街路網環境評価モデル
ここでは、 rll街路特備がもたらす街路網環境への影科のうち、住川系rI斤IJ地として rr~~
な伺点と考えられる防災性と道路安全性に活 1:jして、それぞれに対する住民乱i訟を桁紋と
して簡便に評価するモデルを開発する。
1A削liar月]算定モデル
幾つかの街路・道路事業の事例をもとに、中街路の整備的川を街路月J地J'1、 L 'j;:y'1、移
転捕償資から予測するモデルを開発する口
中街路整備 中街路の物理的指標
整備費用
整備水準
手法・制度等
街路網環境改善
〈土地利用者〉
・ー一
5 -3 市街化モデルの開発
評価のレベル 5-3-1 分析の枠組み
スプロール市街地において集散街路への 「出やすさ」が L地の効用に関連し、その市街
地形成に影響を与えているとすれば、アクセス性が良い区Iwjの市街化本はl布く、また市街
地の増加もアクセス'Itの高いところから生じると与えられるロ
そこで、まず徳島市内の 2つのスプロールrfj街地を対象にして、過去2時点の市街地分
布を/cに、集散街路及び前面道路のアクセシビリティと市街地分布および市街地変化をモ
デル分析を行うことにより、このことを検証するロ
この成果をもとに推定したモデルを粕緑化することで、 k地の市街化の科皮を予測する
モデルを開発する。只体的には、徳島市内のスプロール市街地を例にとり、ネットワーク・
ピクセルアレイ1型地理情報システムを用いて、 3時点における街路条件、市街地分布およ
びその変化のデータを、地区内のピクセル単位でその市街地分布や市街地形成を実証的に
分析するロそして、集散街路や地区施設へのアクセス条件から各ピクセルの市街地変化を
予測する市街化モデルを開発する。
< >主体
図 5- 1 中街路整備計画の評価の視点とその構造
5-2-4 中街路整備計画における街路網評価モデル
そこでノド章では、中街路計画における街路網評価の各レベルで基礎となる整備効果とし
て、街路網環境、市街地ポテンシャルへの影響をそれぞれ計測するモデルを開発する。市
街地ポテンシャルについては、整備による市街地形成と地価増進に及ぼす影響を捉えるこ
とにする。さらに、物理的指標として、整備費用をできるだけ簡便に算定するモデルを開
発する。ここでは、街路周辺の市街地分布を考慮した分析を行うために、第3辛のネッ ト
ワーク・ピクセルアレイ型データモデルを持つ地理情報システムを援用する。以下に、各
モデルについて概説する。
G)市街化モデル (市街化ポテンシャル計測モデル〉
ここでは、街路網による地区への影響として、土地の市街化するポテンシャルすなわち
上地区画の市街化する程度に着日したモデルを開発する。具体的には、スプロール進行中
の市街地における集散街路の市街地分布や市街地形成への影響の重要性を考察した上で、
集散街路や地区施設なとへのアクセス性などが都市的末利用地の市街地変化に及ぼす影響
をモデル化する。
2./地価関数モデル(地価ポテンシャル計測モデル〉
ここでは、中街路整備に伴う開発利益である周辺市街地の地価増進にお日してモデ、ルを
5-3-2 集散街路と市街地分布および市街地形成との関連分析
( 1 )分析対象地区
徳島市内の市街化区域内で、スプロール的に市街化が進行し、市内中心部からほぼ等距
離にあることを条件として、沖州、 矢三の2地区を選定したD 両地区は市街化時期や街路
整備状況が以下に示すように異なっている。各地区の 1983年の街路網と k地利用の分
布を図5-21こ示す。図5-3は、幅員によって街路を去5-1に/Jミすような5段階に分
類し、その延長構成比を示したものである。
「ーーー ーー ーー ーーーー 1)，.ーーーーーーーーーーーーーコ|
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o 175 350 
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未利用地
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700 m 矢三地区
(65/198) 
図5-2 地区街路網および土地利用分布の状況 (1983年)
0% 20% 40% 60% 80% 1 00% 
沖洲(61.1) 13.2 32. 2 
矢三(54.8) 18. 1 26.2 
名 称
J夫隆街路
細街路
主要区画街路
コレクター街路
幹線街路
数字は街路延長L岡]0内は総延長
「狭随街路 口細街路 毘主要区画街路圏コレウト街路
幹線街路
図5-3 幅員別街路延長構成比
表 5-1 街路区分
意 味
幅員 3m未満のもの
幅員 3m----5mのもの
幅員 5m.-....7mで、路線としてコレクタ-街路もしくは
幹線街路に接続しているもの
幅員7m以上の街路で、路線として幹線街路に接続して
いるもの
地区外周街路で、幅員が 16m以上のもの
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沖洲地区は、昭和 40年代中期から比較的早い時期に街路網整備が進み、幹線街路は計画
的に整備されつつあるが、地区内は一部の旧集落を中心に、スプロール的に市街化した地
区である D このため、地区内街路網は無秩序な網構成となっている。また、図 5-3から
分かるように、地区内の小規模開発に付随して形成される細街路の割合が多いが、矢三地
区に比べると比較的コレクター街路や幹線街路が多いことが分かる。
矢三地区は、占くからの街道沿線で、その沿道は昭和初期には市街地が形成されていた。
そして、幹線系の街路網整備が不十分なまま旧集落を中心に市街地が拡大した市街地であ
る。この地区も沖洲地区と同様に細街路が最も多いが、 3m以下の狭降街路の割合も決し
て低くないことが分かるD
一般に集散街路は 8m以上の幅員を持つ街路で-あるが、以上の幅員構成から判断すると
両地区では、 6m幅クラスの主要区画街路も集散機能を有していると考えられる。そこで、
市街地形成上の役割を分析するにあたっては、主要区画街路とコレクター街路を合わせて
集散街路と考えることにした。
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( 2 )分析に月H、たデータ
本節では、街路周辺の市街地状況について分析を行うために、地区の街路網と t地利川
の情報をネ ットワーク・ピクセルアレイ別地理情報システムを用いた。基礎閃面としては、
198 3年 (B?1和58年〉と 19 8 9 {ド (、F成 l年〉の2{l二次の住七地凶を利川した。街
路属性としてはぷ5-1のように幅員を5段階に区分し、それを属性として入力した。ま
た七地利用は、表5-2のように 2つに区分し、入力の手聞を省くため、このうち都市的
利用のなされていない灰画を入)Jし、それをピクセル属性に変換して分析に用し 1た。なお、
ピクセルのサイズは、 -Jn 10mとしている口
表5 2 土地利用区分
Iベ 分 上地利用状iJt
空き地
未利用地 民地
(非都市的利用地) 墓地等
交通施設 (街路・駐車場等〉
市街地 i t~~}施設 f 戸建て住宅 ・ [-rJ地 ・ アパート等)
行15dJ (1り不IjJl]地j rJ，百 工業施設 (商出・工場て字j
?干悼公共胞J交(公附・学校・病院等〉
( 3 )集散街路へのアクセス特性と市街地分布の関連分析
a. アクセス特性1[1の算定方法
集散街路の効果は、そこへのアクセス性の良いところほとよれ 1ものとJ54えられる。また、
引イcのけi街地分布にも、その効果のぶれとして影響を及ぼしているとJZえられる。そこで、
各ピクセルから以寄りのコレクター街路および t~rX: IITli街路へのアクセス ILHMJ .距離を川
いて、市街地分布との関述を分析することにした。
アクセス距離については、各ピクセルから忌寄りの街路に下ろした垂線の伝さと、その
地点から最寄りのコレクター街路 (ある~ ，は主要区阿街路〉ヘモるまでの道路距離を用い
た。アクセス時間は、ここでは白動巾の利用を想、定して、表5-3に示すように幅員ラン
クによる速度設定 りを用いて算定した。
表5-3 幅員ランク別設定速度
幅員ランク 街路幅員 £行速度 Ckm/h)*
3m未満 。
2 3m，._ Sm 1 S 
3 Sm，._ 7m 1 8 
4 7m以上 2 1 
。 16m以上 2 7 
*)幅員ランク 2， 3 t 4は1.5X[街路幅員]-9 (kmJh)、1， Sは設定値
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b. 分析結果
凶5-4は、各アクセス特性怖をランクに分けて、それぞれのランクでのrlj街地の;則合
を求めた結果を示している。ノド論文ではこの割合を悦'(C人 rlH1化本と称する。先に/]，し
た閃 5-2には、木利用地の分布状況を合わせて/示しである。
rl洲地医は、距離・時間とも1立が上押すにつれて、市街化*は低ドしており、アクセスの
低抗伯、すなわちアクセスのしにくさが市街地の分布に彩併をりえていることが分かるD
また、コレクター街路へのアクセスよりも主要医阿街路へのアクセスのノjが、その傾向が
切らかである。また、距離よりも幅只をどー慮、したアクセス時間を低抗11(~ と凡る )jが、その
影響は明確である。
矢τ地区でも同様に、アクセスの侭抗告白が大きくなるほど-市街化本は低下し、その影響
は主要区画街路へのアクセス性でより明確であり、アクセス時間を抵抗怖とS~たノjが明確
である。コレクター街路へのアクセス時間に関する分布をJよると、この場令、約90秒ま
でdI街化が低下し、それ以降ほぼ島定となるが、約 300秒付近を過ぎるとまたな1、j敢に市
街化本の低下が見られる口また、主要灰白j街路へのアクセス性との関係をみると、市街化
本はアクセス性が低下すると急激に低下している口これは、矢二地区が地似全体の市街化
本が低いにも関わらず、地区集散街路近辺の市街化率が柑端に I~ く、その周辺が集中的に
利用されていることをぶしている。
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( 4 )集散街路の市街地形成効果の分析
a.集散街路へのアクセス性と市街地変化の関連分析
次に、 2時点聞の市街地の増加量について、集散街路へのアクセス性との関述を分析し
た。関 5-5は、 1983年時に未利用地であった上地面積のうち、 1989年に市街地
となった面積の割合を、 1983年時のアクセス特性値のランク別に示したものである。
ここでは、この割合を市街地増分率と呼ぶ。市街地増分率は、当初の集散街路へのアクセ
ス性の違いが、その後の市街化に与えた影響を分析するための指標である。つまり、 2時
点問の街路整備の影響を無視していることになるが、これは、対象地区では分析期間には
集散街路整備がほとんど行われていないためである。
両地区とも全体としては、集散街路から奥まるほど、市街地の増加は低減しており、集
散街路へのアクセス抵抗が市街化に障害を与えていることがわかる D
ただし、沖洲地区では、コレクター街路からのアクセス距離ではその効果はほとんと見
られない。アクセス時聞を見ると、 一部時間が増しても増分率が低減していない範囲もあ
るが、全体としては低減傾向が見られるロ 一方主要区画街路へのアクセス性については距
離・時間とも効果は明確である口
A方、矢三地区では、コレクター街路・主要区画街路ともに、アクセス特性値が高くな
るほど市街地増加が低減しており、どちらの街路に対してもそのアクセス抵抗が市街化に
障害を与えていることが分かるD
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図5-4 アクセス特性に対する市街化率の変化
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図5-5 アクセス特性に対する市街地増分率の変化
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b. 市街地形成のモデル分析
以上の結果を踏まえて、 1983年次の街路や施設へのアクセス性を説明要凶として、 1983
年から 1989年にかけての市街化現象のモデル化を試みた。モデ、ル式には去5-4に/1'すよ
うなロジットモデルを用いた。なお、ここでは 19 8 31f[l-与の市街地而積が]0 ni以下の
ピクセルを対象として、 1 989年に市街地両積が30 ni以 l二附加したか丹かを説明する
モデルを作成した。モテ、ルパラメータの推定結果を去5-5にぷす。
表 5-4 市街化のモデル式
。_eXp(Ui) -
1 + eXp(Ui) 
Ui=2:βk. Xik +βo 
ここで¥
δ1 : 1983年から 1989年にかけて市街地面積が
30m:!以七増加したとき l 
じ1
βk 
X i k 
それ以外の時一O
:ピクセル iの街路へのアクセス特性を示す効用値
:パラメータ (β11は定数項〉
:ピクセル iのアクセス特性値
表5-5 市街地形成のロジッ卜分析の結果
矢=地区 沖洲地区
分 析 ア 一 タ ピクセル数 構成比 ピクセル数
対象ピクセノレ(1) .H08 100% 2838 
市街地非増加 2766 67.3% 1483 
市街地増加(2) 1342 32.7% 1355 
阿見 明 変数 /ぞラメー タ 1値 ;{ラメー タ
前面街路への距離 (m) -0.000204 ー10.65 ー0.000234
主要区画街路へのアクセス時間〈秒〉 ー0.006860 -7.03 -0.002969 
コレクター街路へのアクセス時間(秒) -0.004565 ー11.57 0.002031 
定数項 1.233 13.22 0.3936 
適 令度
尤度比 ρ ー 0.1921 0.0.H2 
推定後尤度 L (e *) -2300.4 -1886.1 
初期尤度 L (0) -2847'-+ -1967.2 
適中率(%) 70.57 59.41 
構成比
]00 
52.3 
47.7 
t f甫
-11.29 
-2'-+5 
2.36 
5.00 
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欠-・沖洲両地区ともに、出j[両道路への距離が市街化に影響力を持っていることが分か
る。さらに主要医困街路へのアクセス時間も両地区に共通して市街化の影響力を持ってい
る。例えば、矢二地区のモデル係数を参照すると、主要区画街路へのアクセス時間が l秒
減少することは、前面道路への距離が 33m(-O.00686/イ).000204)減少するのと同じ効果を市
街化に対して有していることになる。コレクター街路へのアクセス時間については、矢二
地区では主要医画街路へのアクセス時間とほぼ同程度の影響力を持っている。これに対し
て、沖洲地区ではコレクター街路へのアクセス時間については、逆に遠ざかるほど市街化
がしやすいという傾向が見られる口これは、沖洲地区の場合コレクター街路の大半が地医
外周の幹線街路であり、この街路の近くはビルドアップが特別の事情で遅れている区画が
残るだけで、商業施設や大規模な施設がならび、ほぼ市街化が停止しているのに対して、
外周から 6m幅員の道路で-つながる地区内部で、住宅のビルドアップが進んでいるためと
J5-えられる。
( 5 )関連分析の結果
集散街路へのアクセス性の観点から、集散街路が市街地の分布、及び市街地の変化に及
ぼす影響を分析した結果、次のことが明らかになった。
①主要区画街路 ・コレクター街路へのアクセス性と市街地分布の関連分析では、アクセ
ス性の悪化、すなわち集散街路への「出にくさ」が市街地分布に影響を与えていることが
明らかになった。
~市街地増分率の分析からは、主要区画街路やコレクター街路から奥まるほと市街地の
増加は低減することが指摘された。すなわち、集散街路への「出にくさ」が市街地形成に
障害を与えている。
3集散街路への「出にくさ」を示す指標としては、単純な距離よりも、幅員を考慮した
アクセス時間の方が明らかである。
⑤ロジットモデル分析によって各種の集散街路へのアクセス時間や前而道路への距離が、
敷地の市街化に及ぼす影響の程度を定量的に把握できたD 例えば、コレクター街路が外周
にあり上地利用が地区内部と分化している沖洲地区では、集散街路のうち主要医両街路の
影響の方が大きく、それが市街地形成の骨格的役割を持っていることが分かった。幹線街
路の少ない矢二三地区では、主要区画街路に加えコレクター街路の影響もあり、両者が市街
地形成の骨格的役割を果たしている。
5-3-3 ピクセルの市街化モデルの構築
以上のことを考慮して、ここではスプロール市街地内の各ピクセルの市街地変化の程度
を街路や地区施設へのアクセス性によって説明するモデルを構築する。
( 1 )分析対象地区の概要と分析データの作成
a. 分析対象地[5<
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分析対象地|天は、市街化区域内で・地区の大半が住居系地域に指定され、スプロール的に
市街化が進行ーしている地区として、徳島市内の矢三地区を選定した。また、分析の対象年
次は市街化の進行開始時期を考慮、して、 1971年 ・1980年・ 1989年の3時点としたロ
欠二地区は、古くからの街道沿線で昭和初期に市街地が形成され、その後、幹線街路整
備が不十分なまま市街地が拡大した地区で、都市中心部から4kmと交通至便な位置にあり
ながら、多くの農地が残存しており、その中には盲地等、接道条件上で開発障害を被って
L、る西地も多く見受けられる地区であるD
b. 分析に用いたデータ
本節では、街路網と上地利用および施設配置の情報をネッ トワー ク ・ピクセルアレイ型
データモデルを用いて分析を行った口基槌図面には都市計画図および住宅地図を用いて、
それぞれのデータをハンドデジタイズしたロ街路属性としては、道路幅員および道路種別
を入力した。道路種別については、表5-6に示すように2車線広幅員道路を幹線街路と
し、それにつながる全幅7m以ヒの道路をコレクター街路、それらにつながる全幅5. 5 
m以上の道路を主要区画道路とした口主要区画道路の幅員は最低幅の卓道で2車線分とな
る幅であり、この幅員については1/500道路台帳図で確認した。土地利用については、ここ
では地図上での判別作業の制約等を考慮して、農地や空地等の未利用地をポリゴンで入力
した。ピクセルサイズは一辺 10mとし、各ピクセルと未利用地ポリゴンとの重なりから
判断して 10ni単位の市街地面積をピクセル属性として設定した。すなわち、 0から 10 
Orrfの市街地面積を属性として持つことになる。なお、水面については分析の対象から除
外している。施設情報としては、商広街 ・スーパーマーケットおよび小学校の位置をポイ
ントで入力した。
表 5-6 街路区分
名 祢 意 味
狭|怪街路 幅員 3m未満のもの
細街路 幅員 3m"'5m の街路、 ~m以上でもコレクター街
路 ・主要区画街路に属さないもの
主要区画街路 幅員 5m~7m で、路線としてコレクター街路もし
くは幹線街路に接続しているもの
コレクタ-街路 幅員7m以上の街路で、路線として幹線街路に接続
しているもの
幹線街路 地区外周街路で、幅員が16m以上のもの
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C.街路網
凶5-6は、分析3時点における道路穂別別延長構成比を示しているが、 主要区両街路
以上の街路がほとんど整備されておらず、建築基惟法の接道規定を満たすため幅員 4m程
度の細街路のみが著しく増加していることがわかる。このため、一般には中街路 (集散街
路)とは、上記分類ではコレクター街路クラスの街路であるが、ここでは、上記の構成比
から判断して、幅員 6m程度の主要区両街路についても集散機能をイ了していると考えて、
コレクター街路及びl:11[~阿街路を集散街路と見なして分析を進めることにした。
0% 20% 40% 60% 80% 100% 
1971年
(32.8) 
1980年 13.3 25.1 
(46. 5) 
1989年 13.0 36.1 
(57.3) 
数字は街路延長 km ()内は総延長
口狭I溢街路口細街路口主要区画街路・コレクト街路・幹線街路
図5-6 街路延長構成比
d. Ilj街地分イli
地区全体での木利JI地面積の比2存は lり71年の 3500から 1989年の 280'0まで減少している。
建物のあった敷地から空地に変化したピクセルもあるため、同期間に市街地へと変化した
ピクセルは地医全体の約 1906である。関 5-7に 1980年から 1989年にかけて市街化した
ピクセルの分布と 1980年の街路網状況を示す。集散機能をもっ街路から近い地域での市街
化傾向が見られる。
覇 市街地面積
増加ピクセル
..'..‘・
(1980年→89年)
[13. 4haJ 
コレクタ-街路
幹線街路
主要区画街路
その他の細街路
350 700 m 
図5-7 街路網と市街化ピクセルの空間分布 (矢三地区 :1080年)
C. 街路およひ
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次に、各ピクセルについて、表5ー7に示す集散街路及び‘地医施設へのアクセシビリテ
ィを算定したD ここでのアクセス時間は道路幅員を与慮して算定することにし、ここでは
街路幅員別の速度として自動車速度 (実測に基づく推定式〉を代用して設定している。ま
た、集散街路および前而道路 (街路医分上の全ての街路のうち、各ピクセルから街路への
凶線距離が最短となる街路〉へのアクセスとともに、市街地形成仁の核をなすと与えられ
る地医施設へのアクセス性を考慮することにし、商応街 ・スーパーおよび小学校へのアク
セス時間を同慌に算定した。
表 5-7 アクセシビリティ指標
アクセス対象 アクセシビリティ
街路 集散街路 コレクター街路及び主要区画街路へのア
クセス時間
前面街路 前市街路への距離
地1><:施設 地医の核を 商j占、スーパーマーケ ット、小学校への
なす施設 アクセス時間
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( 2 )市街化モデルの作成
a. アクセシビリティと市街地変化の関連分析
アクセシビリティ指標が市街地形成に与える影響をみるために、まず2時点間の市街地
形成と集散街路及び地区施設へのアクセシビリティとの関連について見た。図 5-8は、
アクセシビリティ指標と市街地形成を表す市街地増分率との関連を示したものである。市
街地増分率とは、期間当初に未利用地であった土地面積のうち、期間末時に市街化した上
地面積の割合であり、この図ではそれを街路及び施設からのアクセス時間のランク別に算
定している。
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図5-8 (a) アクセシビリティ指標と市街地形成との関連分析の結果 (街路)
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図5-8 (b) アクセシビリティ指標と市街地形成との関連分析の結果 (施設)
これによると、集散街路へのアクセス時間についてみると 1971---80年にかけての市街地
変化ではかなり奥まった区画 (アクセス時間が 400秒以上)で市街化が低くなっており、
また 1980----89年ではアクセス時間の増加が市街地変化と密接に関連していることが読み取
れる。施設へのアクセス時間については、 1971---80年では関係なく市街化が生じているが、
これはこれらの地区施設が既存集落を離れて立地しており、市街化初期は集落の中心を核
にして市街化が拡大したためと考えられる。 1980---89年では、商庖街 ・スーパ一、小学校
いずれもアクセス時聞が大きいほど市街地増分率は低減している口
b.市街化モデルの推定
ここでは、1971から 1980年に中街路整備が進められその期末に供用が開始されるような
計画を想定し、その後の 1980年から 1989年にかけての市街化を推計するモデルを作成す
ることにした。ここで検討する市街化モデルの概念図を図 5-9に示す。この図は、各年
次の上段に街路あるいは施設へのアクセシビリティの悪さ (アクセス抵抗値〉、下段にそ
のときの市街地面積を概念的に示したものである。関連分析の結果から、当該期間当初の
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非集計型バイナリロジットモデル表5-8 
-方、前期間でコレクタ 街ー路アクセス性は市街地形成に影響を及ぼしていることが分かった。
や釧街路の形成にfれ1街路条件が変化した場合、そのWJn¥Jのアクセス性は変化するため、
Pi=eXp(Ui) 
1 + exp( Ui) 
この変化も市街地形成に何らかの影符を及ぼすと与えられる。そこで、街路や施設へのア
クセス性とともにその変化も市街化要凶に取り入れたモデルを検討する。
Ui二ヱsk.Xiいか
: 1980年から 1989年にかけて
未利J日地ピクセル iがItf街化する確J事
:ピクセル iの効m値
:ノマラメータ
.ピクセル i のアクセスヰ寺性11~
?
?
じl
βk 
X i k 
モデルの説明要閃としては、街路および地区施設へのアクセシビリティをJI~ ¥るロ街路
察
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叫ロ;i市街地
、 ?
?
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?
?
?
?
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?
アクセシ
ピリティ
の悪さ
1971年
市街化
過程
主要区画道路・コレクタ一道路へのアクセシビリティについては、前面i道路への距離と、
く令 説明要因
~非説明要因 へのアクセス時間を基本としたが、後-(J・2-frには共線'1ftが生じる可能性があるため、両省・モデル分析
の差を用いることにした。地区施設については商広街・スーパー・小学校を考慮したが、
結果としては小学校へのアクセス時間については有怠な結果が得られなかったため除外し市街化モヂルの概念図図5-9 
た。さらに、分析期間当初の 1980年時点の指標値に加えて、前期間におけるアクセシビリ
ティの改善の影響も与層、するために、
ここでは、表 5-1のモデルを基本にして、 1980から初年の期聞を対象とした各ピクセ
アクセス時間や距離が短くなる場介を lとするダミルの市街化を説明する表5-8の非集計型ノくイナリロジットモデルを適用した。被説明変
一変数を設定したD
数は 1980年に木利用地であったピクセルが 1989年に市街化するか併かの 0-1変数とし
ρ2伯から判断以仁の説明変数について組み合わせのけ1から t値、パラメーター符号、た。ただし、未利用地ピクセルは、市街地と未利用地の境界上のピクセルを除くため 1980
して有意なモデルを選択した。その結果を表 5-9 に/J~すD モデル O は、 1980 年の要闘の
モデル1~ 3ではアクセシビリティの変化も考慮、している。みを考慮、したもので
の市街地増加 (1ピクセルに跨った場合で 120rf以卜.の増加を市街化とみなすことになる〉
1:;地規伎の市街化を担、定して 30rf以|二年時点で市街地面積が 10rf以下のピクセルとし
が生じた場合を市街化したとみなすことにしたD
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表 5-9 市街地形成のモデル分析結果
分析データ
対象ピクセル(]) 3353 
市街化ピクセノレ121 1054 (31 A%) 
非市街化ピクセノレ 2299 (68.6%) 
説明変数 パラメータ 推定値 ()内t1ui
モデルタイプ 。 l 2 3 
前面街路への距離(m) -0.02692 -0.02629 -0.02611 -0.02603 
(-10.56) ( -10.2-l) (ー10.14) (ー10.09)
最寄り商j古街・スーパーまでのアクセ -0.00286 -0.00280 -0.00289 -0.00289 
ス時間(秒) (-l.06) (-3.96) (-l.0-l) (-l.05) 
最寄りコレクター 街路までのアクセス時間と主 -0.00255 -0.00270 -0.00257 -0.00260 
要区画街路までの7HJ，時間の差(秒) (ー1.59) ( -169) (晦1.60) (-1.61) 
前面街路から最寄り主要区画街路ま -0.00126 -0.00162 -0.00165 -0.00162 
でのけセス時間〈秒〉 (-1.18) (-1.50) (-1.52) (-1.50) 
前面街路への距離の変化 (ダミー〉 0.18886 0.18620 0.17114 
(改善=1/その他=O} (2.13) (2.09) (1.89) 
最寄り商j苫街 ・スー パーまでのか以時 0.06328 
聞の変化 (ダミー〉 (0.81) 
コレクター街路と主要区画街路へのけセス時 0.09524 
聞の差の変化 (ダミー) (0.95) 
定数項 0.59724 0.45865 0.43735 0.40347 
(4.31) (3.00) (2.81) (2.46) 
適合度
変数の数 ) 6 7 7 
尤度比 ρι 0.1387 0.1396 0.1397 0.1398 
推定後尤度 L (B) -2001.3 -1999.0 -1998.7 1998.5 
初期尤度 L (0) -2324.1 * * * 
的中率 (%) 67.164 67.044 66.776 67.015 
(1) 1980年時点で市街地面積が 10m:以 Fのピクセル
(2) 1989年にかけて市街地面積が30m2以上増加したピクセル
とのモデルも尤度比・的中率に差はほとんど見られない。モデルの的中率は 70%弱であ
り、高いとは言えないが、モデルで考慮、した変数以外にも、市街化に関連する個別的な要
l刈が多く存在することを考えれば、比較的良好な結果と言えよう。
t値及び‘パラメータについてみると、全てのモデルにおいて前面道路への距離及び最寄
りの商庖街 ・スー パーまでのアクセス時間が市街化に対して強l'影響力を持っていること
が分かる。さらに主要区画街路からコレクタ-街路へのアクセス時間、及び前面道路から
主要区画街路へのアクセス時間については t値がやや低いが、影響は否定できないと考え
られる。 一方、アクセシビリティの変化を示す要因では、前面道路への距離の変化につい
ては t値が大きく市街化に対して?郎、影響を持っているが、それ以外の変数については t
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値が小さく市街化に対する影響力は少ないといえる。以 Lのことから、以降の分析ではモ
デル lを採用することにする。
5-4 地価関数モデルの開発
本節では、地価として相続税路線価に着目してへド、ニックアプローチのλ替え方を基本と
して、街路網特性を妥凶に取り入れた地価関数モデルを開発する。
5-4-1 分析対象地区の概要と分析データの作成
( 1 )分析対象地区の概要
本研究では地価分布を考慮して市街化発展段階の異なる地区を調査対象にするため、徳
島市市内から地灰の大半が住居専用地域及び住居地域で-ある 3地区を選出した。いずれの
地区も、なるべく隣接地域の影響を受けないように、河川や幹線街路で周囲を囲まれた範
囲としている。
図5-1 0は、 1991年次の土地利用状況を示したものである。関 5-1 1は、 3地区の
路線価と未利用地の分布を示したものである。矢三地区は背くからの街道沿いの集落で、
沿道は昭和初期には市街地が形成され、幹線系の街路網整備が不十分なまま旧集落を中心
に市街化が拡大した。現在も市街化が進行中である。これに対して、沖州地区は比較的早
い時期に街路網整備が進み幹線街路は計画的に整備されている、地区内は旧集落を中心に
市街化しているが、市街化は最近停滞している。名東地区は地区内部にかなりの農地が存
荘しており既存の農道に開発が張り付く形で集落が点在している、今後スプロールの懸念
される地区といえる。
名東
矢三
沖j州
0% 25% 50% 75% 
瞳轟轟轟轟盟盟 | 
韓聾璽麟輯輯輔
57 
100% 
(To凶l
=174) 
(198) 
(223) 
一一一一一一一J数字は(ha)
圏宅地ほか 口道路 口未利用地
図5-1 0 分析対象地区の土地利用状況 (1991年土地面積構成比)
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名東地区
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図5-1 1 分析対象地区の未利用地と路線価の分布
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( 2 )基礎データの人)]
本節では、街路網とt地利用分布及び施設配匠の情報をネットワーク ・ピクセルアレイ
型モデルで取り扱う地理情報システムを援用した。，4~従I刈 l耐には 1992 11~版の 11::古地r'~1 をJfJ
い、街路中心線をノ¥ンドデジタイズするとともに、街路殴|生を入ノJした。 街路!再.fitとして、
中idfiについては 1/500の道路基本閃から阿 l二計測し、これをもとにぷ 5-6にノJえした機能区
分のうち、幹線街路、コレクター街路および主要灰画街路を設定した。 L地情報は、 1-，地利用を
市街地、 Aと利別地、非IJ作地(水|師や山地など)に分刻したものをピクセルj活性として変
換した。また、 )IJ途地域の境界も入)]している。ピクセルのサイズは s辺10mとしたロ
施設については、地区の核を成すと考えられる小学校、商んiJ街、スーパーマーケットの代
ぷ点を入ノJした。地価データは、国税庁発行の 1992.1993年度の相続税路線怖を街路リンク
( 3地阪で 5060リンク)属性として入ノJし、比較のため公示地価のデータも収集したD
5-4-2 地価モデルの作成
( 1 )相続税路線価データと公示地価との関連
般に地価分析では、公示地価や実勢地価なとが丹]し、られているが、地区レベルでの地
価分析にはデータ数が不足する口このためここでは相続税路線価を用いることにした。路
線価は政策的要因が合まれる鑑定評価値のため経年的変化や都市問の比較には用いること
には問題があるが、都市部の大半の街路での評価値が公ぶされるため十分なデータが入手
でき、地区レベルの地価分布の分析には適している。なお、図 5-1 2は分析地区で得ら
れた公示地価(33地点)を路線価で同帰した結果であるが、このように極めて相関は高いこ
とがわかる。以 J-:のことから相続税評価額を地価分析に用いることにした。
路400
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千
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千
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図5-1 2 分析対象地区における公示地価と相続税路線価の関連
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( 2 )分析データの作成
路線価の説明要肉としては、街路特性、施設等への持近特性、それに沿道特性が与えら
れる。ここでは、街路網および施設配置のデータから表5-1 0に示す指標を算定した。
街路特性の内、袋小路は行き止まりから 3校以上の交差点までのリンクとして、ネットワ
ークデータから検索した。ランクは幹線系街路からの奥まり皮を示す指標として作成して
いるロ孤立幅員は、地区外部からの当該街路にアクセスする際、必ず通過せさるを得ない
最も狭い幅員を不す。もしこの幅員の街路が通行できない場合は当該街路は孤立すること
になり、孤立幅員が広いほど緊急車両等のアクセス信頼性が高いといえる。
佳近特性は表に示す6つの対象に対するアクセス時間、距離、折れ曲がり回数を求めて
いる D アクセス時間については自動車の利用を想定して、表中に示すように幅員に応じた
え行速度を設定し算出した。沿道特性には用途地域、市街地状況の変数を採用している。
なお、地価分析の既存研究例では、沿道の建物水準・緑量などの景観的特性や、南斜面・
画地整形などの宅地条件の影響が明らかになっているが、今回対象の地方都市の平地部ス
プロール市街地の 3地医では、これらの要因は地点問の差異が小さいことや、地方都市の
相続税路線価の地区内分布状況でも影響は少ないと判断して、分析から除外した。
表5-1 0 地価関数に用いた説明指標
特性値 説明
幅員 1/500道路台帳地図から測定
t詰 幹線街路 地区外周につながる幅員16m以上の道路
袋小路 行き詰まり道路 その幅員長さ
路 1=幹線 2=コレクター 3=主要区画街路
ランク 4=上記に折曲りせずに出られる街路
特 n (5以上)-上記に出るまでの折曲り
回数がn-4の街路
'性 孤立幅員 各リンクからの幹線街路へアクセスする
際に通過せさるを得ない道路の最小幅員
都心、 最短アクセス時間
接 幹線道路 走行速度(km/h)1. 5W-9 
近 コレHー 道路 W:幅員(m) として算定
キ寺 主要区画街路 最短アクセス距離
性 シ3i[。ンゲセンター 道路距離で最短距離
小学校 折曲り回数最短時間経路上回数
沿 用途地域 沿道の用途地域別ダミー変数
道 沿道密度 延長当たりの世帯数
特 沿道市街地 後背地の市街化率
a性 沿道状況 延長当たりの商庖数
83 
( 3 )地価関数モデル
地価関数のモデル式には、表5-1 1に示す線形型、乗法型のモデルを検討した。 モデ
ル作成は、変数問の関連分析から相関の高い変数をクツレープ化して重共線性のない変数を
選択するとともに、同帰モデルでの t値および符号条件を考慮、して変数を選択した口
表5-1 1 地価関数モデル式
LVi = exp{エ(α山 )+αo} 線形型モデル
k 
Log(LVi)ニエαkLog(Xki) + L a'jX' )I +α0 乗法型モデル
k j 
ここで、
L V i :リンク iの路線価(千円/mつ
X k i リンク iの街路・接近・沿道特性
X、ji リンク特性のうちダミー変数のもの
a k • a' j ノぞラメータ
( 4 )地価モデルの推定結果
モデル推定結果を表5-1 2に示すロ両モデルとも相関係数で0.8程度と詳細な地価分布
分析としては比較的良好な結果を示している。各変数の t値も問題は少なく、パラメータ
符号も常識と比較的合致している口接近特性としては都心アクセス時間、コレクター街路
へのアクセス時間、ショッピングセンターや小学校へのアクセス距離が地価低減傾向を示
し、このうちコレクター街路への時間は中街路への接近性を示している。沿道特性につい
ては、近隣商業、商業、 二種住専、準工業地域で住居地域に比べ地価が上昇する傾向を示
す。さらに、街路幅員、幹線道路、孤立幅員はいずれも地価上昇要因であり、袋小路や奥
まり (ランク〉は地価低減要因となっている。なお、既存分析例 4)では幹線街路までの距
離が 500mから 200mに減少した場合、約 3%地価上昇が生じる地価関数を他の分析例と
比較して妥当としている口上記モデルでは、平均地価の地点について、コレクター街路へ
のアクセス時間が 100秒 (平均時速 18kmで500mに相当)から 40秒(同200m)に減少
した場合、加法型で2%、乗法型で1.5%の地価上昇となる。接近対象がコレクター街路で
ある点を考慮すると両モデルとも妥当な水準と判断できるロこの結果から以下の分析では、
比較的適合度が高い乗法型モテ、ルを採用することにした。
84 第 5i;'t ql街路 ~ll由lにおける街路網評価モデルの開発
表5 1 2 地価関数モデルの推定結果
説明変数 推定 ノぞ ラメ ー タ ' f直
(qti，J[ :距離m，1.)=1日秒) 線形J~!~ 乗 1.t ~W
街路幅I υ02196 1.08 (l.05025 3.67 
J住 {ij 幹線街路ダ ミー 0.26261 9.-+2 0.31080 12.20 
路 袋小路ダミー -0.02131 -] .-+3 -().01503 -1.03 
特 ランク -().O 1 090 -+.25 -0.03215 -2.33 
:Ai二， 'f坐 狐uJ面只 O.0066S 6.51 0.0-+719 -+.90 
ru 近隣商業地1><:ダミー 0.15-+76 6.22 。108-+3 -+.26 
道ー 商業地区ダミー () 31708 18.03 0.21597 11.81 
キ吉4.r t主仁業地区ダ ミー 0.12011 7.52 ()_()9978 6.33 
性 第 :極住専ダミー 0.10560 1.57 0.12953 1-+.-+3 
接 都心へのアクセス時間 -0 ()()036 -13.29 -(U6737 -22.38 
果 近 コレ')9-街路へのアクセス時間 -0 OO()3-+ -3.90 -0.01-+27 -9. -+ 1 
特 最寄ショ，t。ンゲセンターへのアクセス距離 -().00006 -5.05 -().05350 -9.95 
-性 故寄小学校へのアクセス距離 -0.00015 -21.12 -0.1-+036 -19.90 
定数項 -+ 70550 215.38 7.92-+28 68.-+ 7 
適 サンプル数 5060 5060 
1ロ〉、 電相関係数 R : 0.81 0.82 
度 修正決定係数 0.66 0.66 
F1直 -+11.2 -+29.3 
5 -5 住民意識からみた街路網環境評価モデルの開発
本節では、地区内の街路網環境を簡便に評価するためのモデルを開発する D ここでは、
街路網環境として防災性と街路安全性に清けし、これをftl込~識のm.~，I \から捉えることで、
緊2日動車のアクセスおよび道路の交過安全性に対する志識指標によってモデルを構築す
る。 jl体的には、防災性や前而街路環境に対する住民広識調任の結果から住民立識m標の
抽l1lを行う。そして、作られた意識指標とリンク特性との関述を分析することで街路網環
境評価モデルを開発する。
5-5-1 評価方法の特徴
住吉地区を対象とした街路網行仙-に関して従米から多くの研究が見られるが、それらを
評価指標の空間i削立と評価安閃の範聞からみると以ドのように分頒できる。
まず、指標の宅間巾{立にj守口すると、制特性、リンク特偵・エリア特性を用いるJj法に
分類できる。網特性値とは、道路密度、道路面積J名、幅員構成、辺頂点比、閉路比、等の
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グラフ指標などの、網令体 (あるいはその-ii'~ ) についてわ，kじされる mf~~1triで‘あり、特似i
状況の異なる地区や計同案による網評価の変化を、1':均的に担保するのに適している。 ・んー
網や地[><を構成するリンクやグリッドの指紋を北本とする後fi'の)J訟で・は、lfドfrliilrの不um
的な分布をJ5-慮しつつ、全体の評価もrlJ能となる。
r;' l i価~I刈の視点からは、街路網の静的特性 ( ネ ッ トワー夕、何凡なと)を故う ものと
そこに生じる活動特性 (交通位、駐1[、 )1二交通祈動など〉を巧慮する脇介に分けられる。
I知的特性については地閃的情報や計Ir可情報からの以集が符封であるが、これのみの川和liで
は、市街地特性や交通特性の街路への影符をA考慮、することが難しくなる。 ゾJ¥活動4けt
は調査に千|日]が多大となるため、サンプルを限定して観測航を要閃に取り入れる}jil"か、
子浪Ijモデルを内在するノi法 6)が必要になるロ計1fuj案の評価や街路網全体の評価を行う IJ的
では、巧然予測モデルのノj法が優れているが、煩雑な作業を妥するロ
ql街路摂1frii 計|而jへの適用をJZ慮した場合、その効果はよ也氏内に遍ι して /I~ じることが切
らかであり、平均値的な視点よりも問題エリアの解消という計|耐j玄関が強いことからも、
ここでは地区内部の評価分布を知り得るリンク単位を基本とした評価折襟を川いることに
した。また、街路網としての評価の視点から交通特性の45・慮は必須であるが、多憾な地区
でなるべく容易に適用可能な方法を開発するという主旨から、サンプルリンクの観測交通
泣から全域の交通泣を推計する簡便な交通豆推計モデ、ルを適用し、推計された交通立をm
いることにした。
5-5-2 分析地区の概要と調査内容
( 1 )対象地区の概要
本節では、関己-1 3に示す門真市石原大倉地医、徳島市矢三地区の 2地区を対象にモ
デル開発を行った。石原大倉地r><は大阪市都心部から鉄道で 15分担皮の古川橋駅近くに
イ川『し、大阪都市聞における戦後スプロール地域にある。戦後、木賃住吉を中心に市街化
が進み、狭lli~で複雑な街路網が形成されている D スプロールはほぼ完 f しているが、 一部
に民地が残っており、近年では)j縄駐車場への転換された民地も見受けられる。対象地[5(
は主要医両道路、コレクタ一道路に閉まれる範囲とするため、一部守rlrliを合む|面積約 58ha
のエリアとしたD 人口密度は約 140人/ha程度である口
矢三地区は徳島市中心部から 4kmほどに位置し、国道 192号線と古野川に挟まれた地
区である。国道沿いの地区は戦前から集溶が発達していて、密集市街地となっているが、
その他はスプロールが進行中で、地区面積に対して約 4000をr片める農地や荒れ地などの未
利用地が点在し、人I密度も 50人/ha棺度である。
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100 200400m 
門真市石原大蔵地区
徳島市矢三地区
図5-1 3 研究対象地区
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( 2 )住民恵識調査および交通実態調査
両地区において、地区街路および自宅前街路に関する窓識を住民アンケートにより調査
した。調査は訪問留置方式で、回収数はそれぞれ 480、490である。アンケートの質問項目
のうち、本研究では街路網評価に関係がある表5-1 3にぷす質問項目を分析に用いた。
また、交通註については、交差点を抽出し枝街路の交通量を観測した。さらに、調査筒
所を増やすため、 1カ所につき 1時間に 15分間づつ交差点を巡同するパトロール調査と
した口交走点の一部については、午前7時から]9時の 12同計測して、時間帯別構成3容
を推定する口他の交差点については 2回の観測値をもとに時間帯構成準から 12時間交通量
を推計した。これらから、石原大倉地区で 205リンク(全 921 リンク〉、矢三地区で 3GO
リンク (全 1808リンク〉の観測交通量を得た。
表 5-1 3 分析に用いたアンケート質問項目
質問内容 選択肢
自宅位置の説明のしやすさ l簡単である 2.普通 3少し難しい
斗難しい 5とても難しい
緊急、自動車アクセスに対する不安 lとても不安
2ときどき不安
緊急避難時の道路の安全性 3問題はないと思う
4考えたことがない
道路状況に対する防災性満足感 l 満足している 2普通
3.不満である ↓わからない
自宅前道路の評価 (安全性について〉 l大変満足できる
// (快適さについて〉 2ほぼ満足できる
// (便利さについて〉 3どちらとも言えない
// (景観について〉 4少し不満がある 5不満
5-5-3 街路網特性指標の作成
ここでは、観測交通量および地図情報から全リンクについて算定可能な指標を用いるこ
とにし、静的指標に加えて活動指標を考慮する。静的指標の基礎となる街路網は 2500分の
l都市計岡地図を用いて交差点座標と道路リンクの連結情報を入力した。その上で、各リ
ンクについて、街路特性、アクセス特性、交通特性の3つの視点から表5-14に示すリ
ンク特性値を作成したD なお、街路機能区分は去5-6に示したもののうち幹線街路、コ
レクター街路、主要区画街路を設定している。この内、コレクター街路、主要区画街路を
併せて中規模街路と称し、後の街路整備計画ではコ レクター街路に属する中規模街路を中
街路として整備することにした。なお、これらを支援するためにネットワーク ・ピクセル
アレイ型地理情報システムを援用している口
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表 5-1 4 作成したリンク特性
デ ター名 aアt主ζ包，J二、 JI未
幅員 地凶 とあるいは現地での計測による街路幅 (m)
袋小路 リンクが袋小路の時 l、その他はO
沿道人口 住宅地図より推計した各リンクの沿道人r1 
アクセス時間 アクセス対象街路への最短時間 (秒)
(対象街路 :幹線、コレクタ一、 主要|迂|珂街路〉
アクセス距離 アクセス対象街路までの最短道路距離
折れ曲り回数 最短距離経路、最短時間経路上の折曲り数 (同〉
ランク 街路区分及び階屑によるリンクの分類
|・幹線街路 2・1レ7ー 街路 3・t:j，g[実凶i{Ij路
れ 1--1のいずれかに 0["1の折れ曲がり で到述
5 'lnJ L 1 ~Jl G・[6Jj二2同 7・向上3同 8 ・ ~ 1"]以上
孤立幅只 、う該リンクから幹線街路へ山る全ての経路のM'J¥
I~話只の最大値であり、その幅長以下の道路全てが
通行不能の時、、~該 リンクが孤立する II .Jの M:
推計円動lf!交通吊 観測交通fiIを法にトリ17";rT ンシ ャ }~を説明変数とした
司ミ同州モデノレを}日いて'fJ-tiJI1 ) (什/12h)
幅凡あたり交J.illfJ~ 推計交通~~:/幅員 ( fì / m・12h)
( 1 )街路特性出Li1指標
街路リンクに属する街路特性として、まず街酪l陥J:;1は、石原大余地1><では守rI・門兵市
役所の現地調査結*を用いた。矢一三地医については干成え年のl/5()()現況干而閃から地図上
で計測した。袋小路は、ネッ トワークデータを用いて検索したもので、行き止まり点とな
るノードから最初jの3校以上の交差点までの問のリンクが袋小路リンクとなる。また、沿
道人L1は、住宅地図を別いて各リンク沿道の住戸数をカウントし町J円別i!t人r1を住戸に
比例して配分する)j法で推定した。
( 2 )アクセス特性関連指標
アクセス時間、距離、折れrJhがり同数は、ネットワークデータから算定した。アクセス
時聞は、自動車の利用を煙、定して、各リンクの幅員に応じて走行速度を設定し、これを月j
いて算定した走行時間を使用して、アクセス対象までの最短時間を推定したD 折れ曲がり
回数は、長短時間と履短距離の経路での値を推定した。アクセスの対象は幹線街路、幹線
街路 ・コ レクター街路、幹線街路 ・コレクター街路 ・主要区画街路、の3っとしている。
ランクはネットワークにおける段階的階層を示しており、街路の段階構成上の機能区分
と上位街路へのアクセス時折れ曲がり数を用いて作成しているロ この数値が大きいほど奥
まった街路となる。また、孤立幅員は、ある幅員以下の街路がすべて通行不可能になった
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時に、当該リンクから幹線街路へのアクセスが不lリ能になる場イ介、このときの幅凡であり、
この値が大きいほどそのリンクの車両到達の信頼性が尚いこ とになる。なお、消防車のi並
行を想定すると、 2.7m以下は通行が困難、 3.6、4m以下では駐車があると通行休|鎖、 また
6m以下では駐I巨の状況によって通行ができないrJ能性がある口
( 3 )交通註推計のノ7法と交通関述指標
交通量指標は、観測n動車交通:止をもとにした交通訂正足解析モテ、ル 71をJlH'て作成した。
このモデルは、 [Ifrj地区に閃5-1 4にぷすLU円を仮定し、それぞれの11Iへ地似内人1が
流山した時の交通誌をトリップポテンシャル (TP)とし、これらの線形介成日:が観測j交
通泣となると仮定したものである。ただし、通過交通をJZ慮するために主要灰l耐街路以|二、
コレクター街路以上の街路の悶有値となるにはダミ一変数を導入した。
表5-1 5にこのモデルの推定結果を示すロ相関係数やFイ|白から判断してモデル精度は
比較的高く 、各出円への流出入比率と発生原単位の積を怠味する各TPのパラメーターも
lE値となっており仮定を満たしているロこのモデルを別いて令リンクのド1動市交通日を抗
計し、 これを各リンクの交通特性値として用いることにしたロなお、この推計自動[Ii交通
喧を幅員で‘除した幅員あたり交通電についてもA考慮することにした。
3 ~ 100m 
2 矢三地区 石原・大倉地区
図5-1 4 自動車交通量推計に用いた地区出口
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表5-1 5 トリップポテンシャルを用いた交通量推計モデル
説明変数¥地区 石原大余地区 欠 ご地区
戸l トリ7t*0 7ンシャ)vl * 1 0.0:38:30 (O.i 1) l. 15624 (9. 8G) 
帰 トリ770*07)シャ)v2 0.12179 (2. G8) o. s5149 (:3.00) 
係 トリi70，r 7ンシャル3 0.24650 (0. :32) 0.:37407 (2.29) 
数 トリ770，i;o jンシャル4 0.:30748 (4.84) 1.11991 (8.28) 
o トリ770*Ojンシャル5 0.19781 (2.67) 
内 主要区画以上夕、一*2 107.527 (0.:34) 494.895 (:3.4G) 
コレH一以上γト 44:37.8:3 (12.2) 2009.84 (6.04) 
{直 定数項 92.8247 (1.47) :31:3.249 (4.75) 
サンプル数 205 :360 
R 0.91869 0.7:3286 
F値 152.24218 7:3.97481 
(注〉本l両地区に下図に心す出IJを仮定し、それぞれの出口に地区内
人口が流出したときの交通量をトリップポテンシャルとした。
勺主要区画街路以上、コレクター街路以 tの街路のみ問有値と
なるダミー変数c
( 4 )指標値の凶子分析と代表指標の検討
次に、因子分析を用いて上述のリンク特性値問の関連を見てみる。分析の結果、表5-
1 6に示すように、「アクセスしにくさJIアクセスの分かりにくさJI表道路-細街路」、
「街路の格JI交通量JI街路の奥まり」と解釈できる 6つの民子が抽山され、これらの
凶子が関連する変数として各特性値が分類されている口
これらの結果から、リンク特性としては、幹線棟の地区出入口へのアクセス時間やアク
セス距離、地区出人口への折れ曲がり同数、地区内部の軸空間である主要区画街路へのア
クセス特性、幅員、交通量、袋小路、ランクの指標が、独立で代表的な要肉であるといえ
る。そこで、これらを意識分析の要因として考慮することにした。
表5-1 6 リンク特性値の因子分析結果
因 関述する変数名 (因子負荷量) 肉f軸
jこ の解釈
アクセス距離 (幹線街路〉 ( 0.9'+) アクセス
アクセス距離(コレクタ一以上) ( 0.9'+) 
アクセス時間 (幹線街路〉 ( 0.92) しにくさ
アクセス時間 (コレクタ一以上) (0.91) 
最先昼時間経路折曲り回数(コレクト以上) ( 0.87) アクセス
2 最短距離経路折曲り回数(コレクト以上) ( 0.86) 分かり
最短距離経路折曲り回数 (幹線 ) ( 0.8'+) にくさ
最短時間経路折曲り回数 (幹線 ) ( 0.8'+) 
アクセス距離 (主要区画以上) ( 0.80) 
3 最短距離経路折曲り回数(主要区間以上) ( 0.75) 表道路
アクセス時間 (主要区画以上) ( 0.68) -細街路
最短時間経路折曲り回数(主要区画以上) ( 0.68) 
4 幅員 ( 0.89) 街路の格
孤立幅員 ( 0.81) 
5 交通密度 (0.9'+) 交通量
推計自動車交通量 ( 0.73) 
6 袋小路 ( 0.96) 袋小路
ランク (0.72) 
5-5-4 防災性および前面街路環境に対する住民意識モデル
( 1 )住民意識指標の因子分析
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寄与本
(累積)
.+2 () 
( '+2.0) 
15.1 
(57.1) 
10.5 
(67.6) 
7.'+ 
(75.0) 
6.'+ 
(81.4) 
5.8 
(87.2) 
次に、住民の街路網と向宅前道路に対する評価意識から代表的指標を抽出するために、
因子分析を適用したD この結果、表5-1 7に示すように6つの回答は3つの因チに構成
された。因子 lは自宅前道路の安全性、快適さ、景観についての評価の負荷量が大きい前
面道路の環境性」の凶子、因子2は緊急自動車アクセスに対する不安、自宅位置の説明の
しやすさの負街宣が大きい「アクセス ・防災性」の因チであり、因子3は、自宅前道路の
便利さの評価の負荷量が大きく「利便性」の因子である。
この結果から、防災性については「緊急車アクセス」、向宅前道路の環境性については、
「前面道路の安全性」の評価を2つの視点を代表する;意識指標として用いることにしたロ
なお、自宅前道路の利便性評価についても、以下に示す判別モデルの作成を試みたが、今
回作成した街路特性からは有為なモデルが得られなかった。これはアンケートでは、前段
で自宅前道路の生活的利用(駐輪・立ち話・遊び)の利便さが質問されており、その総合
的評価の問であったが、必ずしも被験者に十分認識されなかったことなとが原因と考えら
れる。
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表5-1 7 街路網と自宅前道路に関する評価意識の因子分析結果
閃 関連する変数名 (肉子負荷邑〉 肉 jこ申1の 寄与本
子 解釈 (累積)
f']宅前道路の安全性評価 (0.85) 前面道路 -U.l (-+3.1) 
口宅前道路の快適さ評価 (O.8-l) の環境性
自宅前道路の景観評価 (0.76) 
2 緊急1動1巨アクセスの不安 (0.8-l) アクセス 20.9(6-l.0) 
自宅位置の説明のしやすさ (0.79) -防災性
3 自宅前進路の便利さ評価 (0.91) 利便性 1，0(75.0) 
( 2 )街路網特性指標との関連分析
次に、被験者を「緊急車アクセスに対する不安」を不安とするゲル_70 1と問題のないと
感じるゲルー70 2に分類し、 「自宅前道路の安全性」について、満足と感じるゲルー70 1、ど
ちらでもないと感じるゲルー70 2、不満を感じるゲル_70 3に分類した。そして、上述の街路
特性値を変数とし、各質問項目について判別関数を作成した。この結果を表5-1 8にホ
す。標準化係数の大きさに着目すると、緊急車アクセスへの不安感については、幹線道路
のアクセス信頼性を示す孤立幅員が低いほど不安が生じていること、日宅前道路の環境評
価では、交通量、幅員が大きいほど評価が忠く、袋小路は評価が高いことがわかる。
判別関数に含まれる特性値を全リンクについて算出することで全リンクの判別得点が算
出できるロさらに、この偵から表5-1 9の分類関数を用いることで 「緊急車アクセス」
「自宅前道路の安全性」に対して不安もしくは不満を感じる人の割合が算出できる。図5
-1 5は、判別得点を横軸にして、判別得点から分類関数を用いて計算した各グループに
属する確率の理論値と、判別得点のランク別に算山した実際のアンケート問答結果の榊成
比を示している。この図を見ると分類関数と実際の評価は適合していることが分かる。
表 5-1 8 評価指標の判別関数作成結果
111際~l 、 指紋2
緊急、lP:'アクセス nてuij道路
に対するイミ友感 の安全件
幹線街路へのアクセス時間 -0.0212 0.0018 
(秒) (-0， 0:~1()) (0.17，)2) 
段 幹線街路への最短時間系路1:. O. :30 l(j 
/ の折れ曲がり凶数 ([口]) (0，1882) 
-ドリ 主要r><:lof街路以 i二の街路への -O.OO:~:~ 
万リ アクセス距離 (m) (-O ， 0:~87) 
係 主要lベ画街路以上の街路への 0，001 i 
数 アクセス時間 (秒) (0，07';59) 
下 袋小路ダミー 2，:m77 
(袋小路の時 1、その他 o) (0.42-1) 
段 ランク -0.0088 
/ (-0.OJJ7) 
標 幅員 (m) 0.:110o 
j寸~ー・ (0.:")777) 
イヒ 孤立幅員 (m) 0.01:31 
係 (0.'1717) 
数 推計向動車交通量 0.0002 -0.0006 
(台/12h) (0，:3897) (-0.7740) 
定数項 -0，75:-39 -1. 7:317 
ウィノレクス八 0.90:35 0.9277 
カイ 2乗値 (自由度)* 9:3.126(6) 67，261(12) 
群平均値 ゲルー 70I 0，2;:)73(48.7) O. 4o12(;")6. G) 
適lt率 ゲルー 702 _ O_._1:38(80.8) -0.OG14(l7.2) 
(%) ?心ル-703 -0. 2032( 415. 0) 
(注)* f洋平均11に関するカイ 2乗検定によると両関数とも有意水準 1%
で有意となっている小
93 
94 音}~ I;'j r街路a!凶jにおける街路網評価モデノレの開発 95 
表 5-1 9 判別得点を用いた分類関数 5-6 整備費用算定モデルの開発
PI= Q2G(J~- 1 + 0 .4 138) 
QIG(FI一0.2573)+ Q2G( Fl +0.4138) 
的)=ベ-;サ
?
?
?
:緊急車アクセスを不安と感じる人の害IJ合
;判別得点(指標①の係数から算出)
グループのサンプノレ数 (Q，:571 Q :::335) 
街路の整備費用について、ここでは工事費、移転補償費、用地取得費の3つの項に分け、
路線上の移転必要建物数、相続税路線価、路線延長、路線用地面積から推計するモデルを
作成する。具体的には、幾つかの徳島市内の都市計l珂道路事業の事業費用を恭に各項を推
計する係数を算定した。表5-20に、ここで用いた街路事業の費用内訳をぶすo このう
ち、用地費には用地の買収にかかる費用のほかに家屋の移転補償費が含まれている。
表5-2 0 街路事業費用内訳 (徳島市)
:自宅前道路の安全性に不満を人の割合
:判別得点(指標②の係数から算出)
:グループのサンプル数 (Q1:221 Q 2:268 Q 3:-+13) 
事業 路線名 箇所名 事業 延長 幅員 用地面 事業費 (千円〉
番号 期間 (m) (m) 積(ni) 総事業費 工事費 用地費
1 常三島中島団組 中島田 3~ S 4 8 2，580 26 51，980 16，200，000 2，000，000 11.200月00
(島田田宮) 南田宮4 ~ H 9 
2 常三島中島回線 中吉野4 S 6 3 170 26 3，-100 1，050.000 120，000 9:30，000 
(中吉野) ~ H 6 
3 新町橋通|有二軒屋 南二軒屋 l S 5 8 638 18 7‘000 2，500，000 370，000 2，1:30.000 
~3 ~ H 5 
4 元町沖洲線 福島 l S 6 0 275 22 3，050 1，600，000 250，000 l.350.000 
(福島) -H6 
5 元町沖洲線 安宅1-2 S 4 7 662 22 7，300 2，550，000 .JOO，OOO 2，150，000 
(安宅〉 ~ H 5 
6 東吉野町北沖洲線 東吉野2- S 5 6 1，220 21 22.850 5.400.000 ] .360，000 cl，OcW.OOOI 
住吉4 ~ H 5 
Q3G(F2 + 0.2032) 
P2二
Q1G(F2 -0.4542) + Q2G(F2 + 0.0614) + Q3G(F2 + 0.2032) 
ここで、
P2 
F2 
Q 1. 2. 3 
図5-1 5 判別関数モデルとアンケート結果の適合性
構成比 緊急自動車アクセス
100% 
80% 
60% 
40% 
20% 
0% 
-3.0 -2.0 -1.0 0.0 1.0 2.0 3.0 
半Ij別得点
構成比 l自宅前道路の安全性
100% 
80% 
60% 
40% 
20% 
0% 
-3.0 -2.0 -1.0 0.0 1.0 2.0 3.0 
半IJ別得点
用地取得にかかわる費用の分析結果を表5-2 1 に示す。ここでは、各路線の平均路線
価と必要移転戸数を調査した。路線価は、路線が既存の場合にはその路線価を、新設の場
合には接続街路の路線価の平均値を用いたロまた、移転戸数は住宅地図から概算 した。な
お、 [用地面積×平均路線価]をここでは用地評価額と呼ぶ。用地費とこの移転戸数及び
用地評価額との関連を重回帰モデルにより推計 した結果、移転補償費単価および用地評価
額に対する買収価格の比を得た。
表 5-2 1 用地取得費用の分析結果
事業 路線価 移転必 用地評価額 用地費
番号 (千円)*要戸数 (千円〉 (千円) 重回帰モデル
1 170 70 8，810，610 14.200.000 [用地費) α[移転必要戸数]ナβ[用地評価額]
2 177 20 601，800 9:30，000 
3 180 10 1，260守000 2司130，000 α 19.189(1.17) L千円/戸数一
4 159 20 483，9:33 1.350，000 β= 1.472(9.05) し比j
5 183 40 1.335，900 2，150β00 0内t値
6 71 25 1.628β63 4，040.000 
キ)路線価は 1992年の相続税路線価図から算定した平均値
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工事費については、各路線の工事中.価とその幅員との関連を分析することで、表5-2
2のモデルを符た。このモデルから、本研究で対象としている|隔只 8mクラスの中街路の
]. ~J ~ l~. fliを算定した。なお、*ι野町北?~1洲線および.rê UJJ沖洲線 (稲 ，(}j)は、路線のイ同別
~同が影符 しているため、 1'.'許可吋Hjが他の 'j~業に比べ異常に r;~ くなっていることから分析
から省いた。
表5-2 2 工事費用の分析結果
j-~ :f じ'J';月!fdi 幅員 同帰モデル
番号 (千円1m) (m) [ l~ιJï 単価J =α 〔幅員J + 日
1'.) 2Ci α 21.3-+(2 93) 下fIJ/m
‘J iO() 2() β 175.3(3.62) 
ろ持。 18 ()内 lflt' 
. ) G04 22 恥iH8 mの時、千j3 1 6 _ TfIJ / m 
以 Lのことから、ぷ 5-2 3に/1'すようなモデルを提案する。第 1Jiが士事費、第 2項
が移転補償費、第3項が用地取得f1をそれぞれぷすo
5 -7 結語
表 5-2 3 整備費用モデル
c=工(346Li+ 19，189 Mi + 1.4 72Vi . Ai) 
ここで、
c 整備費用千円
L1:i整備する路線 iの延長 m 
.¥1 i :路線 iの移転必要戸数
V i :路線 iの相続税路線価 '千円/m2
I^ 路線 iの用地面積 Lm 2 
本章では、ネットワーク ・ピクセルアレイ型の地理情報システムを援用して、スプロー
ルdj街地における地区の骨格的街路すなわち中街路が市街地に及ぼす影特を実証的に分析
することで、街路網を定量的に評価するためのモデルを開発した。ここで符られた結論を
以下にまとめる。
1 )まず、 5-2では、中街路整備における効果計測の重要性を整理した上で、中街路計
画における街路網評価の視点について検討した。
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(1)中街路整備により街路周辺の宅地レベルで発生する市街地形成や地合lIi1二引などの粍
備効果は、その主体である l二地利川将や l~!也所イJ- 1';.および n 治体に及ぼされる受従を
計測する場合に竜安な制点であり、こうした効民の，~hl!IJが rll街路rJlrhj の日、I~価卜.あるい
は巾街路に対する社会的介立を作るのに所要な視点となることを/j，!凌した。
Zスプロール市街地での街路網整制jにおいては、 Ji;J辺市街地に1:.じる市街地形成や地
利Jitf!l.などに右rIした評価とともに、網としての 「つながり」を捉える街路網環境に
示日した評価が主要になることを述べた。こうした相視L点r，'，l:日引uはまム、 J特!幣軽削0制備i品11 0.効~;果↓長:の j波皮及する各段
階の上地利l川fJ~在?子~h及之び i仁二地所イ行Iイ将号に文舟対Jする I地也区内の環境評f[佃価I出耐1百i の十付悦j且Lr，υ，よf点r'
をJ副詐、7平!ドL仙価iする l卜-で.司弔そ要な拡仰l点になることを述べたD
8こうした街路整備による影響の相li関係を繋理したロそして、 rl'街路の只体的棋倒!
万策について知比を符るための中街路評価では、地区街路網の改汗効果の指標とrl街
路計IJ1Iを/J"す整備水準や整備費用などの物即ー的な指憾との関述を分析することが主要
となることを述べた。
ゆこれらのことから、中街路整備による街路網環境及び市街地ポテンシャルへの影科
を捉えるモデル、物理的指傑として整備費用を算定するモデルを開発する口
2) 5 -3では、スプロール市街地において中街路が市街地分布や市街地形成に及ぼす影
織を実証的に捉えることで、住宅地区における未利用地の市街地変化を予測する市街
化モデルを開発した。
x集散街路へのアクセシビリティと市街地分布および市街地形成との関述分析から、
集散街路への「出にくさ」が市街地形成に障害をうえていることを実証的に検証した。
診また、アクセシビリティと市街地形成とのロジットモデル分析によって、スプロー
ル市街地ではコレクター街路に加えて全要区画街路も市街地形成の骨格的役割を果たして
いることを実証した口
宮中街路や地区施設へのアクセシビリティ等を用いて地区内の都市的木利用地の市街
化を説明する市街化モデルを開発した。
④このモデルを用いることで、地区内の任直:のピクセルにおける市街化確率を推計す
ることができるロ
3) 5 -4では、地区内の地価分布を推計するために、ここでは地価の説明要凶として街
路特性や度近特性、沿道特性を組み込んだ地価関数モデルを開発した。
①地価公示標準地における公ぷ地価と相続税路線価との関連を分析することで、 (J去
の聞に高い相関があることを確認できたD
②データの入手容易性や地区の街路レベルで-の影響分析への適用性から、地価として
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相続税路線価を、 [1街地内の各街路リンクの街路特性や近接特性、沿道特性の街路網
特性によって説明するモデルを推計した。
3ノこのモデルを加し、ることで、地区内の任立の街路リンクについてその街路網特性を
杷握できれば、その路線価を推計することができるD
4) 5 -5では、地区内の街路網の防災性および街路安全性を緊急自動rfiのアクセスおよ
び道路の交通安全性に対する住民意識の視点から捉えることで、街路網環境を評価す
るモデルを開発した。
①ここでは地区の街路網や打宅前街路に対する住民窓識調査をもとに、防災性や街路
安全性に対する志識分析を行った結果、防災性については緊急卓アクセス、街路安全
性については自宅前道路の交通安全性に対する意識が高いことが明かとなった。
~そして、各意識指標を地図情報や交通量などのリンク特性によって説明する判別関
数モデルを開発した。その結果、判別関数や分類関数によって、住民意識の視点から
各リンクの防災性や道路安全性を定量的に把握することができる。
5) 5 -6では、徳島市内の都市計画道路の事業事例を参考に、中街路の整備費用を玉事
費、移転補償費、用地取得費に分けて路線延長、必要移転建物数、路線面積、相続税
路線価から算定するモデルを開発した口
6 )以上のように、ネットワーク・ピクセルアレイ型データモデルを援用することによっ
て、中街路計画を定量的に評価するモデルを開発することができたといえる。また、
開発した評価モデルによって中街路整備による効果や受益の計測に基づき、中街路整
備によるスプロール市街地の街路網評価が可能になると考えられるD しかしながら、
以下の課題が残っているD
①市街化モデルについては、その精級化があげられる D これには今回扱った街路条件
に加えて、市街地条件や地価、隣接敷地の条件の考慮が必要である D さらに、市街地
面積の予測には、広域的な市街化動向の考慮も必要である。
2)地価関数モデルについて、多様な地区への適用においては地価関数の精度に影響を
受けることから、今後は地価分析の対象地区を拡充し、その推計口J能性について検討
する必要がある。特に、今回の地価関数では一般に影響の大きいとされる道路整備状
況、景観要素や宮地特性が含まれておらず、これらの影響を考慮するため、道路状況
や市街地状況の異なる地区での検討が必要と与える。
③街路網環境評価モデルについては、モデル作成と適用地区が2地区と少なく、地区
移転性の検討が必要なことや、モデルパラメーターの厳密な検討も必要と考えられる。
また、観測交通量のない場合の評価方法についても検討の必要性は高い。
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第6章 中街路整備計画の評価とその適正整備水準
6-1 概説
以下の第67言および第7章では、中街路のjl休[ド01警官HLH策を検討することをrI的とした
巾街路整備計画の評価手法を提案する。
まずノド草で・は、中街路の適正な整備水準について検討することを ~. I 的として、 rfl街路4整
備による周辺市街地や街路網環境への影響を定量的に捉えるとともに、経備効果やその空
間分布を把握することで中街路計l帽を評価する方法を提案する。そして、幾つかの整備水
準を持つ巾街路計[1可案について整備費用に対する効果の程度を比較することで、中街路の
適正な整備水準に関する知見を得る。このとき、住宅地区内の中街路を評価する場合、街
路周辺の土地の市街地ポテンシャルや街路網環境にお，f1することがE主要な仰点となるが、
ここでは中街路整備による影響を捉えるために、前t;Eで得られたモデルをJIH、る。なお、
分析にはネットワーク・ピクセルアレイ型地理情報システムを援用する。
具体的には、まず6-2において、適正整備水準を把纏するための主要な視点を整周す
るとともに、適正整備水準を抱握するための中街路幣備計画の評価庁法を提案するロ次に、
6-3では本章の分析対象地区とその地区における中街路計画代替案の設定および各計画
案の整備水準、整備費用を算定する o 6 -4、6-5、6-6では、それぞれ市街地形成
効果、地価増進効果、街路網環境の視点から中街路整備を評価する方法とその結果を示すD
そして、 6-7では、こうして得られた結果をまとめ、総合的な視点から中街路の適正整
備水準を把握する。 6-8で本章の成呆と今後の課題をまとめる。
6-2 中街路の適正整備水準の検討方法
6-2-1 中街路計画における適正整備水準の把握
地区内の中街路網を計画する上で、その適正な整備ノk咋=は竜要な視点、となる。この場合、
中街路整備の対象となる地区はスプロール初期の区阿整理ー事業の困難な地区であるといっ
ても、地区内の市街地分布や街路網の状況は市街化の進行の程度によって段々であるD ま
た、地区に対して必要な中街路量は、こうした市街地状況の追いによって異なってくると
考えられる。それは、具体的な整備を検討する場合に、その地区における路線の重要性や
必要性の違いにより、路線の整備位置や優先度が異なると考えられるためである。このた
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め、対象となる地区にとって、その時点(市街化状況)で、最低限どこに (整備位置)、
どれだけ (整備量)整備する必要があるのかを見極めることが、中街路の適正な整備水準
の検討において電要な悦点となる。
したがって、中街路の適正整備水準を把握.する場合、市街化状況や路線の中街路として
の重要性や必要性あるいは整備優先度を考慮、して設定された中街路計両が地区にもたらす
影響を定量的に杷握することで、それを評価する必要があるといえる口
6-2-2 適正整備水準の検討方法
( 1 )整備路線と計画代替案の設定方法
そこで、本章では以下のようにして設定した計画代替案を、評価することにする。
なお、ここでは宅地化促進が重要な課題となっているにもかかわらず、骨格的街路網整
備が不十分で今後の市街化の進展に問題をかかえている、地方都市近郊でまだ多くの農地
が残存している市街地を対象にする。
「市街化状況」については、ここでは中街路による整備効果を明確にするために市街地
変化が顕著に表れるスプロ←ル中期の地区を選定する。
「路線の重要性や必要性あるいは整備優先度」については、中街路そのものが概念的な
ものであり定性的な判断しかできないため、ここでは中街路の集散機能や市街地骨格機能
などのを考慮、して周辺の市街地分布や街路網状況から定性的に判断する。具体的には、地
区の市街化促進と整備抵抗をできるだけ少なくするような、その時点で巌も良いと思われ
る路線を設定する口そして、整備コスト (整備費用や整備の困難さなど〉やその効果、網
としての連結性などの視点から各路線の重要度を判断し、計画代替案を策定するD
( 2 )中街路整備計画の評価方法
一方、中街路整備の評価については、以下のような方法を提案する。
肥田野 1)は、プロジェクトの評価に対して以下のように述べている。
「かつての交通プロジェクトの評価では、需要を満たす交通施設やサービスを安価に供給
することが最大の関心事であった。しかしながら、このような費用最小化の与え方では、
需要を定量化しにくいために、定量化しやすい機能面でのみの評価になってしまう。かと
し1って、あらゆるニーズに対して費用をかけることも社会的にみれば資源の浪費につなが
る。したがって、プロジェクト評価に対して現在求められているのは、便益 (B)と費用
(C)の的確な把爆のもとに、純使益 (:¥fB)すなわち、 {I¥B=B-C}を最大とする
考え方であるロ 」
この考え方は、当然、中街路整備計画に対しても当てはまるといえるD この場合の便益
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とは貨幣価値を示しているが、中街路の場合には整備がもたらす使徒が必ずしも貨幣価値
として表れるとは限らないロすなわち中街路計画の評価の場合、中街路整備によりもたら
される影響として周辺市街地の地価仁昇とともに、効果の波及過科で顕どf化する市街地形
成も重要な視点となる。そこで、ここでは整備により生じる便益としてこれらの整備効果
を考えることにするロ 一方、純便益については、整備効果と費用の単位が異なることを考
慮、して、 {;-JB=B/C}で算定することで、単位費用当り効果の最大化を中街路整備の
評価の考え万とする。
そこで、ここでは第5章の街路網評価モデルを用いて、中街路整備による街路網の市街
地への影響を定量的に把握することで、整備効果を計測する方法を提案するロそして、そ
の方法により計測した効果をもとに、単位費用当りの効果を最大化する視点から、幾つか
の整備水準を持つ計画代替案を比較評価することで、スプロール市街地における中街路の
適正整備水準を検討する口なお、このとき整備効果としては、中街路計画の評価上重要な
視点である市街地ポテンシャルとともに街路網環境への効果を用いることで、街路の沿道
住民および周辺市街地の視点からの評価を行うこととするD
6-3 中街路整備計画代替案
6-3-1 分析対象地区と計画代替案
ここでは、市街化区域内で地区の大半が住居系地域に指定され、スプロール的な市街化
が進行している地区を徳島市内から抽出し、その中から矢三地区を対象地区とした。矢三
地区は、古くからの街道沿いの集落で、その沿道は昭和初期には市街地が形成され、幹線
系の街路網整備が不十分なまま旧集落を中心にスプロール的に市街化が拡大した地区であ
る。市街化状況は、 1991年時点で中程度のスプロール進行状況にある。
このような矢二三地区を対象として、以下のような中街路の整備計画代替案を作成した。
対象とする中街路の規模は、コレクター街路クラスの幅員8mとした。
まず、中街路の候補路線として、既存計画と空間確保の可能性を考慮、して 11路線を設
定した。図6-1に計画路線の位置を示す口各路線は、以下のような特徴を持つ。
a.地区を貫く都市計画道路(路線①②) :東西の路線①の東半分は既に整備が完了している。
南北の路線は、未利用地が多く残る地域を通っている。
b幹線街路を連絡する道路:上記道路で区分される 4地区内においてそれぞれ外周道路・上
記都市計画道路を連絡する道路 (路線③~⑥〉
cその他の地区内集散街路 (路線⑦~⑪) :し、づれも未利用地をつなぐ形で設定しているロ
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このように、ここではすでに計画されている都市計両道路を前提に、両道路で形成され
る住区を順次分割する形で、整備が容易なようにできるだけ未利用地を通る路線が設定し
ている。そして各路線の特徴から控備の重要度を想定して、それを整備口J能性の高い)1聞に
追加する方法で、ぷ6-1のような中街路整備室の異なる介言l'8つの計|町代替案を作成し
たロ各代替案の街路網をや<[6-2にぷす。
N 
図6-1 中街路整備候補路線
表 6-1 各計画代替案の中街路整備路線
路 線 番 7ιゴJ 
計画代替案 ψ ，ヘ 、.0 ~ ④ ⑤ ~ ⑦ 'ID 
LfJ 、
ワ C 。
3 C 。C 
C C 。c 、
。 f、J、、 C 。C f」「ノ f、J¥ 
6 f」「ノ 。C C ¥rノ、 C ¥rJ 、、 。
7 ¥r、J C C C 。。。。
8 f、J¥ C C C 。C r」J「 。
g: 
C 
C 。
街路網 (1980年)
一一一 狭随街路
一一一細街路(その他)
・・・主要区画街路
コレクター街路
- 幹線街路
整備候補路線
500 m 
J] ⑪ 
。。。
o 300 
図6-2 中街路整備計画代替案の一覧
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現状(1980年)
一一ー 幹線街路
一一一コレクト街路
その他の街路
一一四計画代替案
代替案2
代替案4
代替案6
代替案8
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6-3-2 計画代替案の中街路整備量
-般に、街路の干名備法をぷす折僚としては、地区l[rl積に対する街路延長の偵である道路
密度がJlH、られる。このときの街路間隔は、 1 k mpq)jの地区あたりの街路のノド数から概
算される D しかしながら、この)j法では街路の本数だけでその配債は明ぶ的でなく、街路
間隔を解釈しにくいという問題がある。
そこで、こうした街路間隔を分かりやすく、しかも不規則な街路網でも指標化できるよ
うにするために、以下の「街路網のギ均勢力圏奥行き」と呼ぶ指標を)0-架した。すなわち、
図6-3に心すような街路網において、全ての上地 (各ピクセル〉について最寄りの街路
を探索し、これを街路からの近接情報から集計した閤域を吋該街路の勢ノ'j[剖と定義するロ
この勢力闘のl面積を街路延長で-除した値が勢力闘奥行きであり、これを全街路リンクの左
右両側について求め、その平均イ1が街路の、F均勢ノJ閤奥行きである。この指標は、街路が
密なほど怖が小さい。特に、図6-1のような正点形格f-J日の街路網を惣定した場合、街
路間隔は勢ノユ閤奥行きの4倍にあたる。つまり、平均勢ノJI樹奥行きが 125mのとき街路間隔
は500mとなる。
街路区間
街路の勢力菌実行き=A/LI 
図6-3 街路の勢力圏奥行き
リンクの勢力圏
グリッド型
街路網
ノード
図6-4 正方形格子型街路網の勢力圏奥行き
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各計岡代按案の中街路整備与をを/1'す指標として、この勢ノJ閤奥行きと街路官度を算定し
た結果をぷ6-2に示す。なお、ここでは幹線街路およびヨレクター街路を幹線系街路と呼び、
rl]街路の整備水准はこの幹線系街路網に対してn定している。また、以ドの分析ではql街
路計l珂を怨定する時点として、 1980年および 1991年の 2時点を検討するため、各時点ごと
に整備註を算定している。
一方、都市計画i道路の整備水準は e般に地区面積ーに対する延長の伯で・ある道路密度で議
論されている。都市計画道路の望ましい水準として幹線道路が2Kn内所、補助幹線道路が
1Kn此 rfであるとして、 1km 四方の住区を閲む幹線道路と地区内を卜~f:に良く補助幹線
道路からなる整備モデルが提案されている 2)。また、この都市計画道路の笠備モテ、ルでは、
幹線道路が1km間隔、補助幹線道路が500m間隔の網構成が適切とされているロまた、緊
急車アクセスの信頼性から中規模道路の適正間隔を検討した研究例では 20()m間隔の整備
水準が提案されている 3)口
表 6-2 計画代替案の中街路整備水準
1980年時点 1991年時点
計画代替案 整備延長 街路密度 勢力圏奥 街路密度 勢力閣奥
(m) (km/km2) 行き(m) (km/km2) 行き(m)
整備無し 。 2.90 17:3 :3.21 ] 5fi
1 6f)6 :3.21 156 :3.54 14 ] 
2 2225 3.98 12G 4.:32 11G 
3 :302:3 4.:38 114 4.72 106 
4 :3845 4.77 10.5 .5.12 98 
D .54.56 5.54 90 5.:30 84 
6 6590 6.13 82 6.48 77 
7 7156 6.38 78 6.75 74 
8 7G17 6.6.5 75 6.99 71 
6-3-3 計画代替案の整備費用
各代替案の整備費用は、計|酉路線ごとに必要移転建物数 (住宅地関[1980年lから算定〉、
相続税路線価 (1992年度路線価図〉、路線延長、路線用地面積を算定し、前章の費用算定
モデルから1ft計した結果を表6-3に示す。なお、新規路線の中街路路線価については、
路線の接続する幹線街路もしくはコレクター街路の路線価の平均値を用いた。
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表6-3 計画代替案の整備費用の算定結果
け|市[代停案 ["'J';:Pl 用地11] 移転費 総額
21-1.718 8G 1.8DO 2:30、278 1.:30G.88G 
2 71-1、52<1 之545.1:37 402.98G :3.(192.()!l8 
1.015.904 :3. 1 :32. O()] 188.8:3G 4‘G4(j.801 
4 1 守 288.41~) 4.01:3.8三G 518、125 月.820.:370
:】 1.817.()DD 5.G:32.152 710.0:2-1 8.1引).875
2.:21 RD 1 f) G‘ら4:3，28(; 825.1G:j D.G87.:3(i7 
乙:3DG.:{7(i (i.D1G.Ci70 。01.922 10.之12.DG8 
8 2.G7R088 7.:3G2.1:32 !JGD.19 ] ]()'DOO.O] 1 
m牝:T-PJ 
6-4 市街地形成効果に着目した中街路整備計画の評価
本節では、巾街路整備による周辺t地の市街地形成に及ぼす影響を佐伯効果として定日
的に把握することで、その宅間的波及の程度を捉えるとともに、整備効果および整備費用
と整備水準との比較から中街路の適正整備水準を検討する万法を提案する。この市街地形
成効果を把探する場合、 5章の市街化モデルを月]l、ることで、 1971年から 1980年にかけて
中街路整備を進めその期末の供用開始を恕定してその後の 19例年から 1989年にかけて上
地の市街化する確率を各ピクセルの街路条件から算定することができる。そこで本節では、
1980年時点の街路網に対して計両路線を設定することで各代替案を作成し、適正整備水準ニ
の評価を試みた。
6-4-1 市街地形成効果指標の考え方
街路の整備効果が土地の効用増加に波及し、それが顕在化した結果の a而として市街地
形成が起こると仮定すると、この市街化確率は、その土地が既に市街地であるかなし、かに
関わらず、その士地区画のもつ都市的利用価値の大きさを不しているとみなすことも可能
と考えられる。そこで、ここでは以下の 2つの指標を中街路整備による市街地形成効果と
して算定することにする。
まず、計画代替案kに伴って生じる各ピクセルの市街化確率の差を、そこでの土地利用
価値の増加分とみなして、よ 6-4の式で算定することとしたD さらに、このじjを地灰令
体で合計した1laを地区における仁地利用価値増進効果とみなす口
表6-4 ピクセルの市街化確率の増分
Uj = P~'j - Fo/ 
ここで、 じj : ，Hi1fJi代件京kによりピクセル jに'1:じるdi世J化Mri本のbil分
(ピクセル jにおける j-地利)IJ uli f~[の明分
P kj :代将京kによるピクセル jの lり80.......制作にかけてのIlif1I化昨本
p句:整備なし時のピクセル jの lり制~制作にかけてのdi街化舵;ド
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また、 rlj街化総本の増加が木利月j地に生じる]b}介には、実際のrUi1J Jfulf{l )JIのnJ合引っ:l(f{大
が期待できる。しかも市街地柄加は(J治体の税以l~Y{加ち=の指標として不安であるので、別
途、ぷ6-5の式で市街地明加をボす桁僚を算定することにしたロさらに、このDjを地区
全体で合計した1立を地区における市街化増進効果とみなす。
表 6-5 ピクセルの市街地増分
Dj = (pJ.j -p叶 Sj'
ここで、 じj:計l由j代将案kによりピクセル jに'1=.じる市街地I42分
S j :期間吋初のピクセル Jの未利m地巾砧
6-4-2 整備効果の空間分布
中街路整備による効果の分布傾向を見るため、 rlH土j化縫;和国分 (にj)および市街地上円
分 (0j )によるピクセルの空間分布を肉6-5、似16-6に示す。また、その波及範聞
について検討するために、同 6-7はピクセルの品寄り rl'街路へのjJi接情報をもとに、 1持5
~IH した rl'街路からの距離滞別の 1ピクセルあたりの坐備効果指標を算定したものである。
なお、関 rllの数11，'tは全ピクセルポ均 1~[を /J~す口
効果指標によるピクセル分布から判断して、終備した路線沿道の効果がr~tlくなっている
とともに、新規路線にl直接面していない周辺の 1-.地でも他かながら効果が凡られる。これ
は、中街路が特備されたことによる周辺ピクセルの街路条件が向 kしたためとJ5・えられるロ
一点、効果の波及範囲は、どちらの折標についても、県備効果はrl'街路の近辺が最も大
きく、 rjl街路から述ざかるほと低減している D また、効民の平均f[~i は代将案 6 以降は大き
な変化は凡られないロさらに、効果が地l実全域の4整備効果の平均1"[より大きくなってる郎
分に清fIすると、上地利用価1削円進効果については、約 80m付近まで-格的効果が高いこと
が分かる。ギ-J80 mから 20()m付近までは、僅かではあるがその効果が凡られ、それ以降は
ほとんど見られなし )0 ・方、市街化哨進効果については、約 50m付近まで-柊備効果がμく、
それ以降はやはり約 200m付近まで-効果が見られ、 200m~r探はほとんどJt!.られない。した
がって、整備効果は中街路からのl直線距離で・約 30mまで尚ーく 1:じ、約 2()()m付近まで及ん
でいることが分かる。
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市増ピ街分ク増セ化確加ル率の
ピクセルの
計画代替案
市街化確率
増分増加
0九 ー 10~ -幹線街路
0九一 10~
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代替案3 代替案6
図6-5 (a) ピクセルの市街化確率増分効果の空間分布 図6-5 (b) ピクセルの市街化確率増分効果の空間分布
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代替案8
図6-5 (c) ピクセルの市街化確率増分効果の空間分布
? ?
?
代替案 1
ヒクセルの
計画代替案 市増街分地効果
圃圃.幹線街路 Om -10m' 
¥t!12L 
一一ーコレクト街路 10m -20而
その他の街路 ~ 20m -30m 
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図6-6 (a) ピクセルの市街地増分効果の空間分布
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800 m 
代替案7
計画代替案
市増ピ街分ク地効セ果ルの
圃圃.幹線街路 Om' -10m 
ー一ーコレクト街路 10m -20m 
その他の街路 草川
一一一計画路線 30m -40m 
40m -
代替案5 代替案8
図6-6 (c) ピクセルの市街地増分効果の空間分布
代替案6
図6-6(b) ピクセルの市街地増分効果の空間分布
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図6-7 市街地形成効果の空間波及
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6-4-3 費用効果分析
各代答案の整備費用、整備効果としての土地利JlJflfi前哨進効果および、市街化明進効果、
整備水準、費用効果比をぷ 6 - 6 に/}~すo
表6-6 計画代替案の中街路整備水準と整備費用及び効果
計阿 整備水準 整備費用 整備効果 t'1JrJ効果比
代替案 道路密度 勢)]閤 仁地利用価 1f街化増進 u也不1j)IJ佃i市街化増進
奥行き 倍増進効果 効果 イ自増進効果 効果
(kmfkm~) (m) (百万円) (%) (ぱ) (%/(可h円) (mイ白万円)
整備無し 2.00 17:~ 。 。 o o 。
:12] 15G 1 .:~07 (5.8l0 :~.ろ 2:~ ろ22 2.70 
2 :~ . D8 12G :~ . 6D:3 28.0()i) 1 :~.8 (ì0 7.sO :3.78 
4. :38 l14 4.617 11.1:3:') 21.88:3 8.82 1.7] 
4 4.77 105 5.820 51.510 26司560 8.8:5 1.;')6 
o .554 80 8.160 81、27D :37.866 1O .:3:~ 1.6:) 
6 (-).1:3 82 8.687 8:3.087 4:3.GOl 8.71 1.;)ろ
6.:38 78 1 ().21:3 D5.646 41.5;37 9.:37 1. :~G 
8 G.G;) (0 10.900 98.f585 46.45:3 8.11 1.26 I 
同6-8は、整備費月]を横軸に効果指標を縦軸にとって各案をプロットしたものである口
傾きを示すl直線は整備賀川に対する効果指標値の比の全案予均仙とそれに対する比率が±
15、3006となる傾きを示している。
上地利用価値増進効果については、費用効果比が最も大きい代詩案は代替案 5で、全案
、ド均の約+2000の傾きを示し、整備費用に対して肢も高い効果が得られている。しかし、そ
れ以降は整備註を増やしても、それより(~弘、効果は得られず、低下傾向にある。 ゾJ、rfi
街化時1進効果については、 代位案 3の効果が最も大きく、ノ任案平均の約+150'0の傾きをぷ
し、代替案 5までそれとほぼriJじ傾きを示しているが、それ以降の傾きは低 Fしている。
このように、整備註を多くしでもある量以降はそれほど効果が伸びないことが分かる口
凶6-9は、費川効果最大化の視点から適正な整備;1<準を把握するために、各代将案の
費用効果比とril街路 (幹線街路も合めたコレクター街路)の整備置との関連を比較したも
のである口 k地利用価値増進効果に関する費川効果比で最も尚い効果を示した代佐案5の
道路密度は約 5.5km/krずであり、市街化増進効果に関する代将案3の道路斡度は、約4.5kn山
nTであることが分かる。図 6-1 0は、幹線系街路の勢力閤奥行きに対して比較したもの
であり、この場合、代替案 5は約 90m、代十字案3は約 115mをぶしている。
したがって、市街地形成効果に着日した場合、圧力-形格子相街路網で約 360mから 4
60mの間隔で-の中街路整備を目標とすべきであることが明かとなった。
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図6-9 道路密度に対する費用効果比の比較
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図6-1 0 勢力圏奥行きに対する費用効果比の比較
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図6-8 計画代替案の整備費用と効果の関連
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6 -5 地価増進効果に着目した中街路整備計画の評価
N 
次にみ;節では、 ql街路の幣備効果として周辺 J'.地の資産価値の変化を定日的に抱握する
ことで、その空間的波及を捉えるとともに、適正な整備水準を検討するノi法を提案する。
この資尿価偵の変化を地価増進の視点から提える場合、 5章の地価関数モデ、ルを用いれば
lり91{t.R，tf}，t、〔の1J:r路網状況で・の街路特性や近接4r・性、沿道特性から各リンクの地官Iliを推計ー で
きる。そこで本的では、 rjl街路.;ji1hjとして lり 1{r-以前にtjl街路梓イ11Jは完 fし似川開始され
ていると惣注し、 lωり引11-付|ト-11時上昨年ι?♀-~λ点r，
作h成兄し、適rI:終イ!日水唯の，"J'F価をaAみた。
6-5-1 地価増進効果指標の考え方
ここでは、地価哨進効果を以下のようにして算定する。まず、計pilj代将案が整備された
場合と繋怖が1!!~い場合それぞれについて、地区内の街路網の各 1) ンクの路線価を地価関数
モデルで:p:~どする。そして、それを}，.~に各ピクセルの地価を、リンクへの近接J青報から特
定した以~(，f りリンクの推定路線1(Hjをもとに、相続脱..、I~f(lfi額の算定に{史われる奥行き価格納
1:本をliHrfli道路からの低減本により椛t刊ーする口ただし、幹線街路およびコレクター街路で
は商業住吉地区の補正卒、それ以外の街路は、住宅地区による補正J私を月刊、たD したがっ
て、各ピクセルについて推計した整備なしの場合の地価と整備ありの場合の左が、整備に
よるその地点の地価増進となる口これを地区内の全ピクセルについて合計したものを、代
答案の整備によって生じる地価哨進効果と定義する。
代替案 1
計画代替案
- 幹線街路
一一ー コレクト街路
その他の街路
ヒクセルの
地価増進
(千円/m)
o -2 
2 - 4 ??
??
6-5-2 地価増進効果の空間分布
図6-1 1は、計画代替案の整備による各ピクセルにおける地価増進の空間分布を心し
たものである。また、図 6-1 2は、整備した中街路からの直線距離滞別の 1rrf当たりの
地価増進額を示したものである。図rpの数値は、各代替案の平均地価増進良である。
地価増進の空間波及の状況は、 r!J-街地形成効果と同機に整備路線沿道が大きく 、さらに
その周辺の土地に対しても効果が見られるロ 一方、効果の波及範聞は、中街路からの|創設
距離で約60m粍度まで中街路整備の効果が波及していることがわかる。すなわち、沿道
のみでなく、 」宅地裏まで中街路整備の開発利益が及ぶことを示していると言える。また、
地価増進の平均値は代替案 lから 2にかけて大きな変化が見られるが、それ以降6まで緩
やかに増加し、それ以降はほとんど増加していないことが分かる。
代替案2
代替案3
図6-11 (a) ピクセルの地価増進の空間分布
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図6ー 11 (b) ピクセルの地価増進の空間分布
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図6-11 (c) ピクセルの地価増進の空間分布
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表6-7 計画代替案の中街路整備水準と整備費用及び効果
計匝lI 整備水準 整備r川 整備効果 î~川効果比
代将:本 道路?的安 勢ノJI警| I也uIli1'/，' 
奥行き J11効果
(km/km2) (m) (Fi)JIIJ) (i hlIJ) 
整備無し :3.21 1ろG o o o 
l :3.;")1 111 1.:3()i 1.2 JI 0.8:3 
2 1.:32 11G :3. (ir):3 7.818 三lろ
4.72 10G 1.G17 9.1 ];') 1.8() 
4 ら.12 D8 ，).820 10.D:30 I.H8 
，) 5.:30 84 8.IGO 1 .:3持:3 1. :3D 
G 。18 7ーi D.ろH7 1:3，OGO 1.:3G 
n.7，) 74 10.2] :3 1:3.G lH 1. :3:3 
8 G.98 71 10.DOO 14.778 ] .:3G 
地価増進増進効果(億円) 費用効果比
+3000.+1500>平均.-15 ~o. -3000 
150 
。
/-8 
園田 7
./ 6 
代替案4_ _.，.，.. 代替案
代替案3 / 山田~...J
代替案2"-
1/./- 代替案 1
vs ・・ 2
整備無し。
?
図6-1 2 整備中街路からの直線距離滞別の地価増進額
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6-5-3 整備費用に対する効果の変化
各代特案の整備費用と整備効果としての地価増進効果を表6-7に示す。
閃6-1 3は縦軸に地合l[jt時進効果を横軸に整備frJiJをとり、各代停案をプロットした結
果である。また、関6-J tlは計If町代答案ご‘との整備12丹jに対する効果の比 (賀川効果比〉
を/J~ している。凶 rt1 の Ir'I線は費用効果比の全代唇案についての千均をぷす。この凶からわ
かるように、代替案 l以外の案では整備費用を相続税路線価の明進総額が上川っている。
費用効果比では代替案2が最も高い。ただし、代俳案3、ぺも費用効果比が千均以 1:.を保
っており、路線3、路線4の費用効果比が他の路線のそれよりも 卜分に尚いこ とがわかるロ
これらはし、づれも地区北部の木不UHJ地を貫く街路である。
50 
50 100 150 
整備費用(億円)
図6-1 3 各計画代替案の整備費用と効果の関連
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費用効果比(億円/億円)
2.50 
2.00 
1.50 
1.00 
0.50 
0.00 
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計画代替案
平均値=1.55
678 
図6-1 4 各計画代替案の費用効果比
6-5-4 中街路の整備水準の検討
対象地Pくでは代詩案2--..4の整備水準が適切と判断されるが、次にこの整備ぷ准を -般
的な指棋でみるとどのような整備レベルと 言えるのかを倹討してみる。
凶6-1 5は補助幹線道路に相当するコレクタ一道路以上の街路の道路密度と地価増進
の費用効果比の関連を8つの案でみたものである。これによると、 1用効果比が最大の計
幽案 2における道路密度は;1k ni花皮となっており、都市計l尚j道路の整備モテ、ルに-致し
ている。また、計阿案4は5k rf程度であり、このrt皮の樫備;1<.幣は地価哨進の費用効果
比の視点からも妥当であるとJえる。
費用効果比
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f/代 代替案5 6.7.8 
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ι /
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道路密度 (km/km')
図6-1 5 道路密度に対する費用効果比
似16-1 6 は、‘!と均勢ノJ[在|奥行きと î~>m効果比の I~J .ìfを計 l同代科案について見たもので
ある o 1~1'II1r j案 2 では千均勢)JI剖奥行きは 120m、 ~'I'lr"j京 4 では 95 mである。これは、 rE)j
形格 fJÇ~の r!J街路網では、それぞれ 4&0 m間隔、 3ROm 111]隔となり、 L~己の樫備モデ、ルによ
る水準よりやや高い水準が適していることがわかる。
費用効果比
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. 仲替室J. 1 .11代替案22.00卜 山口~::....r、
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図6-1 6 平均勢力圏奥行きに対する費用効果比
6 -6 街路網環境に着目した中街路整備計画の評価
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本節では、中街路整備による街路網環境の変化をkizU的に提えるすることで、適正な性
備水準を検討する庁法を開発するQ ここでは、街路網を構成する各リンクの沿道fUえの防
災性および街路安全性に対する立識を、それぞれ緊急l{アクセスに対する不安感および道
路の安全性に対する不満感について 5 市の評価モデルによって、 Æ~t(1なに杷保することで
街路網を評価する。街路網環境の評価では、制としての宅要性とともに周辺住民の視点が
重要になる。そこで、各街路の評価指標伯による街路網の視点とともに、街路周辺1-_地の
評価指標仰による同辺市街t也の視点から評価を行う。
-方、このモデルによれば、あるf街訂路網状況での交i通重吊足:やアクセス特↑v件7
り評イ価凶指偲イ伯耐を算又定:できるoそこで本節では、中街路長1'llIljとして 1991年以rjiにr!1街路控備
は完了し供用開始されていると怨定し、 1991年日ι点の街路網に対してI汁1I路線を設定する
ことで各計Irlj代将案を作成し評価を試みた口
6-6-1 評価指標値による街路の累加分布でみた代替案評価
|火16-1 7は、各計商代科系の令リンクについて、 5Y':の街路網環境評価モデルをm~) 
て緊急、rf-1アクセスを不安と感じる人の割合および n~七 IÌÍJ道路の安全竹について不満を感じ
る人の割合を推計-し、リンク長をウエイトとして累)Jn分市を求めたものである口
緊急車アクセスについては、柊備水準のrJ1-.につれてrtl線が安全側にずれ、アクセス性
の悪い地区が解消していることがわかる。 一jJ'、n右前道路安全性については、各代科案
で、安全性評価、総合評価共に緊急車アクセスに比べると変化が少ないが、 rjl街路整備が
進むにつれ、現状に比べ安令性がf悪化する傾向がよJ.られる。
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緊急車アクセス
表6-8 各計画代替案における評価指標代表値と中街路整備水準指標
総延長に占める割合(%)
100 
80 I 〆
6 。0 ト
4 て，
20 
。
計画 整備水準 (幹線系街路) 整備効果
代骨案 面積の80% 緊急、市アクセスイ、安感 交通安ノトヤI~ 不満感
街路密度 が収まる直 勢)JI週 リンク 不安昨本 リンク イ;よ友椛本
線距離 奥行き 平均配布 ろ()%以ドの 、|λ均百'E;私 ，")()%以下の
構成割合 構成割合
(km/km~) (m) (m) (%) (%) (%) (%) 
整備無し :321 7:30 15G ~O.O 71.0 ，118 722 
3.54 500 141 :38.8 73.0 -1:3.2 (;8 J 
り ‘1.32 2GO l1G 3G.:3 78.1 ‘13. f G8 G 
3 .172 200 10G :3f). () お0.:3 . ~ :3 .. 1 G83 
5.12 ](iO ~18 :3.10 8G.2 13.8 (17.5 
。 pi :30 ]30 81 32.7 88.0 I :3 . ~) (iG 7 
G G.48 120 77 :31.7 91.1 ， ~ 1. 1 (I-f 9 
7 (I 75 110 71 :31.1 。1.:3 .1，1. 1 GG 1 
8 G.99 100 71 30.9 92.G .[・1.3 G~ .~) 
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図6-1 7 計画代替案の違いによる評価指標値の累加分布の変化 65 
60 
6-6-2 地区街路網に対する評価指標代表値と整備水準との関連分析
表6-8は計画代替案の評価指標の代表値として、各評価値についてリンク長をウェイ
トとした平均値、不安もしくは不満とする確率が50%以下のリンクの総延長に対する割
合を示している。なお、各案の整備水準指標としては、ここでは各代答案の幹線系街路網
(幹線街路とコレクター 街路〉において地区面積の 80%が含まれるためのi有線距離の最大伯と
勢力圏奥行きを算定した口平均確率や不安感50%以下のリンク長の割合を見ても、先に
示したのと同様に、中街路を整備するにつれて、緊急車アクセスの指標は向上する-)J'で¥
道路環境の指標はわずかながら悪化傾向が見られる。
図6-1 8は、横軸に整備水準、縦軸に指標備が50%以ドのリンク延長の割合および
リンク指標値の平均確率をとり各案をプロットしたものである。この閃から判断して、中
街路整備による道路安全性への影響については、部分的な対応は必要であるが地区全体と
しては変化が少ないと考えられる。また、緊急車アクセスに対する評価については、代替
案3以降(勢力閤奥行きで約 10 5 m以下)で急激な変化が見られる。
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図6-1 8 評価指標代表値と整備水準との関連
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6-6-3 周辺市街地における評価指標値の変化とその空間分布
第6f.i:130 
ここでは、計画代替案が整備された場合と整備が無い場合それぞれについて、各リンク
の評価指標値を算定し、それを街路周辺の最守りのピクセルの指標値することで、周辺市
N 
街地の視点からの評価を試みる。なお、評価指標的としては緊急、l[iアクセス及び街路の交
illi安全'~I: について不安もしくは不満を感じる人の古Ij介をJIJt、る。
代替案 1
h !;ぇ
\'~:tfu::会
不安もしくは不満を感じる人の制介は、経備により偵が減少すれば環境は改善し、 I円加
すれば忠化するとみなせることから、その変化はr~ I街路坐備の街路網環境への影符の 1つ
の側面をぷわしているといえる。そこで、各ピクセルにおけるr!l街路桜備による街路網環
(0 R j )は、各ピ境への影響をぷ6-9に示すような 2つの指標で促えることにする。
クセルにおいて窓識を構成する人の割合の変化を算定したもので、円l街路挺備による街路
緊急車アクセス
に対して
不安を感じる
人の割合の
変化 (%)
網環境への怠識が変化した人の訓介をぷす桁燃といえる。さらに、変化した人の数を捉え
るために、ここでは人数の代わりに I-_地r[I杭を川いることで、各ピクセルにおいてぷ識の
計画代替案
変化した L地1M杭指標 (日j)を岱定する。
-100 ，. -15 -・・幹線街路そこで、巾街路整備により生じる緊急事アクセスに対して不'友と感じる人の割合の変化
-15 ，.，ー 10ーーーコレクト街路のピクセル明間分布を示したものが似16-1 9、道路安全性に対して不満を感じる人の制
??
-10 ，. 一一一主要区画街路令の変化のピクセル空間分布をぶしたものが似:16-2 0である。このとき、f'.lの伯は改汗、 。-5 ，. その他の街路整備無しの場合に巾街路が不足してい正の↑1は忠化をふす口防災YI:の不安感については
5 o ，. 
-[ .  .. 
4 -
た地峡で改持が大きく、 Iド街路特備により路線沿道にとどまらずその肘辺 i二地の防災悦も
5 ，. 100 ?
改持されていることが分かる。道路安全性については、整備した路線沿道では恵化し、
れにつながる周辺の街路沿道で改善傾向が見られる。これは、 rl'街路4整備により地以内の
交通の流れが変化し、整備路線には交通が集中しその周辺街路では逆に減少したためと4・
代替案2
えられる。
ピクセルの街路網環境指標の変化表 6-9
、.， 、
DR，j =拘 -Ro.l
ここで、
o R j :計画代替案kによりピクセル jにおいて不安もしくは不満を感じる人
の割合の変化 (街路網環境に対する窓識を変化させた人の割合)
:計画代替案kによりピクセル jにおいて不満を感じる人の割合
;中街路整備なし時のピクセル jにおいて不満を感じる人の割合
R kj 
R吋
代替案3
Sj = Rゎベj-ROj.A}
ここで、
S j :計画代替案kによりピクセル jにおいて意識指標値の変化した土地面積
A j :ピクセル jの面積
ピクセルの評価指標値変化の空間分布 (緊急車アクセス)図6-19 (a) 
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ピクセルの評価指標値変化の空間分布 (緊急車アクセス)( b) 図6-1 9 
.-100 ~ー15
轍 -15 - 1ー0
。
??
5 
5 - 100 
代替案7
-10 -
-5 -
? 〕
ピクセルの評価指標値変化の空間分布 (緊急車アクセス)
一一一主要区画街路
その他の街路
計画代替案
-・・幹線街路
一一ー コレクト街路
代替案8
( c ) 図6-1 9 
N 
緊急車アクセス
に対して
不安を感じる
人の害IJ合の
変化(%)
←15 " -10 
。
5 
5 '"- 100 
代替案6
-100 - -15 
? ? ?
代替案4
-10 -
-5 -
o -
一 . 
e 
4 
，_‘‘-畠_岳」. 
一一主要区画街路
その他の街路
計画代替案
・ー・ 幹線街路
ーー コーレクト街路
800m 
代替案5
N 
400 200 。
135 '11街路号室備計|由iの評価とその適1ド整備水叩;第 (;lJ: 134 
代替案4
??
??
?
? ?
?
?
?
?? ??
5 -
圃 100--10 
5ー。
10 
10 - 100 
5 
代替案6
。~
?
?一一一主要区画街路
その他の街路
計画代替案
ー・・幹線街路
一一ー コレクト街路
800m 
代替案5
N 
400 200 。
道路安全性
に対して
不満を感じる
人の割合の
変化(%)
5 -
-100 --10 
。
10 
5 
10 - 100 
ー5
代替案3
代替案 1
-10 -
-5 -
o -?
〕
一一一主要区画街路
その他の街路
計画代替案
ー・・幹線街路
ーー ー コレクト街路
800m 
代替案2
N 
400 。
ピクセルの評価指標値変化の空間分布 (道路安全性)( b ) 図6-2 0 
ピクセルの評価指標値変化の空間分布 (道路安全性)( a ) 図6-20
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図6-20 (c) ピクセルの評価指標値変化の空間分布(道路安全性)
6-6-4 周辺市街地への効果と整備水準の関連分析
ぷ6-1 0に各代答案の整備水準、整備費川、街路網環境への彩科、 1lJ川効果比を/J'す口
図6-2 1は、 lトI街跨整備による街路網環境への影響を、各代科案の (DR j )のピクセ
ル吋りの平均値、すなわち各計l町代替案により街路網環境の評価窓識が変化した人の;則合
を地区内の全ピクセルについて平均値をとったものである。これは、周辺市街地における
評価指標値の変化の代表偵といえる。不安もしくはイ弘前を感じる人の?司令が減少した場合
の改斉をと段、増加した場合の悪化を下段に示しである。緊急t巨アクセスすなわち防災性
137 
については、全ての案で性備による折際1aの忠化はイ引かで-あり、改it-への;必科の)]-が強い
ことが分かる。また、特1，1!Jするにつれて代件'~3 もしくは 1 まで:'ffî保 1111iの改円のれ皮がm
J[Jし、それ以降はほとんど変化していないことが分かる。 -)j、j且路安全性については、
必化する制令が改持する制介に比べて大きいが、 ft件京によってそのt'O~に泣いはしよられ
ず、 ~f，ifî:Itによって改持もしくは忠化する制作は変化しないことから、よ迫丘E路1科?，ム:イ全そγ汁"性|
路の4幣粍b制似仙i1市;i;UI止uにこほとんとど.彩特を叉受，けないといえる口
表 6-1 0 計画代替案の街路網環境効果と中街路整備水準
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図6-2 1 1ピクセルあたりの意識の変化した人の割合
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整備費用(十億円)
ただ、こうした整備に伴う評価指傑値の増加すなわち街路網環境の態化した街路に対し
ては、何らかの対策を施す必要がある。その際、対策に要するコストは整備費用の-部と
いえる。そこで、ここではこの悪化効果をこのコストに見合う費用とみなし、改普効果か
らこの忠化効果を差しヲI~ iたものを中街路整備によって生じるネット効果とする D
図6-2 2は、緊急車アクセスおよび道路安全性について、横軸に整備費用、縦'Plbに笹
備効果を取り各案をプロットしたものである。ここでは、整備効果として以下のネット効
果を用いた。ピクセルの上地面積指標 (Sj )を地区内の全ピクセルについて、;ま識改FP
および悪化した土地面積をそれぞれ合計し、改善土地面積から悪化士地而積を引いたもの
をネット効果としたD 図中の直線は費用効果比を示す。防災性すなわち緊急車アクセスに
ついては、準備するにつれて純効果は増加し、警備によって意識の改善した士地面積が哨
加していることが分かるロ緊急車アクセスについて、費用効果比がもっとも高いのは代替
案4であり、代替案lを除く他の案がほぼ平均伯を示しているD 一方、道路安全性につい
ては、代替案2、3を除いて全ての案で改善土地面積指標よりも悪化ヒ地面積指棋の)jが
大きく、整備による純効果はマイナスすなわち忠化していることが分かるロしかし、その
程度は防災性への効果に比べれば僅かで-あり、費用効果比も代替案 1を除く全ての案が平
均値以下となっている。
図6-2 2 整備効果と整備費用との関連 (整備により意識の変化した純土地面積指標)
関6-2 3は、横軸に幹線系街路の平均勢力闘奥行き、縦判lに費JI効果比を取り各案を
プロットしたものである。緊急市アクセスについては、代替案2以降であれば、賀川効果
比が平均値かそれ以ヒを示し、特に代替案4では他に比べ高い効果を示している D このこ
とから、緊急車アクセスに対して高い効果を示す佐伯水準は、勢力闘奥行きでが']8 5 mか
ら105mであるといえる。 一点、道路安令性について忠ー化効呆を不すl!{川効果比は代林
案 l以外では小さく、特に代替案2、3はわずかに改汗傾向を示しているロこのことから、
道路安令性については、勢力闘奥行きで約 100mから 115m程度が適しているといえ
る。
」
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費用効果比(m/百万円)[意識の変化した純土地面積]
20 
6-7 中街路の適正整備水準
-10 ト + 
以上のように、各代停案について件似i水惟とその北川効果比との!日]Aを分析することで
スプロール'11J切の矢三地1><:において各評価指標5]1Jに適正とJ5・えられる枠制il収不を把保する
ことができた。しかしながら、それらが総合的に凡て適正かとーうかを判断することはでき
ていない。そこで、ここでは各案の1~川効果比をそれぞれの評価指際、ド均的に対する比に
よって杭ホ化し、各I~'I~価1ft 初~ 7J!Jの ï~川効果比と特frliJ J1<叩=との関.ìÆを比較することで、総介
的な制点からj~た適正整備水準を検討することにした。
関6-21は、横一軸に坐備水準、縦軸に標準化15川効果比をとり各京をプロットしたも
のである D ただし、道路安ペリJ:に対する忠化効果が防災性に対する改丹効果に比べ小さい
ことをJ;慰するために、道路安全性の標準化f(JlJ効果比は防災性の行川知~*比の平均 i~lに
より算定した。附 9 1の水平線分は、各昔、I~価指標による適 l王将備水準の範聞とそのピークの
位置を示したものであるロただし、適正範IJHの最大イI'{は標準化費用効果比の]0 0 00を越
える位置、 ~え小偵はそれが低ドし胎める位匠を取っている。ただし、道路安全性について
は、わずかに改持効果を示す代将案 2， 3の前後を適正範DJ:lとし、代将案4以降ではその
JE化効果は少ないことからこの範1mも准適定範聞として設定した。
控備水準の進いによる標準化費用効果比の変化を各評価指標によって比較することで、
地価や市街化において費用効果比の高い範閤は、街路網環境に対する範聞に比べ広いこと
が分かるロこれは、幅広い整備水準で巾街路整備による地価や市街化なとの市街地ポテン
シャルに対する効果がもたらされることを示している。また、防災性とピークの位置はた
の評価指掠と明らかに異なり、防災性に対して高い1'1川効果比を得るには、道路安全性や
dj街地ポテンシャルに比べ高い盤側i水準を必要とすることが分かる。また、際、準化費用効
果比の各案最大イ|在および最小値の五は地価が最も大きく、その適正水準の範聞を外すと11]
用効果比は傾端に低下することがわかる。 一万、道路安全性についてもそのたは大きいが、
整備水準の最も低い代替案 1以外では大きな廷は見られない。このように、中街路の適正
整備水準は、計画代替案評価の視点によって異なるといえる。そこで、ここでは以 kのこ
とを踏まえ各評価指標による費用効果比のピークの位医と適正範1mのEなりから総合的な
仰点から見た適正格備水準を杷探する。
標準化資月j効果比のピークは、防災性を除く全ての指標で-勢力闘奥行きの約 115m前
後でみられ、適正範囲は全ての指標が約 95mから]20mの範|川でinなっていることが
分かる。市街化についての標準化費用効果比は、その範問内で-ほぼIi1Jじ怖を/Jミしている。
防災性については、この範囲内で勢力闘奥行きが短くなるにつれて明加している。また地
価については、減少傾向が見られるが他の代替案に比べれば十分大きな偵をぶしている D
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6 -6 -5 街路網環境の視点、から見た中街路の適正整備水準
以上のことから、防災性すなわち緊急*アクセスに対しては、'11街路*を備による忠化は
僅かで改丹の傾向の)Jが大きく、その粍度は街路評価では代特京3以降 (勢)J閤奥行きで
約 105m0.ド〉で急激な改持が見られたが、 JI防周占司4可Li辺l1，リ山Ij街地におけるI;?、|ドt司市哨h制仙価Il町i日でで.は代杯案4以|降埠
(勢ノ刈JI除凶岳剖|奥行きで'*/:約〈句J9 5 m以卜ド門")での3牲候備ノ水k准のi述i主2いによる改 i託1t:二の干f'a皮泉立:の jχ:f主:~=Iはまほとんとよμ~ L 
られないことが分かつ7たこゐ口 .ゾん点J、辺
化する干rElt!リj広立(はま、防災十i~の改持のね:I支に比べると小さいが道路公全性の改汗する粍皮より も
大きくなっているロしかしながら、周辺市街地への改長及び忠化の彩併は、全案述じて大
きなたは見られず、 J笹備biにはあまり関係しないといえる。
そこで、忠化の効果をコストと凡なし改普効-*から注し引くことで純効呆を算定し、特
備費用との!刻述を検討した結果、道路安全性については代杯案 1以外はそれほど大きな恋
化は凡られず、代倖案2、3では逆に改善傾向を/J"すことが|珂かとなった。 ゾ了、緊急rI
アクセスについては、整備するにつれて純効果は増加し、各案の1!i川効果比の比較から代
答案3から5において高い効果をぶすことが明かとなった。
したがって、街路網環境の視点から見たこの地区における中街路の適正な整備水準とし
て、勢力|剖奥行きで約 85mから]0 5 m程度が望ましいと指摘できる。また、 JE)JJ~絡
子型の街路網では約 340mから 420mの街路間隔となる口
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道路安全性については、適正範囲内で-も約 10 0 mを境に整備水準が増加しでも僅かなが
ら悪化効果が見られるD
以上のことから判断して、 矢二地区においては、勢力闘奥行きで約 95mから 120m、
正方形格子型街路網を想定すれば街路網間隔で約 380から4.80mが、rjl街路の適正整
備水準であるといえる口この街路間隔は、都d:i計画道路の補助幹線道路に対する整備モデ
ルで・ある 500m間隔よりやや高い水準で‘ある 。 また、特に地区内の地価への効果が [n~
な場合には、適正範囲内でできるだけ間隔を広く、街路網環境の防災性への効果が重要な
場合には間隔を狭く設定すればよいといえる。
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本章では、中街路の適正な整備水準の検討を目的として、中街路整備によって周辺市街
地や街路網環境に及ぼす影響を定量的に杷握する ことで、中街路整備計画を評価する万法
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を民案した。このノj法を、実際のスプロール市街地における巾街路J!?刊)1iJr; 1.lrlrj代科案の 1、V.f(困
に適用し、整備水準と評価指際怖との関辿をÝ~川刻~*比にお í1 して分析するこ とで、適正
な整備ノk唯を肥保した。なお、分析にはネットワークピクセルアレイ引地Dipl-fj報処l.Tflシス
テムを援用した。
1 )まず、 6-2では中街路三1.lrbjにおける適正ヰ整備水泳の検討を1的とした、 rl'街路格制ij
計 ~bÎの評fdli)j法をぶしたD
(1)巾街路の適正坐備水準を検討する場合、対象となる地区にとって、 その時点で、J止
低限どこに、どれだけ整備する必要があるのかを凡柑めることが主要なtJ!，(I，{で-あり、
そのためには、市街化状況や路線の rþ街路としての主要性や必要'~Eあるいは4整備優先
度を与慮、して設定されたrj1街路計Irbjが地区にもたらす影粋を辺fd:的に把縦し、それを
評価する必妥がある。
診スプロ ール市街地におけるけ1街路整備 I汁lI'ijの 号、F~lIi の視点として、間Jlldi街地及び街
路網環境に及ぼす影響を捉えるためのモデルによりIJ測した将官it効果と整備費月!との
比較によってy!(用効果最大化の観点から評価する)jt去を提案した。
2) 6 -3では、ノド章の分析対象地区の選定および11街路計画代経案の作成と各計IllJj代杯
案の物EI的指標である整備水準と狭備費川を算定した口
β分析対象地r>(は、中街路による整備効果を明確にするためその効果が顕狩にぶれる
スプロール中期の徳島市内の矢三地区を対象にし、既存の計IlIや空間確保の容易Itl:等
の路線のrn要性を考慮、して 11 の路線を設定し、それを整備 ~IJ能性の向いJI~lに累積す
ることで8つの代替案を設定した。
2¥このとき、不規則な街路網での平均的な街路間隔を示す指標として、街路網の干均
勢力問奥行きを~-案した口
fまた、各代待案の整備費用は、rl'街路の整備:trJfJr定モデルにより算定した。
3) 6-4.では、中街路整備による周辺上地の市街地形成に及ぼす影響を市街化モデ、ルに
よって築備効果として定量的に杷握することで、その空間的波及の托皮を捉えるとと
もに、整備効果と整備費用の比較から中街路の適正警備水準を検討する)j法を提案し
た。その結果を以下に示す。
心市街地形成効果として計両代詩案の整備あり ・ 無しによって/I~ じる各ピク セルの di
街化確率の五を地区内の全ピクセルについて令三| したものを L地利川和[ii~i噌進剤~*と
未利用地に対する市街化可能性の増大に苅[1した市街化増進効果を提案した。これに
より、中街路整備による市街地形成効果の空間分布やその定泣的把躍がI可能となる。
②巾街路整備による市街地形成効果の空間的波及は、整備した'11街路からl汽線距離で
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約80m付近まで・l布く'F_じ、約200m付近まで及んでいることをが分かった。
九各:奈のi'1川効果比を算定しその比較を行った結果、矢一三地rx:における市街地形成刻J
*の似}，I¥くから見たrfJ街路の適LE1整備ぷ准は、幹線街路も含めたコレクター街路の幹線
系街路密度で約4.5 km/k rfから約 5_5km/krf、勢力闘奥行きで約 115m~引)m を I1 標と
すべきことを明らかにした。
4) 6 -5では、巾街路の繋備効果として周辺 Ll也の資産価偵の変化を地価関数モデ、ルに
よって定量的に把握することで、その空間的波及を捉えるとともに、適正な整備水準
を検討する.H法を提案した口以 Fにその結果を示す。
む地価上特進効果として、計画代答案の整備あり、無しのそれぞれの場合の各リンクの
路線価を基に各ピクセルの地価を推計し、その差を地区内全ピクセルについて合計す
ることで算定する方法を提案した。これにより、中街路整備による地価への影響の空
間分布やその定泣的把慢が司能となる。
2.) rt1街路整備による地価増進効果の空間的波及は、整備した中街路から内線距離で約
60m付近まで及んでいることが分かったD
忌各案の費用効果比を算定しその比較を行った結果、矢三地区における地価増進効果
の視点から見た中街路の適正整備水準は、幹線街路も合めたコ レクター街路の幹線系
道路密度では4，__5kn泳 rf、街路の平均勢力圏奥行きでは 120m~95 mとなることを
明らかにしたD
5) 6 -6では、中街路整備による各リンク及びピクセルの街路網環境に及ぼす影響を捉
える下法を開発することで、防災性と道路安全性の視点から計州代将案を定51的に評
価する)j訟を提案した。
レ各代答案のリンク評価値の延長累加分布から、防災性については穫備水準が高くな
るにつれ安全側にシフトしていることが分かった。一方、道路の安全性については
整備水準の速いによる大きな違いはないが、 i!.に安全性がわずかに忠化する傾向がみ
られることが分かった。
2 rl1街路の特備水準の追いによるリンク別評価指標似の変化を分析した結果、道路の
安全'!ttについては部分的な対応は必要であるが、地区全体としては整備水準の変化に
よる改持は少ないことが分かった。 -)j、防災性は代替案3以降で急激に改善がみら
れることが分かったD
おまた、周辺市街地への効果について、悪化の効果をコストと見なし改背効果から差
し引くことで算定した整備効果と費用との関連を分析した結果、代替案3から 5で高
い効果をぶすことが分かった。したがって街路網環境の視点から見た中街路の適正な
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整備水準は、勢力関奥行きで約85mから 105m以内で-あることを明らかにした。
6)以Lのような各評価指標に対して得られた適正水準を総合的な悦点から判断するため
に、各評価指僚の費用効果比を全家平均値に対する比で十票準化した指紋で比較した。
その結果、 rl1街路の適正水改は評価の視点によって、適正範1mやピークの牧民ちがW:
なることが分かった。そして、これらを総合的に判断した結果、欠 i地区においては、
勢力闘奥行きで約95mから 120m 、 lE}j)杉絡 f-fI;~街路制の間隔で約 380mから
480mが「ド街路の整備水準として適切であることを明らかにできた。
7 )また、ここではネットワーク ・ピクセルアレイ型の地理情報システムをJIし、ることに
より、地区内の宅地レベルの評価や効果計測がnI能となり、本システムのrl1街路汗佃i
に対するイj用が確認できた。
8 )以 tのように、本章では、 rl街路の適正な整備水準を把握することを日的として、ベl
街路計両と竜安な 2つの指標、市街地ポテンシャルおよび街路制環境に清日してrlJ街
路整備計l町の評価方法を開発することで、{，¥白山市内のスプロールrli街地である欠 1地
以における中街路の適正整備水準を提案で-きたといえる口しかしながら、幾っか検討
する課題も残っている。
む本章では、地)j都市の都心部近郊のスプロール中期の地慌に対する適正整備水准を
提案したが、より汎用的な適正整備水準の提案を行う場合、その市街化状況の央~tJ る
地区についても比較検討する必要があるといえる口
Tさらに、本章では:rj 1街路の路線位置の設定や整備水準の異なる計阿代替案の作成に
は、中街路の~要性や周辺市街地・街路状況などから定性的に行った。ここで提案し
た整備水準の検討方法によってその地区比l絞を行う場合、こうした路線の竜要度や必
要度あるいは坐備困難皮などについて定足的に判断する万法を開発する必要があると
いえる。
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第7章 中街路整備による開発利益の計測と中街路計画の評価
7 -1 概説
本章では、 r1]街路整備における開発利益還冗や費用負担のあり)J-について検討する a環
として、巾街路整備による開発利益に若日した巾街路ヰ整備計11sの評価を試みるO なお、本
zpでの分析にはネットワーク・ピクセルアレイ1型地理情報システムを使用する。
可体的には、まず7-2では、中街路整備における効果の流れから主体別受益計測のJ5・
え方を示す。 7-3では、まず第5章で開発した地価関数モデルおよびrJj街化モデ、ルを月j
いることで、 t地医画の固定資産税評価額を算定するモデルを構築する。そして、中街路
整備による自治体および土地所有者の各主体別の受位を、固定資産税の税収増加および地
価上昇の視点から計測するモデルを提案する。そして7-tJ.では、この受主主計測モデルを
用いて、実際のスプロール市街地における整備水準の異なるいくつかのrl街路計阿代将案
について各主体別の受益を計測することで、中街路発備による開発利益に着[-1した巾街路
計画の評価を試みる。ここでは、中街路整備による各主体別受益への影響を捉えるととも
に、向治体による中街路整備を想定した場合に開発利益をどの程度同収できるのかを定泣
的に杷握することを試みる。履後に、 7-5では本章で得られた成果と今後の課題につい
て整理する。
7-2 中街路整備における主体別受益計測の考え方
7-2-1 整備効果の流れと受益主体
第5章でも述べたように、巾街路整備による効果は、街路環境や市街地環境の向1:とと
もに接道条件の向上に伴い市街地形成のための条件、すなわち市街地としてのポテンシャ
ルの向上をもたらすことで、中街路を骨格として市街地が形成される。この市街地ポテン
シャルは、上地を市街地として利用する上での条件をぷわす 1つの視点といえることから、
その向上はし 1わば土地利用者に対して牛じる効果といえる。
こうした市街地ポテンシャルへの効果は、 A般に地価上昇の形で顕在化するといわれ、
土地の所有者に対して資産利得を生じさせるロ土地の売却や土地評価の際に、それが上地
所有者への受益となって現れる。
さらに、中街路整備による市街地形成は、周辺の!二地に対して家屋の立地や人口増加を
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もたらすとともに、士地所有与に対する地価 1-.昇はその資産価値の増加をもたらすロした
がって、これらの効果は街路の整備主体である地庁臼治体に対して税収培加の形で波及す
るといえる。
街路整備が税以に及ぼす影響について、常川 1)は、街路事業と税以との凶果関係を整理
することで、街路整備が白治体への効果として固定資産税に波及することを示し、実際の
道路整備事業における整備区間沿道の固定資産税評価額の年次変化を街路整備あり ・な し
それぞれの場合について分析することで、道路整備が同定資産税評価額を上昇させること
を夫JlE的に明らかにしている口また、[lil定資産税は、 rn町村税収の約35 06をrLjめ九そ
れが'In久的な財政収入となる。このことは、 rl1街路のような地以施設の煙備を行う地)i(1 
治体にとって、整備財源として竜安な部分を，1iめているといえる。
7-2-2 中街路整備による主体別受益の計測
士地利用者に対する受益は、街路整備による上地の市街地としての利用価値増加により
計測できるロしかし、こうした市街地ポテンシャルは、ある仮定の広で・すべて地価に焔Xj"
するというヘド、ニックアプローチ 3)の考え)jによれば地価に反映されることから、 仁地利
用占の受益は i二地所有与の受伎に含有されることになる。したがって、この市街地ポテン
シャルの向上は上地所有在の受益として計測されることになる。
rl治体に対する受益は、税収上重要な視点となる同定資産税の増加により計測できる。
固定資産税は、家昼の評価額および上地の評価額によって算定される。巾街路整備による
市街地形成効果は、家屋の立地を促進させることで家屋評価額を桝加させる口 一万、地価
増進効果は k地の資産価値を i二昇させ、土地評価額を増加させる白このことから、中街路
整備が自治体に及ぼす効果は、家屋および上地の評価額の増加により計測できるといえ、
それによって算定した税収用加分が向治体への受益となる。
土地所有者への受益は、街路整備による k地資産価怖の増加としてt汁測できる。このと
き生じる受益の計測は、本米は市場価格を用いるのが妥当といえる。公示地価や悲準地地
価あるいは路線価等は土地評価用の地価であるが、間接的には市場価格を去現していると
いわれている 4)ことから、これを市場地価として用いることができるとA考えられる。
都市施設整備による受益を計測した研究は幾つかみられる。 '-p川ら 5)は、幹線道路整備
の主体別便盆と負担を主体別に計測している。また、肥田野ら 6)7)は、中規模公園や複合交
通空間の地医施設整備による効果を資産価値法により計測しているほか、都市間交通施設
整備がもたらす便益についても計測している 九 しかしながら、ヰ1街路のような地区施設
整備における受益の実証的計測の研究は見あたらない。
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7-2-3 分析の枠組み
そこで本市では、仁地所有，(fおよび円治体を ql街路~friÌi r~ 1-lhiにおける叉吐主主体とみなし、
存主体別にlj:_じる受益をそれぞれ地価 1-_升および同定資政税税収1'ftJI]の悦.r.'、ゆ1らIrI測する
モデルを開発する。そして、 rl街路千整備による開発利佳におけして『汁Irhiを，WfuJiすることで、
中街路整備による1::体別受住への影粋を捉えるとともに、開発利侍ilJe、YtJI f! .}flのあり
Jjについて知|兄を得ることを試みる。 JL休的には、以ドの枠組みで分析を行う。
まず、第5(t'i:で開発した地価関数モデ、ル及び、rlj街化モデ、ルをJlHi t.こ1-.1也および家同の[I'il
定資産税評価額算定モデルを開発する。そして、この却価額~:定モデルから rl1街路柊備に
おけるn治体交誌である税収増加を推計するモデルを構築する口さらに、地価関数モデル
から算定できる L地評価額により士地所イ]-(5-受益を推計するモデルを構築する。
そして、分析対象地区に対して祭備水準を変化させた中街路言1I酎代将京を作成し、それ
ぞれについてヒ地所有在およびn治体への受益をモデルを用いて計測する。その受鋒にJk
づき、主体別構成比や空間分布から rjl街路整備の主体別受益に及ぼす彩符について検討す
るD さらに、白治体の全額負抱で中街路整備を行った場介を旬、定し、 l'j rfi体への受益と整
備費用との関連から中街路計画における事業主体としての口治体への開発利低還止の校皮
を定量的に担保する。
本軍では、スプロール市街地を対象地区として徳島市内から地区の火、ドが{主宰地域およ
び住居地域である矢 一三地l天を選択した。なお分析には、街路網と土地利月]分布および施設
配置をネットワークとピクセル構造で取り扱う簡便な地理情報システムを利用した。この
とき、上地利用は、都市的 1-:.地利用のなされていない農地や宅地等を木利用地、それ以外
を市街地とした口
7 -3 主体別受益計測モデル
ノド節では、 rl'街路整備による主体別受佼を計測するためのモデルを開発する。
7-3-1 地価関数モデル
へドニックアプローチの与え方に基づいて、徳島市内のスプロール市街地を対象に、 1991
年の相続税路線価と街路網特性との関述分析から得られた第5JFの地価関数モデルを用い
るD このモデルによれば、地区内の科街路の街路特'If[:、沿道特性および接近特性を知定す
ればその相続税路線価を推計できる。 一方、地区内の 1'.地医l出iの相続税路線価は、長寄り
リンクの相続税路線価とその評価額算定用奥行き価棉補正2終から概算する。モデ、ル式をぷ
7 -1に不すD
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表7-1 地価関数モデル
Ln(LVi) = 7.92428 + 0.05250・Ln(Xil)+ 0.31080・Ln(Xi2)
-0.01503. Ln(xi3) -0.03215・Ln(Xi4)+ 0.04719・Ln(XiS)
+ 0.10843・Ln(Xi6)+ 0.21597. Ln(xi7) + 0.09978. Ln(xi8) 
+ 0.l2953. Ln(xi9) -0.36737・Ln(XilO)-0.01427・Ln(Xill)
-0.05350・Ln(Xil2)-0.14036・Ln(XiI3)
LVj = LVlj. f(Lj) 
ここで¥
LVi リンク iの相続税路線価(千円/m2)
Xi リンク iの特性値 {Xil:街路幅員(m)，Xi2:幹線街路ダ
ミー， Xi3:袋小路ダミー， Xi.+:ランク， Xi5:孤立幅員(m)
Xi6 :近隣商業地区ダミー， Xi7:商業地区ダミー， Xi8:準
工業地医ダミー， Xi9 :第2耗住専ダミー司 XilO:都心への7
円ス時間(秒)， Xill :コレクト街路へのアクセス時間(秒)， Xi12:最
寄シ3i t 0')ゲ、CTへの円以距離(m)，Xi 13 :最寄小学校への71セ
ス距離(m)}
LVj :上地区|阿 jの相続税路線価 (千円/m2)
町)奥行き価倍補正率関数
Lj 土地区画 jの最寄りリンクまでの直線距離 (m)
LVり.上地区阿 jの最寄りリンクの相続税路線価(千円/m2)
7-3-2 市街化モデル
集散街路や前面道路へのアクセシビリティの高さが市街地増加やその分布に影響を及ぼ
していることを確認したうえで、街路網特性やアクセシビリティの向上と上地医画の未利
用地から市街地への変イじ (市街化とよぶ)との関連分析から得られた第5章の市街化モデ
ルを用いる。このモデルによれば、各土地区画の街路条件によって、木利用地がその後に
市街化するか否かの確率を予測することができる。そこで、この碓挙が50%以上であれ
ば未利用地の土地区画は市街化し、それ以外では市街化しないと想定すれば、その時の市
街地分布を予測できる D ただし、ここでは期間内に市街化する土地面積から求めた 1年間
の市街化面積 (市街化速度と呼ぶ〉は、地区内の未利用地が全て無くなるまで一定と仮定
する。モデル式を表7-2に示す。
表7-2 市街化モデル
Pi二 exp(Ui)
1 + exp(Ui) 
Ui二一0.02629.yil -0.00280・yi2-0.00270・y日
-0.00162・yi4-0.18886・yi4+ 0.45865 
ここで¥
P i : 1980年--1989年にかけての L地区阿 iのdf街化路本
y i f二地区Idliの 1980年市街化特性航 {y i 1 : lij I[1I街路
幅員(m)，y i2:最寄り商J~~街 ・ス_1\0 へーのアクセス時間(秒)，
y i3:蚊寄り 主要!天画街路から1レクト街路へのアクセス時間
の差， y i-+ :前面街路から此寄りヒ妥区画街路への77+.
ス時間(砂)， y i5 :前面街路への距離の改善ダミー)
7-3-3 家屋の固定資産評価額
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地区内の市街地面積は、家屋に関する固定資産税評価総額に大きく関与しているとJSえ
られる。そこで、本研究では地区内の市街地面積から家屋に関する同定資産評価額を計測
する表7-3のモデルを提案する。
表7-3 家屋の固定資産税評価額算定モデル
Hv = Cbu. Cf. Cα.UR 
ここで、
1 v :地区内の全家屋に関する固定資産税評価額 (千円)
C bu :単位延べ床面積当り家屋評価額 (千円/m2)
C f :単位宅地面積吋りの延べ床面積 (ぱ/ぽ)
C a :市街地に占める宅地面積の割合
じR :地区内の総市街地面積 (m'つ
このモデルでは、市街化モデルにより推計した地区内の市街地分布からrlj街地総面積を
算定することで、地区内の総延べ床面積を予測し、そこから同定資産税評価総額を算定し
ているロ地区内の総市街地面積は、市街化モデルにより計測する。以下に、各係数の推定
結果を示す。
図7-1は、 1992年の徳島市都市計画基本調査データをもとに都市的利用地 (ここでい
う市街地にあたる〉の土地利用穂別別構成比を示したものである。これによると、定地面
積は、総市街地面積の約74%を占めていることが分かる。さらに、関 7-2は、分析対
象地区の矢一三地区を含む住居系の調査区を選定し、調査区内の総定地面積と総延べ床面積
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との関連を単回帰モデルによって分析したものである。これによれば、宅地面積 100に対
して約63の延べ床面積になることがわかる。すなわち、容積率で約63%を示しており、
地区内のほとんどが2種住寺および住居地域で、周囲に多くの残存農地を有する低層戸建
て住宅の多い地域であることを考慮すると妥叶な111~であるといえる D
万、図 7-3は、徳島市市税概要 (1992年、 1993年、 1994年〉をもとに、徳島市内全
家屋延べ床面積とその固定資産税評価額との比 (単位延べ床面積当り評価額〉を示したも
のである。年次間で大きな差はなく、 3年次の平均値は約 37， 000円である。
単位延べ床面積当り
家屋評価額(干円/ni)
50 
36.564 37.844 38.555 
30 
20 
10 。
1992年 1993年 1994年
?????
?
???
??
?
? 。
図7-3 単位延べ床面積当り家屋の固定資産税評価額 (徳島市市税概要)
7-3-4 土地の固定資産評価額
1-.地に関する同定資広税評価額を決定する路線価は、 {.地が木利JI地か介かによって.n
なる (徳島市内の市街化医域内農地は、すべて宅地>IIi.み課税されているが、日j1mの詐価額
は宅地造成~~として 一作に、 1 rT ¥liり旧は 5.350PJ、畑は 3.250円減額されている〉。 そこ
で、表7-1の式を提案する。このモデルでは、地価関数モデルにより推計した 1".地灰田i
の相続税路線価から予測した国定資産税路線価とそれが木利用地かどうかによって七地の
同定資産税評価額を算定するロそして、これを地灰内の全仁地区1fbiについて合計すること
で、地Pくの総評価額を算定する D
表 7-4 土地の固定資産税評価額算定モデル
図7-1 都市的利用地に占める土地面積構成比 (]882年徳島市都市計画基本調査)
Aザ=Aj. (Cr. LT] -DecF) 
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ゾ
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ここで¥
A S j 士地区画 jのt地に関する固定資庇税評価額 (千円)
Aj 上地区阿 jの上地面積 (ぱ〉
o ccF : t地利用精別別の評価額減額単価 (千円/ぱ)
市街地-0/木利用地 (田畑〉 減額
C r 相続税路線価に対する同定資産税評価用路線価の比
L ¥" j 仁地区画 jの相続税路線価 (千円/m2)
L v :地区内の全上地に関するInj定資産税評価額 (千1])
図7-2 宅地面積に対する延べ床面積の割合 (1892年徳島市都市計画基本調査)
以下に、係数Crを推計した結果を示す。ここでは、徳島市内の住居系の地区 (矢一三地
区を含む)内にある地価公示標準地の住宅地における 1991年から 1994年の各年次の相続
税路線価および同定資産税路線価から両者の関連を分析した。
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図7-4は、 3年ごとに見直される固定資産税路線価と公示地価との関連を単回帰モデ
ルによって分析したものである。両年次ともこれらの関係に多少のばらつきはあるものの
高い相関を示しており、公示地価に対する固定資産税路線価の割合は、評価換え以前の 1991
年度で約 25%、評価替えされた 1994年度で約66%を示していることが分かる。図 7-
5は、公示地価と相続税路線価との関連を分析したものである。相続税路線価は、同税局
発行の 1992、1993、1994年度の財産評価基準書路線価図から調奈した口いずれの年次でも
高い相関が見られ、公示地価の約 80%が相続税路線価となっていることが分かる。これ
らのことから、相続税路線価と同定資産税路線価との関連を去7-5にまとめる D
固定資産税路線価(千円/m) 固定資産税路線価(平円/ポ)
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100ι R
2 = 0.9491 100 
。 。。 100 200 300 。 100 200 300 
公示地価(午円/m) 公示地価(千円/m)
図7-4 固定資産税路線価と公示地価との関連
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公示地価(千円/ば) 公示地価(千円/ば)
相続税路線価(千円/m.)
300 
地価公示標準地(1994年)
ロ
200 
100 
。
o 1∞ 200 300 
公示地価(千円/ば)
図7-5 相続税路線価と公示地価との関連
表 7-5 相続税路線価と固定資産税路線価との関連
1991年 1992年 199:3年 1894年
公示地価に対する割合 相続税路線価 0.8072 O.8lJ:3 0.808:3 
固定資産税路線価 0.24G4 < 〈 0.GG59 
相続税路線価に対する 固定資産税路線価 0.:305:3* ‘?ー 0.8之:38
割合
*) 199-l年の見直しまでは 1991年の評価額のままであると仮定して、同定資産税路線価は
1991年時の値を用いて計算した。
以上のことから、本章では固定資産税評価額の算定に表7-6に示すような各係数の怖
を用いることにするD このとき、相続税路線価に対する固定資産税路線価は、 1992年時点
の 0.3053を用いることにしたため、公示地価に対する同定資産税評価額の比率は表7-5
から分かるように約 25%である。また、家屋及び土地についての固定資産税評価額の比
率を、1992年度、1993年度の市内の実績値およびこのモデルにより推計した矢三地区(1991
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年)の予iJ!1J伯についてぶしたものが凶 7-6である。矢て地区が郊外の比較的まだ多くの
農地が銭存する地[ズであることを巧えれば、 rti全域に対する傾向と比較的合致しているも
のといえる。
価のn然哨に関わらず整備による現境改iI;-の利皮はほぼ・定であると仮定すれば、特例イi
りの場合と無しの場合の地fd日のぷはm川開始以降は IどになるとJ5・えられるロ 地価卜.'dは、
似[7-8のように仮定できる。
表7-6 固定資産税評価額算定用係数の値 市街地面積
係数千; 定数
じbu :1()月fl1(千flJ1m') 
l l' O. (;2;")1 
仁川 0.7:151 
D c F .) :日OO(了ーIj/m') 
C r O. :30;3:3 
地区
面積
劉概し時の変化 l
供用
開始
??「』?
??
」?
?
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-家屋 口土地
図7-6 固定資産税評価額の比率
図7-7 想定した中街路整備による市街地増加
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?7-3-5 中街路整備による受益計測モデル
( 1 )自治体の固定資産税増収効果計測モデル
中街路整備は、地区内の市街地増加や地価上昇をもたらす。それにより地灰内の同定資
産税評価額が増加し、自治体に対しては税収増加をもたらす。ここでは、これを便宜的に
自治体の受益と見なすことにする。固定資産税の課税標準は、実際には評価額から幾つか
の軽減措置を施された結果決定されるものであるが、ここでは軽減捕置はなく評価額がそ
のまま課税標準になると仮定する。
中街路の供用開始後ある時点での市街地増加は、図7-7に示すように、整備なしの場
合とあり場合の地区内の市街化速度の差によってもたらされると考えられる。また、その
市街化速度は供用開始後は 一定であると仮定しているため、その市街化は未利用地がなく
なるまで進行するロ 一方、地価上昇は地区内の環境改善によってもたらされる。このため、
地区の街路網環境が中街路整備によって供用開始時点で一挙に改善されるとすれば、中街
路整備による地価上昇は供用開始時点で一気に生じると考えられる。さらに、その後の地
図7-8 想定した中街路整備による地価上昇
以上.のことから、 r街路4整備による i二地及び家Ji{の評価額の土台分は、市街地増加及び地
価 l~列を IDI節のモデルに適月jすることで算定でき、さらに税率を掛けることで同A己資比悦
の明収を算定できる。また、税以は供川開始以降の才千年において'tじるものである。した
がって、 r1街路穫備によるr'l治体の[Jil定資産税増以効果は、供月j開始から各年に生じた哨
収分を累積することで算定できる。そこで、ぷ7-7にぶすような供川開始から y年後の
税収哨)JI{l3 G k ( y) }および'1街路整備による供川開始n年後のr'1治体のよ押収効果を，H'
測するモデルを情築した。ただし、各年のよ弔哨日将1収完叙効J; !-果R はネ村社1:会的割引本によつて供月用j 開始E、ιI;~
の現在価イ合他|直立に，古割占却訓lリり戻しているロ
このとき、地価と昇の仮定より l二地区阿 jの相続税路線価の明額 (δL¥}.j)は供用開始
直後から +定であるため、経過年数 (y )とは無関係となる。これにl判、上地の問定資産
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税評価額も A定となる。 一方、市街地面積の増分は供用開始からの経過年数によって変化
するため、家屋の固定資産税評価額も経過年数によって変化する。
表7-7 供用開始から γ年後の固定資産税増収および自治体受益の計測モデル
~ BGk(y) 
Bk(n) =エーーで了
y吋l+rY
BGk(y)二 TR.{dLv+dHν(y)} 
dLvニエ(AS，ゎ.-ASoj) 
jε地区内
ニエ{Aj'Cr. (LVi匂-LVoj)} * 1 
jε地区内
ご I(Aj.Cr・δ"，[Vkj)
jε地区内
dHν(y) = Chu. Cf . Ca. OAk(y) 
loH北.y
OAk(y)ニイ
|δiHvk' yl-dHvO・(y-yl) 
ここで、
[y三yl]
[y > yl] 
B k (n) :代替案kの供用開始から n年後の自治体受益 (千円)
BGk (，) :代替案kの供用開始から y年後の固定資産税増収 〈千円)
r 社会的割引率
TR:税率
dLv 代替案kの供用開始から y年後の上地の固定資産税評価額の増分
dl[v (y) :代替案kの供用開始から y年後の家屋の固定資産税評価額の増分
A S kj:代替案kによる土地区画 jの土地の固定資産税評価額(千円)
L V kj:代替案kによる土地区画 jの相続税路線価(千円/肘)
δL vkj :代替案kによる土地区画 jの相続税路線価の増額 (千円/m'つ
δA k (y) 代替案kによる市街地面積の増分 (m2) 
δ日vk:代替案kによる市街化速度の増加分 (ぱ/年)
d 1¥'0 :整備無しの場合の市街化速度 (ぱ/年)
y 1 .代替案kの供用開始から市街化完了までの年数 (年)
A j :上地区間 jの土地面積 (m2) 
C r :相続税路線価に対する固定資産税評価用路線価の比;事
C bu : li1位延べ床而積あたり家屋評価額
C [ :単位宅地面積あたりの延べ床面積
C a 市街地に占める宅地面積の割合
*1)地区内のすべての上地が市街地であると想定した場合
( 2 )地主の受主主計測モデル
地tの受益は、中街路整備によりもたらされる地価上昇から算定できる土地評価額の増
分であるD 図7-8に示したように、供用開始後の地価上昇は供用開始直後の増分のまま
定となるロこのため、供用開始直後の土地評価額の増分は経過年にかかわらず変化しな
い。すなわち、供用開始直後の土地評価額の増分が中街路整備による開発利益の全て(開
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発利益総額〉であるといえる。
方、この土地評価額の増加は、その分だけ同定資産税も増加させ、地主は毎年評価額
の増分だけ税金を納めなければならないことになる。したがって、供用開始からある時点
での地主への純受益は、供用開始直後に生じた総受益からある時点までに支払った税金を
差し引いたものになる。このとき受益は、できるだけ実勢価格に近づけるために、公/j';地
価レベルの土地評価額を計測することにする D 表 7-5にぷしたように、公示地価-lに
対して相続税路線価の平均値は 0.8072(1992年時点)であることから、相続税路線価=1 
に対して公示地価は約l.239となる。以上のことから、ぷ7-8にぷす地主の受益計測モデ
ルを構築した。図 7-9に、地主受益の経年変化の概念闘を示すロ
表 7-8 供用開始から n年後の地主の受益計測モデル
二!.TR.dL 
BLk (n) = dDBkー ア μ 
月(1+ r)Y 
dDBkニエ(DBlq.-DBoj) 
/E地区内
DB勾二 Aj.Ck. LVkj 
dLv二工(AS勿-ASoj) 
jε地区内
ここで¥
ニエ{Aj'Cr. (LT匂-LVoj)} 
jE地区内
= 工(A;・0・oL，匂)
jε地区内
B L k (n) 代替案kの供用開始n年後の上地所有者受益 (千円)
d DB k:代替案kによる公示地価レベルの土地評価額増分 (千円)
r 社会的割引率
TR:税率
o B kj :代替案kによる上地区阿 jの公示地価レベルの土地評価額(千円〉
A j :土地区画 jの土地面積 (m2) 
C k:相続税路線価に対する公示地価の比率 (1.239)
L V kj:代替案kによる土地区阿 jの相続税路線価 〈千円/mつ
d L v 代替案kの供用開始から y年後の七地の固定資産税評価額の増分
A S kj:代替案kによる土地区画 jの上地の凶定資産税評価額(千円)
C r :相続税路線価に対する固定資産税評価用路線価の比率
δL ¥"kj :代替案kによる t地区阿 jの相続税路線価の増額 (千円/mつ
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7-4-1 中街路計画代替案
本節では、徳島市内の矢二三地区に対する巾街路計，oJIとして、 1980'rr-Hι点でrl街路(幅J.i8 
m)の整備が完 fして供用を開始することを惣定し、その後の市街地分布や地価分布をもと
に、各主体別の受主主を計測することで，rl街路4整備計ドtJjの，¥'Ffrliを行う。3笹侃'J/1<1I':の児なる，il・
|町代替案は、第 6y'=において設定した 8つの案をJlJl'ることにする。 凶7-1 0に、 19りl
年時点の街路網及び上地利用の状況と 8 つの 1汁，mj路線の位 tnを/]'~す o ぷ7-1 0に、各代
答案の整備水準及び整備費用を不す。
地主受益
、ー ー -ー 一
?
?
?
?
??
?
???
図7-9 地主の受益の経年変化の概念図
Ckニエ(346・J_i+ 19、186.Mi + 1.472. Vi . A i) 
j 未利用地
亡ゴ 水面
街路幅員
Qm -2. 7m
2. 7m -4. Qm 
4. Qm -6. Qm -6. Om-8. Om 棚糊幽 8. Qm-.， 計画路線
7 -3 -6 整備費用算定モデル
樫備費用については、第5章で開発した去7-9にぷすモデルを用いて算定する口
表7-9 整備費用算定モデル
ここで、
C k :代梓案kの牲備1-a'JfJ (千円)
L i :路線 iの延長 (mJ 
¥1 i :路線 1整備に必要な移転家屋戸数 (戸〉
Vi 路線 lの相続税路線価(1991年)(千円/ぱ)
Ai 路線i予定備に必要な用地面積 (m:つ
7-4 開発利益に着目した中街路整備計画の評価
N 
本的では、 rl'街路整備における主体別受益に及ぼす影響を把握するとともに、中街路樫
備計阿における事業主体としての自治体への開発利益還見の程度について検討するD 具体
的には、徳島市内のスプロール市街地において整備水準の異なる幾つかの計画代特案を設
定し、それぞれについて t地所有者および自治体への受益をモデ、ルを用いて計測する。そ
の受益に基づき、 主体別構成比や空間分布などから中街路整備の主体別受益に及ぼす影雛
について検討する。さらに、自治体による全額負担での中街路整備における開発利益還元
および土地所有者受盆の整備費用との関連から中街路計画を評価することで、税収や費用
負拘の違いによる事業主体としての自治体への開発利益還元の程度を定量的に把握する口
500 m 
図7-1 0 街路網及び、土地利用の状況(矢三地区 1991年)と計画路線
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表7ー 10 計画代替案の整備水準及び整備費用
計画代替案 整備水準 整備費用
道路密度 勢ノ1圏奥行き
(km/km:2 (m) (百万円)
整備無し :121 155.69 。
:3.54 14l.12 1.:307 
2 1.:32 115.74 :1.69:3 
3 4.72 10:"5.98 4.647 
4 5.12 07.7:3 5.820 
:J ろ :~O 81.:~G 8，160 
G 6.18 77.11 D.587 
7 G.7:5 74.09 10.21:1 
8 6.89 71.49 10.900 
7-4-2 主体別受益計測の基礎情報
ー体別受主主計測のための各案の基礎情報を表7-1 1 にぷす口市街化速度は、供用開始
後 11年経過したとき (1991年)の市街地面積を推計することで算定したロここでは、第
5章の市街化モデルにより算定できる 1980年から 1989年にかけての地区内の土地区画の
市街化確率を 1991年に拡大することで、1991年時点で整備無し時に未利用地でこの市街化
確率が50%を越える上地区画を市街地と見なし、 1991年の市街地分布を推計した。市街
化完 f年数は、供用開始直後の未利用地面積と市街化速度から算定したD
中街路整備による開発利益総額は、前節で示したように土地評価額の増分であり、それ
は供用開始後はどの時点で推計しても同じになると仮定したD そこで、第 5章の地価関数
モデルにより 1991年時点の街路網に代替案を整備した場合と無しの場合の土地区画の相続
税路線価をそれぞれ推計することで土地区画の地価上昇を推計する。それをもとに公示地
価ベースの土地評価額増加を算定し、各代替案の開発利益総額を推計した。
表7-1 1 主体別受益計測の基礎情報
計画 開発利益 市街化速度 市街化完 f
代替案 総額 (m2/ 年〉 年数
(百万円) 1991年時 増分 供用開始後
整備無し 。 :3，391 。 182 
1.411 4，100 709 ]50 
2 9司606 4，682 1.291 132 
3 11.043 5.127 1.736 120 
4 1:3句299 5，218 1.827 118 。 14.007 6.827 3‘436 90 
6 15，146 7.100 3.709 87 
16，008 7，264 3噌873 85 
8 17，496 7.609 4.218 81 
ただし、供用開始 (1980年)時点の末利用地面積は 616.500m2 (市街地面積は1.370.600m2) 
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税収増加計測のための税率は、ここでは現ι徳島 rljで‘設定されている[，~i定資沌税の税;~
( 1.4%)および都市計画税 (0.275%)を合わせたものをJtJ~ ，ることにするD さらに、 rf1街
路の償還年数L:t" -般に住区内街路は維持・符用費等が少ないとJ5・えられるため、ここで
は50年とするロそして、臼治体受誌である税収明加は、供用開始時点の.EJl{f価i1に;切り
反した偵を算定することにする。このとき、社会的合1]引率は5Ooと似定するD
表 7-1 2は、表7-1 1の市街化速度をもとに供用開始から 50年後のそれぞれの土
地面積および供用開始時の未利用地而積に r1iめる市街地変化した L地の;制作 (rli街地増分
率)を算足した結果である口薙備無しの場合で償還期限内に木利JIj地の約 28 00が市街地
変化し、その時に市街地面積は 1.540.145ぽになっていることが分かるD また、代料案4で
は、供用開始時の未利用地の約 42%が市街化し、そのうちの約 15 06がrl街路3整備によ
って生じていることが分かるD
表 7-1 2 土地面積推計結果(供用開始から 50年後)
計画 士地面積 (mつ 市街地増分率
代替案 未利用地 市街地変化した上地 市街地 市街地変化 '11街路整備
中街路整備 整備無し時 した全上地 による上i由
供用開始 616.500 1.:370.600 
整備無し 446‘95.5 。169.545 1.:370β00 27.50% 0.00% 
411.500 :35.455 169、ら45 1.:170.600 ;1:3.25% 5.75% 
2 :382.409 64，545 169.545 1.:370.600 :37.97% 10.47% 
3 :360，1:36 86.818 169.545 1.:370.600 41.58% 14.08% 
4 :355.591 91司:364 169.545 1，:370，600 42.:32% 11.82% 。 275. J :36 17J .818 ]69.545 ]‘:370.600 55.:37% 27.87% 
6 261、500 185.455 169.545 1司:370.600 57.58% 30.08% 
253，:3U3 193.6:36 169、545 i司:370可600 58.91% :31.41 % 
8 2:36.04.5 210.809 169.545 1.:170.600 61.71% :34.21 % 
また、自治体の税収増加のうち、家屋にかかる増収分は新しく建設された家屋の同定資
産税分である。一方こうした家屋の増加は、居住者が増加することにより円治体に行政負
担を生じさせると考えられる口そこで、ここではこの家屋にかかる増収分は、居住占が行
政サービスを受けるための負担と考え、中街路整備による受誌とは考えないことにする口
このため、「ド街路整備における各主体別受益は、それぞれ上地討価額増分 〈上地に対する
開発利長〉と土地に関する税収増加により算定することにする。つまり、臼治体受益は([自
治体受盆]= [土地に関する税収増加])、土地所有省受佼は([上地所有者受益]= [上
地に対する開発利益] - [上地に関する税金])となり、それぞれの受益の和は税収制度
等にかかわらず常に一定(上地に対する開発利益〉となるD
164 第7青空 中街路整備による開発利益の計測と中街路計|由jの評価
7-4-3 中街路整備の主体別受益に及ぼす影響
現行の税以制度のもとで中街路整備が主体別受益に及ぼす影響を捉えるために、各主体
別受益を算定した結果を表7-1 3にぷす (参考値として家屋に関する増収効果も示す)。
ただし、ここでは中街路ヰ整備によって生じる受益について検討するために、整備無しH手の
土地利用をもとに分類した木利用地及び市街地別に各主体別の受任を推計した。この時、
中街路整備によって市街化する上地は木利用地に含まれ、また整備無し時にも市街化する
土地は市街地に含まれる D
表7-1 3 主体別受益算定結果(税率1.4%)
計|函| 自治体の受益 地主の受益 合計 家屋によ
代替案 未利用地 市街地 合計 未利用地 市街地 合計 る増収
整備無し
61 64 125 499 787 l、286 l.411 59 
2 :316 442 758 :1，426 5.422 8‘848 9，G06 108 
3 405 47:1 878 4.:360 5‘805 10‘165 11.04:3 145 
4 496 554 l.051 5.146 6.80:3 12.249 1:3、299 152 
D 571 575 l.147 5.80:3 7、058 12.861 ]4‘007 287 
6 627 61:3 1.240 G.:382 7.524 1:3.90G 1.5、14G :309 
656 654 l‘:309 6.671 8.029 14.699 16.008 :32:3 
8 729 701 1‘430 7.463 8.60:3 16.066 17.496 3521 
単位:百万円
計画 単位面積あたり受益
代替案 自治体 土地
(千円1m2) 未利用地 市街地
整備無し
0.06 1.12 0.) 1 
2 0.:38 7.G6 :3 52 
0.44 9.75 :3.77 
4 0.53 12.18 4.12 
り 0.58 12.98 4.581 
6 0.62 14.28 
0.66 14.92 5.21 
8 0.72 16.70 5.59 
凶7-] 1は、中街路整備による仁地所有者受益の空間分布を見るために、整備したけ1
街路からの直線距離帯別に 1rf4りの上地の固定資産税詐価額の増分を算定し、その分布
を各代梓案について示したものである。全ての案で、約 70m付近までは評価額が大きく
増加しており、それ以降約 170m付近まではわずかにみられ、それ以降はほとんど見ら
れないロしたがって、土地所有在に対する受益は、整備中街路周辺に集中的に生じおりそ
れは中街路から離れるにしたがって低減していることがわかる。
， / ，
rc ー -〆 一 回
整備中街路からの直線距離 (m)
図7ー 11 土地所有者の開発利益の空間分布 (固定資産税評価額ベース)
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図7-1 2は、中街路整備による開発利益総額に占める各主体別受益の情成比を、中街
路整備水準の異なる各代答案別に示したものであるロ円治体受益である税収増加は、整備
水準にかかわらず総受益の約 1OO(iを示していることが分かるD また、上地所有界に対す
る受位の割合は、市街地地主が全体の約5000を市めていることが分かるD このことから、
市街化七地を含む未利用地地上の受益よりも市街地地 I:に対する受持の方が多く生じてい
ることが明かとなった。開発利低総額は各案で経年的に一定であることから、税率や償還
年数を変化させた場合、自治体の割合が変化することになる。さらに、地主に対して受益
者負担を徴収した場合、地主の受益は負但分減少し、対するドl治体受径がその分明加する
ことになる。したがって、この自治体受益の比率が現状の制度における辰低限の構成比と
なるとともに、この制合が中街路整備による臼治体への開発利主主送ノ亡の程度の lつの側I耐
を示すといえる。
さらに図7-1 3は、主体別の受益の比較を行うために、 1niあたり受益を各代替案に
ついて主体別に示したものである。これによれば、単位而積あたり受佼は市街地よりもrlI
街化土地を合む未利用地の万が大きく、両宥の問には受益に約2倍以ヒの開きがあること
が分かる口
以上のことから、矢二地区での中街路整備による開発利益は、その約5006が市街地地
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主に生じ、約 10%が自治体の税収増加へ、残りの約40%が末利用地地主に生じている
ことが明かとなった。 一方、各主体別の単位面積あたり受益の比較からは、未利用地地
への受益が巌も大きく、中街路整備は未利用地地主に対して大きな影響を与えるといえる。
このことは、中街路整備においては今後市街化の予想される土地地主への費用負担の重要
性を示すものと考えられる。
25% 
0% 
代替案 1 234 5 6 7 8 
ロ自治体 コ来利用地 己市笥地
図7-1 2 主体別受益構成比
単位面積あたり受益(千円/m')
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10 
5 
0 しよ豆=
代替案 1 2 3 4 5 6 7 8 
ロ自治体 J禾利用地 乙市街地
図7-1 3 主体別の 1附あたり受益
7-4-4 中街路整備における開発利益還元の程度
次に、 flif体による全額負担でrj-l街路を整備した場合を想定して、 rl治体への固定資応
税による還えを ~jlllにして整備費用に対してどの程度の利益還元があるのかを定量的に捉え
ることを試みるD ここでは、現行の固定資産税の税収制度をもとに幾つかの還元方法忽定
して、中街路整備による税収増加および土地所有者の残存受益を推計する。このとき、償
還期限内に市街化する地主の受益は、前節における未利用地に生じる受益および市街地に
生じる受益からそれぞれの土地面積に対する期限内に市街化する土地面積の比によって配
分することで算出したD
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( 1 )現行制度における開発利鋒の還元
表7-1 4は、現行制度における開発利従還元と残作受住を算定した結果である。関 7
-1 1は、各案について開発利往還元額および残存受佼の整備費川に対する比を算定し積
み上げたものである。同定資産税による還元のみでは、者冬備費Jtの約 1O，.._ 2 OOofIi皮し
か賄えないことが分かる。ただし、これは表 7-5にぷすようにPil)_己資産税評価路線価が
公示地価の約3割 (=0.3053=0.2464/0.8(72)棺度のHι点でーの算定結果で・ある。そこで、現イi:
行われているような約7割り科度まで引き仁げた場合の算定結呆をぷ7-1 5および凶 7
-] 5にぷす。この場合、約40----50%になる D
また、令ての計両代替案で、上地所有者への開発利鋒総額は耗備先月]をけnlっていること
が分かる。点7-] 4に示した開発利益総額に対する整備費用の宮IJ介から分かるように、
計画代替案4の場合、その開発利益のうち約45 qo (税金分を含む〉を全地主から選ノtで
きれば自治体の負担をなくすことができるといえる。この場合、負.[rl制度としてはト水ー道
基金のような方式もしくは骨格型区|珂整理事業による精算金や減歩万式の採用が与えられ
る。
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開発利益還元と残存受益の推計(固定資産税評価路線価が公示地価の約7割)
計l珂 開発利益 白治体へ還A額 t地所有行の伐イメ 受益
代金子:来 総額 未利用地 J!i街イヒ di街地 よ利m地 1街化 rfi街地
地1:より 地主*より 地!こより 地 1:_ 地 l工夫 地 l
整備無し . . 
l.111 10G 47 lろ() 110 l(i 
三 D.GOG ()()o 27~) 1.07;') 2.ろ12 :~!).) 1 ，()ら()
11，04:3 79] :379 1.1:)1 :3.01お ()HD 1 DH.i 
4 ];3.299 ~J7 tf tf66 1. :31 n :~ . 7G:3 DIG .).HtJ I 
:) 11.007 月O!1 769 1.100 :3. ] 1;) ] .8:")1 ().ono 
G 15.] 4G 81;) 882 1.492 :3.2.)ろ 2.210 G.4G 1 
7 1G.008 8;j() 054 1.392 :3.2oG 2.;J 17 (}.8~)1 
8 17.496 802 J .120 ]. 70() :3.1 :3;") 2.D.37 7. :38() 
表 7-1 5 
開発利益還元と残存受益の推計(固定資産税評価路線価が公示地価の約3割)
計画 開発利益 自治体へ還冗額 土地所有者の残存 受益
代替案 総額 未利用地 市街化 市街地 求利用地 市街イヒ 市街i也
地主より 地主*より 地主より 地主 地γ 地主
整備無し . . 
1 1.411 :39 29 。7 477 109 700 
2 9.606 241 124 :3~);，3 2.960 1.062 4.825 
11.043 289 168 42] :3.550 1.449 5.166 
4 13.299 :35G 201 1~):3 4.:371 ] .823 6.051 
:) 11.007 29s :3:39 512 :3.G28 2.0:') 1 G.281 
1;').] -1G :309 :38:') ろ10 :3.792 :3.1 10 6.60G 
lG.008 :31 :3 1]4 .182 :3.8:39 :3.7] .1 7. ]45 
日 17.49G .~:W 180 G21 1.00] 1.410 7.656 
第7f:!
-1 4 
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表7
単位:
計l咽 整備費用 整備費用に対する 割合 開発利益
代答案 (百万円) 税による 士地所有有の残イ子 受益 合計 総額に対す
還元分 市街イヒ 未利月]地 市街地 る整備'fi月]
地主* 地主 地主 の割合
整備無し . 
1.:307 23.69% 6.9:3% :31.:3ろ% 45.99% 107.08% 02.G]% 
2 :3.69:3 S4.;");3% 24.57% 68.8:3% 1] 2.20% 2GO.l1% :38.41% 
3 4.617 49.96% 266:3% GろGO% 05.46% 2:37.GG% 42.08% 
4 5.820 47.02% 2G.78% 64.10% 89.3]% 228.10% 4:3.77(% 
5 8.160 36.40% :30.90% 38.18% 66.09% 171.66% 58.26% 
6 9.687 :33.58% :30.47% :3:3.96% .)9.97% 157.98% 63.:30% 
10.21:3 :3.3]% :31.09% :32.27% GO.07% lろ6.71% 6:180% 
8 10.900 34.10% :31.58% :31.;")1% 60.:31% 160ろ]% 62.:30% 
百万円
*)市街化地主:償還期限内に市街化する地主
計画 盤備費用 整備費川に対する 割合 開発利益
代替案 ( (f万円) 税による l二地所有者の残存 受従 作計 総額に対す
還元分 市街イヒ 本利用地 市街地 る整備費用
地主* 地主 地主 の割合
整備無し
UW7 0. ::)8% 8.:~:3% :3G.ろ1% ろ:3.ろ7% 107.98% 92.()] % 
2 :1.G9:3 20."):30'1 28.77% 80.17% 1 :30. ()8% 三(iO.14% :38.11% 
Ij .(-)47 lRDO%， :~ 1. 18% i()l10%， 1] 1.18% 2:~í . C;.S% 12.08% 
4 5、820 18.05% :31.:-3:3% 76.10% 104.01% 228.10% 1:3.'77% 
'J 8.1GO 11.0ろ% :3G.17% 11.1G% 7G.97% 171.G6% 58.26% 
G 9.587 12.9:3% :35.66% :39.55% 69.84% ] 57.98% 63.30% 
10.21:3 12.82% :36.38% :37.59% 69.96% 15G.71% 6:3.80% 
8 10.900 1:3.12% 10.46% 3G.70% 70.24% 160.51% 62.30% 
百万fIJ
*)市街化地主:償還期限内に市街化する地主
」，?
，?
?、?? ?
日
8 
ロ自治体・市在f化地主 {未利用地地主 亡市街地地主
中街路整備による開発利益(固定資産税評価路線価が公示地価の約 7割)
「寸
7 6 
「
??
「
???
?」ー
5 4 3 
整備費用に対する比率
300% 
2 代替軍 l
250% 
200% 
150% 
100% 
50% 
0% 
図7-1 5 
中街路整備による開発利益(固定資産税評価路線価が公示地価の約3割)
8 
ロ自治体 ・市街イり也主 二未利用地地主 己市衝地地主
7 6 5 4 3 
整備費用に対する比率
300% 
2 
50% 
0% 
代替案 l
200% 
150% 
100% 
250% 
図7-1 4 
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( 2 )地主負担を想定した場合の開発利益の還元
次に、税による還元とともに地 iミから開発負担金として整備による利伎を還元した場合
について検討する。ただし、ここでは同定資fl税評価路線価は公示地価の約3訓程度の時
点について算定する。まず、比較的利益還んのrJ能性の高いと思われる償還期限内に市街
化する地主から利佳を還Jtする場合を忽定して、ここではi1j:F3_本が開発利伎の500，6の場
合について算定したD その結果をぷ7-1 6およびl刈7-1 6にぷす。この場介、代答案
]を除くほとんとの案で、税収と地主負担を合わせた還元額は整備費用の約 35%になる。
)i、r!J街化した地主の負担率を 100%にした場合すなわち市街化地主が利益の全額を
負担金として納めた場合、還元本は整備費用の約5006となる。ただし、この場合それぞ
れ整備費用の約 6506、約 5006が公的な負担によらなければならないことになる。
表 7-1 6 開発利益還元と残存受益の推計 (市街化地主*の負担を想定した場合)
計画 開発利益 自治体へ 地主負担額 土地所有者"の残存受益
代替案 総額 の還元額 負担率 未利用地 市街化 市街地
.50% 地主 地主* 地主
整備無し
I司411 125 69 477 40 700 
2 9司606 758 593 2‘960 469 4.825 
3 11，043 878 808 3，5.s0 640 5，166 
4 13.299 1，051 1‘012 4，371 811 6、054
り 14，007 1，147 1.645 3，628 1，306 6‘281 
6 15.146 1，240 1.902 3，792 1，517 6.696 
7 16.008 1，309 2，065 3.839 1，651 7.145 
8 17，496 1，430 2，445 4.001 1，965 7‘656 
単位:百万円
計画 整備費用 整備費用に対する割合
代替案 (百万円) 自治体へ 地主負担 土地所有者の残存受益
の還元分 負担率 市街化 未利用地 l打街t也
50% 地主* 地主 地主
整備無し . . 
1.307 9.58% 5.28% 3.05% 36.51% 53.57% 
2 3.693 20.，53% 16.06% 12.71% 80.17% ] :30.68% 
4.647 18.90% 17.40% 1:3.78% 76.40% 111.18% 
4 5.820 18.05% 17.39% 13.94% 75.10% 104.01% 
D 8.160 ]4.05% 20.16% 16.01% 44.46% 76.97% 
6 9.587 12.93% 19.84% ]5.82% 39.55% 69.84% 
10，21:3 12.82% 20.22% 16.16% 37.59% 69.96% 
8 10.900 13.12% 22.43% 18.02% 36.70% 70.24% 
*)市街化地主:償還期限内に市街化する地主
整備費用に対する比率
300克
250% I 
戸
' 
0% 1: i円
叫し111hhUU日
1m「!l |11H] 
50% 
0% 
代替案 12345 6 7 8 
ロ自治体口地主負担・市街化地主J未利用地口市苛地
図 7- 1 6 中街路整備による開発利益(市街化土地地主の負担が50%の場合)
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さらに、土地利用転換の時点での還元策を想定して、未利用地地主(償還期限内にrli街
化する地主も含む〉全体から負担金を徴収できたと仮定する口向i台体への税による還ノt額
を除いた残りの費用の未利用地地主への開発利益総額に対する割合 (= { [坐備費用]ー
[土地税収]} / [開発利益])の算定結果を表7-1 7に示す。計画代替案4では負担
率が約 70%で整備費用を全て賄うことができる。
表 7-1 7 整備費用全体を賄うための未利用地地主の負担率
計画 整備費用 自治体への 開発利益 ~利用地
代替案 還元額 総額 地主の
(百万円) 未利用地 負担本
整備無し
1.:307 125 654 180.G7% 
2 :~.G93 758 4.:387 GG.88% 
4.647 878 5守4.56 68.08% 
4 5.820 1. O.s 1 6.752 70.61% 
1) 8.160 l.147 7.214 87.21% 
G 8.587 1.240 7.804 ]Oi).Gl% 
7 1O.2V3 1，:309 8.281 107ろ2%
8 10司800 1.430 9.217 102.76% 
このように、前節で構築したモデ、ルにより、中街路整備における開発利益還元の程度を
明らかにすることができたロさらに、それをもとに中街路整備計画を開発利益の視点から
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〉ihi的lこ評価することが可能となった。また、 rt'街路計|雨iで-は現行の[占|定資産税の税収の
みでは費用を[1可収することは不可能であり、それを実現するためには何らかの負例制度を
設けて、 IJ日発利位を還えすることがr1t1jになることを明らかにできたといえる。
さらに、費用負抑制度については、受益と負jH_との公平|性の侃点からは全地主からの還
元策が望ましいが、現実の負犯可能性の視点からは市街化地主からの負判が符易と与えら
れる。しかし、この場合には公的負担の導入が必要になることが分かる。
7 -5 結語
本章では、地価関数モデル・市街化モデルを用いて地区内の土地及び家屋の同定資産税
評価額を計測するモデルを作成した。そして、これらのモデ、ルを用いて中街路整備におけ
る各主体別受益の計測方法を構築したロこれをスプロール市街地の矢三地灰における中街
路整備計画代将案に対する受益計測に適用することで、中街路整備による開発利益に着目
した中街路計阿の評価を試みた。以下に、得られた結果をまとめる。
1 )地価関数モデルおよび市街化モデルを用いて、中街路整備により生じる地価分布と市
街地分布を推計した結果をもとに、家屋および上地の同定資産税詐価額を算定する万
法を開発した。
①地区内の市街地分布から算定した市街地総面積により地区内の総延べ床面積を予測
し、そこから家屋の固定資産税評価額を算定するモデルを作成した。
るよ也刊li関数モデルにより推計した各仁地区間の相続税路線価から問定資広税評価のた
めの路線価を予測することで、各仁地区l珂における|二地の同定資産税評価額を算定す
るモテ、jレを作成した。
2 )中街路整備による各主体別の受益を計測するモデルを開発した。ここでは、便宜 t附
定資産税のI回収を自治体への受益を見なし、 仁記のモデルを用いて家尿及び上地のいl
定資産税評価額増分から税収増加を算定するモデルを構築した。また、 1-地所有者へ
の受位は、 rj'街路整備による地価と昇に十ドう仁地評価額の増分から算定するモデルを
構築した。
3 )これらのモデルを月]し、ることで、実際のスプロール市街地における中街路整備による
t体別受益を計測することが可能になった。その受伎をもとに、 r!'街路計|由iの受捺に
及ぼす影響について検討した。
①土地評価額の空間分布からは、開発利益は整備中街路から約70m付近まで大きく 、
そこから約 17 0 m付近までわずかに見られることが明かとなった。このことは、受
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益省負担を検討する場合に号(~な指針となると J5・えられる 。
あ中街路整備による開発利住総額にんめる各主体別受任の訓介から、現行の税収制度
における矢三地区の中街路計I，fljで・の主体別受俗配分は、(1治体:木利川地地1-:.: rliiJ:r 
地地主=1 : t1 : 5 fl1:皮であることがrVjかとなった。
3各主体別の 1rrfあたり受佼を比l絞することで、'1'街路;持'{1iにおいては木利川地地J::
への彩符が大きいことが明かとなった。このことは、 rt1街路 1汁Ilrjにおいては今後市街
化のnJ能性のある 1:地地 r:への行川flfrlの南安門を/}，しているものといえる。
1 )さらに、ド1治体による全額flflLで中街路を幣備した場介を惣、kとして、このn，fr I治体に
対する開発利益還元の杭皮を切らかにすることができた。
(_y~主!定資PE税評価路線1rlfiが公/}，地価の約 3 制時点での固定資産税の税収のみによる還
兄では、整備費用の約 1O，._. 2 0 %程度しか賄えない。これを現イ正行われているよう
な公ぷ地価の約 7 却に引き U~fれば、約 1 0 ~ 5 000程度になるロ
2しかし、全ての代替案で整備費用を上阿る開発不Ij住が地上に州・属している D このた
め、代将案4ではその利益の約 tl5 06(税金も合む)を還元できれば、 fl治体による
負拘はなくすことができるロこのような負抱)i式として、 fJ.kilJ-式もしくは骨絡別
区阿整理事業が考えられる。
;c -方、比較的開発利益還元の吋能性が高いと与えられる償還期限内に市街化する地
主からの負利金徴収を忽定し、その開発利益に対する負12;容を 50 00にした場合、代
答案4で整備費用に対する還J亡率は約 35 00、負1[1'容を 10 0 00にした場合には還元
率は約50 00となる。しかし、この場合公的負拘はまぬがれないと考えられるロ
④さらに、 仁地利用転換の時点での還ノ己策を想定して、木利用地地主 (市街化地主も
含む〉令体から負担金を徴収できたと仮定すると、代主主笑4においては開発利益の負
担率が約7000であれば整備費用を全て賄える。
(5) -般に、受益と負担の公、ド性から見れは・2の万式が望ましいが、現実のu1fl可能性
から判断すればFが容易であるといえる。しかしながら、仁記の結果から 3の)j式で
は公的負担の導入が必要になることを示唆した。
4 )以上のようにみ;章では、ネットワーク ・ピクセルアレイ明地坪情報システムを用いる
ことで、r'I治体及び七地所有在の各主体別の受益を計測するモデルを開発することが
できた。そして、このモデルを用いた中街路特備による主体別受益を計測することで、
中街路整備を開発利益の視点から定量的に評価することが可能となったD さらに、そ
の評価手法を実際のスプロール市街地における中街路計l珂に適川することで、中街路
整備の費用負担および開発利益還えについて幾つかの重要な視点を明らかにできたと
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考える。しかしながら、以下のような課題が残されているといえる。
①まず固定資産税の算定については幾つか問題が残っている口本研究では本来非課税
である道路や学校、 寺社等も区別なく土地評価額を算定しているため、ここでのモデ
ルでは地区内の土地の固定資産税はやや多めに算定されている。また、課税標準を31
定する場合にここでは軽減品位はないと仮定している。このため、ここでの同定資産
税による送んはやや過大評価されているとJZえられる。 したがって、税収による還λ
も合めたlS:JH負抑制度を検討していく上では、こうした非課税上地や軽減措置等を与
慮した場合に利盈の還元はどの程度低減するのかを検討することでモデルの精級化が
必要といえるロ
2また、中街路計画における費用負担方式には、 と記にあげた方式の他に中街路整備
により求利用地の地主が市街化する時点、で士地評価額の増進に応じて支払し、をする開
発寸5・utrl)j式、整備後地主喰只が・定の文払いを継続的に行うん・式 (同定資民税の超
過課税)などがある。これらについて、地主間の受益と負但の公lド性
どのような制度が中街路計!阿に適しているのかを検討する必要があるといえる。
もそして、中街路の具体的整備方策を検討する tでは、こうした費用負担のあり方も
合め先進円治体での各種整備手法の事例について、ここで行ったような開発利益の視
点から各下法を評価することで、中街路計画に適した整備手法を検討することも必要
といえるロ
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本研究では、スプロール市街地における小街路の只体的特備)J策に関する知凡を符るた
め、中街路整備計画の評価を文反するシステムの開発とそのjj訟を提案した。
スプロール市街地における小街路計|珂は、 rti街化進行rl'の地IXに対して街路終合iもしく
は計|珂を行うわけであるから、よ也限内の市街化や資j産イiUi11~1分布、街路網環境に大きな j形科
をfZえるといえる。第 2-1言においては スプロール市街地の形成経緯やその問題点lこつい
て撃息することで、中街路のis要性や必要性についてJZ察した。そして、小街路rtj-II [-.の
課題をぶすとともに、中街路整備による影響を;左足的に捉えることで、街路網を七地レベ
ル、街路レベルで評価することの重要性を示した。
第3章では、こうした街路網評価を行うために、街路周辺の地理的情報を細かなピクセ
ルの集合で促えることで地区の地理情報をネットワークとピクセルの 2つの要素でぷわし
たネットワーク・ピクセルアレイ型データモデルを提案した。そして、それを用いた各デ
ータの入)Jやその編集、さらにその表示 ・出ノJといった作業をコ支援するソフトウェアおよ
び応用処理ソフトウェアで構成される地理情報システムを開発した。第4CEでは、スプロ
ール市街地における街路網の現状の問題点を定量的に捉えるために、このシステムを援用
して地区の防災性に着目した街路網評価を行った。
第5章では実際の住宅市街地における市街地形成や地価分布、街路網環境を実証的に分
析することで、中街路整備による影響を定量的に評価するモデルを開発した。第6草およ
び第7章では、 これらのモデルを用いて中街路の具体的整備方策を検討する 環として中
街路整備計画の評価を行ったロ第6章では、中街路の適正整備水準を検討することを口的
とした街路網評価の応法を提案し、実際のスプロール市街地における中街路ヰ整備計両の評
価を行った。第7章では、開発利益還元や費用負担のあり方について検討するために、 仁11
街路整備による開発利益を各主体別受益により計測する方法を提案し、開発利益に着日し
た実際のスプロール市街地における中街路計画の評価を行うことで、中街路整備による主
体別受益への影響および自治体への開発利益還元の程度を定量的に把廃することを試みた。
以下では、各章で得られた成果をまとめる。
[第2章 スプロール市街地における中街路計画とその課題]
ここでは、スプロール市街地の現状とその問題点を整理することで、スプロールrl1街地
において提案されている中街路整備計画について考察した。
1 )都市計画法による 定規模以上の開発のみにかけられた市街地形成のコントロールが、
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小規模宅地開発を長延させることになり、脆弱な街路網のまま劣恵な住環境のスプロ
ール市街地が拡大した。こうした市街地では、集積環境条件の不足が大きな問題とな
っている。こうした施設手整備の財源確保を目的にn治体による指導要綱は定められて
いるが、負担制度に問題を抱えている。また、地区計両制度による環境改背があげら
れているが、その実現性に関して問題が指摘されている。このように、スプロールは
それを規制するの効な下段を持たず、ある，む味で緩慢な規制のもとでこのまま政i1し
ておけば、ますます拡大することはりjかである。
2 )そこで従京されているのが、都市計Ilj道路でもなく細街路でもないその11間に位託す
る街路、 '11街路をスプロール進行巾の市街地に対してあらかじめ最低限必史なところ
に整備もしくは計副し、それを各種規制・誘導手法等で拘保することで、秩序ある市
街地形成を凶ろうとする中街路計画であるロしかしながら、中街路はどこにはJ象と
する地区)、どれだけ (整備水準)、とのように (整備万法〉繋備するのかその具体
的撃備H策がiリjらかになっていない。そのためには、中街路整備計耐iを機々な視点か
ら定}量的に評価することで、 l~Ufl負担のあり五や適正な4整備水準の検討が必要で・ある D
3 )このとき、巾街路の整備効果やその整備によってもたらされるエ休別受往を実証的に
計測することは、中街路整備計画の評価上重要な侃点であるとともに、 lド街路計画の
社会的な合志を得るためにも重要な指針となり得ると考えられる。
[第3章住区内街路網評価システムの開発]
住区内街路網を簡便に評価するためのネットワーク・ピクセルアレイ型データモデルの
地理情報システムの機能と特徴を以下にまとめる。
1 )本システムでは、土地利用および施設データを地区を覆う細かなピクセルの属性に変
換して、リンクとピクセルの隣接条件により一体的な取り扱う。このため、周辺市街
地を考慮した宅地レベル、道路レベルの街路網評価が可能である。
2 )このモデルを用いた地理情報システムでは地理情報をネットワークとピクセルの2つ
の形状要素のみで表わすことができるため、以下のような特徴を有する。
① 従来のネットワーク・ポリゴンモデルに比べ、幾何計算が簡便である。
2 ピクセルを均質なユニけとして捉えているため、その集計の考え方が明解である 0
3 時系列データを統一的に扱える。
3)地図情報は全て線と点の単純な形式で記憶するため、データ量が比較的少なく小型の
計算機で取り扱うことが可能である。また、情報が明示的で記憶形式が簡便であるた
め集計・出均等のデータ処理のプログラムも比較的簡単に開発でき、高い操作性を有
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している。このことから、本システムは広い範闘での応用が"I能と与えられる。
t1 )さらに、道路はネットワーク構造を丹jいているため故短終路探京などのネ ットワーク
計算がl可能である。このとき、街路周辺の1=;地やIti街地分布を|見Jj止させることで、交
通量推計などにも利用できる。
[第4章 防災性の視点から見たスプロール市街地における街路網の評価]
スプロール山街地における防災~-.の問題点を捉えるために、ここでは市街化段階の泣い
およひ~ rli街地形成や街路形成といった市街地状況の変化にJ今日した街路網の防災'~I:を評価
した結果をまとめる。
1 )防災性評価指標として、災芹時などにおける街路の性能から各ピクセルの安全性を/J'
す指標を考案した。これは、地区外部への車両通行経路上のボトルネックになる街路
の幅員 (孤立幅員〉のことで、緊急車両の到達信頼性をぷすものである口
これについてスプロール市街地の街路網を評価した結果、
イD 孤也市肩上i指標を市街化段階の異なる地区について比較することで、今後市街化が?
想、される士地が防災上問題を持つことが分かり、地l天内のr!l街路の不起が明かとなっ
た口
Z 市街地形成による孤立幅員指標の変化を見ることで、狭隠袋小路局i]:illでの市街化や
集散街路につながる狭隠街路を使った後背地未利用地の市街化が見られ、緊急9I両7クセ
ス上問題のある市街地や狭降袋小路にぶら下がる市街地が増加する傾向にあることが
明らかになった口
3〉 街路形成による孤立幅員指標の変化を見ることで、スプロールが原lk!で防災仁問題
のある所に街路を形成させるとともに、そのことが街路網の複雑化も引き起している
ことが分かった。
2) '}j、ネッ トワーク ・ピクセルアレイ増モデルを用いることで市街地内の消防活動閃
灘区域をf巴挺することができた。これについて、スプロール市街地を評価した結果、
スプロール初期の住宅地区では、消防活動困難rx:域内でも多くの市街化が凡られるこ
とが分かった。
このように、ネットワーク ・ピクセルアレイ増データモデ、ルを持つシステムを利用する
ことで、スプロール市街地における街路網を防災性の視点から定日:的に評価すること
ができたといえる口またその結果、市街化段階の追い、市街地形成および街路形成と
いった市街地状況の変化に着日してスプロール市街地の街路網評価を行うことで、 q1
街路の不足やまたそれに起因するスプロール的な開発が地区の防災性に悪影響を及ぼ
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していることが明かとなった。したがって、中街路のような地区の骨格的な街路が市
街地の防災性に重要な役割jを果たしていることが明かとなった。
[第5章 中街路計画における街路網評価モデルの開発]
ネットワーク・ピクセルアレイ型の地理情報システムを援用して、スプロール市街地に
おける地区の骨格的街路すなわち中街路が市街地に及ぼす影響を実証的に分析した結果と
街路網評価モデルを以 Fにまとめる。
1 ) rjl街路整備における効果計測の竜要性を整理した上で、中街路計l町における街路網評
価の視点について検討した結果
~1) 中街路整備により街路周辺の宅地レベルで発生する市街地形成や地価上昇なとの整
備効果は、その主体である土地利用者や土地所有者および自治体に及ぼされる受益を
計測する場合に重要な視点であり、こうした効果の計測が巾街路計画の評価上あるい
は中街路に対する社会的合意を得るのに重要な視点となることを示唆した口
② スプロール市街地での街路網整備においては、周辺市街地に生じる市街地形成や地
価仁昇などに着円した評価とともに、網としての「つながり」を捉える街路網環境に
着日した評価が重要になることを述べた。こうした視点は、整備効果の波及する各段
階の土地利用者及び土地所有者に対する地区内の環境評価の視点となり、中街路計画
を評価する上で重要な視点になることを述べた。
② こうした街路整備による影響の相互関係を整理した。そして、中街路の具体的整備
方策について知見を得るための中街路評価では、地区街路網の改善効果の指標と中街
路計両を示す整備水準や整備費用などの物理的な指標との関連を分析することが重要
となることを述べた。
2 これらのことから、中街路整備による街路網環境及び市街地ポテンシャルへの影響
を捉えるモデル、物理的指標として整備費用を算定するモデルを開発する。
2 )スプロール市街地において巾街路が市街地分布や市街地形成に及ぼす影響を実証的に
分析した結果、
① 集散街路へのアクセシビリティと市街地分布および市街地形成との関連分析から、
集散街路への 「出にくさ」が市街地形成に障害を与えていることを実証的に検証した。
2 また、アクセシビリティと市街地形成とのロジッ トモデル分析によって、スプロー
ル市街地ではコレけ一街路に加えて主要区画街路も市街地形成の骨絡的役割を呆たして
いることを実証した。
3 中街路や地区施設へのアクセシビリティ等を用いて地区内の都市的未利用地の市街
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化を説明するrlI街化モデ、ルを開発で-きた。このモデルを月H、ることで、地以内の任，む
のピクセルにおける市街化確本を推計することができる。
3 )地区内の地価分布を推計するための地価関数モデルについて
勺 地価公示標準地における公/Jミ地価と相続税路線価との関連を分析することで、 rJ-X・
の聞にl白い相関があることを確認できた。
号 データの入下容易性や地区の街路レベルでの影持分析への適mtlから、地価として
相続税路線価を、市街地内の各街路リンクの街路特性や近接特'問、沿道特性の街路樹
特性によって説明するモデルを推計した結果、地区内の任志の街路リンクについてそ
の街路網特性を把握できれば、その路線価を推計することができる口
4 )地区内の街路網の防災性および街路安全性の視点から街路網環境を評価するモデルに
ついて、
① ここでは地区の街路網や自宅前街路に対する住民立識調杏をもとに、防災性や街路
安全性に対する意識分析を行った結果、防災性については緊急市アクセス、街路安全
性については向宅前道路の交通安全性に対する意識が高いことが明かとなった。
② そして、各;章識指標を地図情報や交通量などのリンク特性によって説明する判別関
数モデルを開発した。その結果、判別関数や分類関数によって、住民怠識の視点かり
各リンクの防災性や道路安全性を定量的に把握することができる。
5 )中街路の整備費用を工事費、移転補償費、用地取得費に分けて路線延長、必要移転建
物数、路線面積、相続税路線価から算定するモデルを開発した。
以上のように、ネットワーク ・ピクセルアレイ型データモデルを援用することによって、
中街路計画を定量的に評価するモデルを開発することができたといえる。また、開発
した評価モデルによって中街路整備による効果や受益の計測に基づき、中街路整備に
よるスプロール市街地の街路網評価が可能になると考えられる。
[第6章 中街路整備計画の評価とその適正整備水準]
中街路の適正な整備水準の検討を目的とした中街路整備計画の評価五法とそれにより得
られた適正整備水準についてまとめる。
1 )まず、中街路計阿における適正整備水准の検討をn(19とした、 rt1街路整備計聞の評価
方法について、
① 中街路の適正整備水準を検討する場合、対象となる地区にとって、その時点で、故
低限どこに、どれだけ整備する必要があるのかを見俺めることが重要な視点であり、
そのためには、市街化状況や路線の中街路としての重要性や必変性あるいは整備優先
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度を考慮して設定された中街路計画が地区にもたらす影響を定量的に把握し、それを
評価する必要があるD
2 スプロール市街地における中街路整備計酬の評価の視点として、周辺市街地及び街
路網環境に及ぼす影響を捉えるためのモデルにより計測した柊備効果と整備費用との
比較によって費用効果最大化の視点から評価する万法を提案した。
2 )本章での分析対象地区の選定および中街路計画代替案の作成と各計幽代特案の物理的
指標である整備水準指標について、
勺 分析対象地区は、中街路による整備効果を明確にするためその効果が顕著に表れる
スプローjレrfl即jの徳島市内の矢ベ地|天を対象にし、既存の計画や'1:間確保の容易性等
の路線の rE~'門:を考慮、して 1 1の路線を設定し、それを整備ロJ能性の高い)1阪に累積す
ることで8つの代答案を設定した口
Z このとき、不規則な街路網での、F均的な街路間隔をぷす指標として、街路網の平均
勢ノ3圏奥行きを15案した。
3 )中街路整備による周辺土地の市街地形成に及ぼす影響を市街化モデルによって整備効
果として定量的に杷握することで、その空間的波及の程度を捉えるとともに、整備効
果と4整備費用の比l鮫から巾街路の適正整備水準を検Mするβ法を提案した。その結果
を以卜.に;j"'すロ
o) 市街地形成効果として計|珂代替案の整備あり・無しによって生じる各ピクセルの市
街化確;~さの足を地区内の全ピクセルについて合計した上地利用価傾塙進効果と未利用
地に対する市街化可能性の増大に右目した市街化増進効果を提案した。
2 中街路整備による市街地形成効果の空間的波及は、整備した巾街路からlQ線距離で
約80m付近まで高く生じ、約 200m付近まで及んでいることをが分かった。
3 各案のfl別効果比を算定しその比較を行った結果、矢ミ地慌におけるrlj街地形成効
果の悦点からS~た中街路の適正整備水準は、幹線街路も合めたコレクター街路の幹線
系街路密度で約4.5km/kriから約 5.5kn此 ni、勢力闘奥行きで約 115m ~9() mを目標と
すべきことを明らかにした。
-1 )中街路の整備効果として周辺上地の資産価値の変化を地価関数モデルによって定足的
に抱録することで、その空間的波及を捉えるとともに、適正な軽備水準を検討する万
法を提案した。以下にその結果を示す。
① 地価増進効果として、計画代替案の整備あり、無しのそれぞれの場合の各リンクの
路線価を基に各ピクセルの地価を推計し、その差を地区内全ピクセルについて合計す
ることで算定する方法を提案した。
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うむ 中街路整備による地価増進効果の宅間的波及は、 f寝台前した中街路から1ft線距離で手!']
60m付近まで及んでいることが分かった。
与ノ 各案の1~別効果比を算定しその比較を行った結果、 矢 i地似における地fllliJfi1進効果
の制点から凡たr!1街路の適IE1整備水準は、幹線街路も合めたコレクタ一位J路の幹線系
道路子何度では-1"' 5 k.mJk ni、街路の千均勢ノJ[迭l奥行きでは J20 m "'り5mとなることを
明らかにした口
5 )街路網環境を示す指原として防災性と道路安全性の悦f、ゆ1 ら JIー戸lÎ代科京をijziIt的{こ r~'lí.
価するノi法を提案し、各案の比較を行うことで・街路環境の視点から見たrl'街路整備水
準を杷保した。その結果を以卜にまとめる。
(D 各代科案のリンク評価値の延長累加分布から、防災性については幣備水準が尚くな
るにつれ安全側にシフトしていることが分かった。 ・方、道路の交全性については、
整備水準の追いによる大きな追いはないが、逆に安全性がわずかに忠化する傾向がみ
られることが分かった。
g) 中街路の整備水準の違いによるリンク別評価指傑値の変化を分析した結果、道路の
安全性については部分的な対応は必要であるが、地|莞全体としては整備水準の変化に
よる改善・は少ないことが分かった。一方、防災性は代替案3以降で忽激に改善がみら
れることが分かった口
$ また、周辺市街地への効果について、悪化の効果をコストと見なし改善効果から差
し引くことで算定した整備効果と費用との関連を分析した結果、代答案3から 5で高
い効果を示すことが分かったD したがって街路網環境の視点から見た中街路の適正な
整備水準は、勢力圏奥行きで約85mから 105mQ内であることを明らかにした。
6 )以とのような各評価指標に対して得られた適正水準を総合的な視点から判断するため
に、各評価指標の費用効果比を全案平均値に対する比で標準化した指標で比較した。
その結果、中街路の適正水準は評価の視点によって、適正範聞やピークの位置等が異
なることが分かった。そして、これらを総合的に判断した結果、矢三地区においては、
勢力問奥行きで約95mから 120m、正jj形絡 [-J目街路網の間隔で約 380mから
480mが中街路の整備水準として適切であることを明らかにできた。
7 )また、ここではネットワーク・ピクセルアレイ増の地理情報システムを用いることに
より、地院内の宅地レベルの5、F価や効呆計測が口J能となり、本システムのr[l街路評価
に対する有用が確認できた。
このように、ここでは中街路の適正な整備水準を妃持することを日的として、中街路計
画上重要な 2つの指標、市街地ポテンシャルおよび街路網環境に着[Iして中街路整備
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計両の評価方法を開発することで、徳島市内のスプロール市街地である矢三地区にお
ける中街路の適正整備水準を提案できたといえる。
[第7章 中街路整備による開発利益の計測と中街路計画の評価]
中街路竪備によるIl治体及び f-_地所布石-の受必を計ilWするモデルを開発することで、中
街路整備における主体別受益に及ぼす影特ゃれ治体の全額負刊による整備を忽定した場合
の開発利待選応の程度を定量的に杷握することができたロ
1 )地価関数モデルおよび市街化モデルを用いて、中街路整備により生じる地価分布と市
街地分布を推計した結果をもとに、家屋および土地の同定資産税評価額を3平定する方
法を開発したロ
(l~ 地区内の市街地分布から算定した市街地総而積一により地|天内の総延べ床而積を予測
し、そこから家屋の同定資克税評価額を算定するモデルを作成したD
主 地価関数モデルにより推計した各 1-.地収画の相続税路線価から同定資産税評価のた
めの路線価を予測することで、各土地区南における上地の固定資産税評価額を算定す
るモデルを作成した。
2 )中街路整備による各主休別の受益を計測するモデルを開発した。ここでは、便宜上回
定資産税の増収を自治体への受益を見なし、上記のモデルを用いて家屋及び土地の固
定資産税評価額増分から税収増加を算定するモデルを構築したロまた、七地所有者へ
の受益は、「ド街路整備による地価上昇に伴う土地評価額の増分から算定するモデルを
構築したロ
3 )これらのモデルを用いることで、実際のスプロール市街地における巾街路整備による
主体別受益を計測することがロI能になった。その受益をもとに、中街路計画の受益に
及ぼす影響について検討した。
① 土地評価額の空間分布からは、開発利益は整備中街路から約70m付近まで大きく、
そこから約 J7 0 m付近までわずかに見られることが明かとなった。このことは、受
益者負担を検討する場合に重要な指針となると考えられる口
2， rt街路整備による開発利益総額に占める各主体別受益の割合から、現行の税収制度
における矢二三地灰の中街路計両でのこ主体別受益配分は、向治体 :未利用地地主 :市街
地地主=1:4:5程度であることが明かとなった。
そむ 各主体別の 1rriあたり受益を比較することで、中街路整備においては未利用地地一
への影響が大きいことが明かとなった。このことは、中街路計画においては今後市街
化の可能性のある上地地主への費用負担の重要性をホしているものといえるD
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4 )さらに、白治体による全額負1f!で巾街路をf整備した場合を位、定して、この時rJ治体に
対する開発利佳還JCの程度を明らかにすることができた。
の 同定資産税評価路線価が公ぷ地価の約3言IJfki ，点での[，¥lA資産税の税収のみによる送
元では、 4整備lr川の約 10 --2 0 0.0程度しか賄えない。これを現イ1:行われているよう
な公ぷ地価のが')7 'rl切に引きト.げれば、約10---己000粍皮になるD
乙 しかし、全ての代替案で控備1'1丹jをヒ[口lる開発利主主が地i:1こrl}!;Ti，している。このた
め、代佐案4ではその利佳の約.150.0 (税金も合む)を還元で-きれば、!'l治体による
負担はなくすことができる。このような負担ノj式として、下;Jく道)i式もしくは骨格別
区阿整理事業が与えられるロ
:t -)j、比較的開発利益還元の口J能性が高いと与えられる償還期限内に市街化する地
主からの負担金徴収を想定し、その開発利主主に対する負t日本を5000にした場合、代
替案4で整備費用に対する還元本は約 35 06、負.Jll;告を 10 006にした場合には選比
率は約5006となる口しかし、この場合公的負但はまぬがれないと考えられる口
む さらに、上地利用転換の時点での還元策を忽定して、未利用地地主 〈市街化地主も
含む)全体から負拘金を徴収できたと仮定すると、代答案4においては開発不IJ主主の負
担率が約700.6であれば整備費用を全て賄える。
⑤ 一般に、受益と負担の公、F性から見れば舎の}j式が望ましいが、現実の負拘口J能性
から判断すればあが容易であるといえるD しかしながら、上記の結果から $の)j式で‘
は公的負担の導入が必要になることを不唆した。
以上、本研究では、スプロール市街地における中街路整備計画の実現のための具体的整
備方策を検討することを目的として、住区内街路網を定量的に評価するシステムを考案す
ることで、中街路整備による周辺市街地や街路網環境への影響を捉えるモデルを開発し、
そのモデルによって中街路整備における街路網を評価する庁法を提案した。そして、その
β法を実際のスプロール市街地における中街路整備計阿の評価に適用することで、本シス
テムの有用性を確認できた。また、従来はまだ実証的に把探されていなかったけ1街路の適
1:.1警備水準、 rl街路整備による主体別受盈への影響や開発利往還えの科皮について明らか
にし、中街路計|町の具体的な整備方策を検討する上で;'if:史な幾つかの制点を/示唆で-きたと
考える口
しかしながら、各章において述べたように幾つかの課題も残されているロ
まず、評価モデルの精織化があげられる。本研究で提案したモデルの問題点の解決、隣
接敷地や宅地形状の影響、景観的要素の評価、分析対象地IXの拡大などの課題が残ってい
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る。
また、中街路計画実現のための中街路の具体的整備手法を検討する必要があろう。各章
でぷしたような適正整備水準や開発利益還元等についての評価下法を援用して、市街地状
況の追いや整備wur-による影響を考慮した段階整備についての検討、先進門治体における
略。I1T-法の，J'Ff，Ui、適正な費用負犯制度の検討、あるいは中街路計画の実施運用上の規制 ・
誘導下法についての検討などが課題として残されている。
さらに、スプロール初期段階にある地区では、緩い規制のもとこれからますますスプロ
ールが進行してし 1く恐れがある口こうした地区は特に地方都市に数多く見られ、地方自治
体では、こうした地区での街路網計両が重要な課題となっている。しかしながら、上地区
|珂整理事業による整備は財政面から困難と考えられる。そのため、区画整理事業によらな
い、良好な街路ストックと市街地環境が形成されるような計画および事業手法の開発が望
まれているD
この意味で、中街路計画のような手法をもっと具体化して行く必要があると考え、以上
の課題を念頭においてなお -ー層の研究を進めたい。
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